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Abstract 

A new apparaもushas been developed to improve operation safety and eliminaもelabour needed 

forもnmmmg七hever七icalloc前ionof也emain line used in forced scallop cultivation hanging 

facilities. The apparatus could be used ins七eadof出.epresent manner of adding floats七ocompensate 

for出elack of buoyancy caused by也egrowもhof scallops. The app紅 atusis composed of a 

compressed air supplier on board， a rubber hose and a soft shell type float (air bag) wi七han open 

mou七hon出ebo抗omand within七hecharacぬns七icair va1ve. 

By remo七econtrollingもheair vo1ume in the air bag wi由也eair supp1ier on board，もhemain 1ine 

can surf，乱ceor re10ca旬七odω19naぬddep出s. As expec七ed，もhesys七em'sfunc七ionand durabi1ity 

proved gratifying during出etria1s in the wa七er阻止 and出ecu1tivation nursery. 

Keywords: Submersib1e Sys旬m，Saving 1abor， Fishing apparatus， Buoyancy con位01，Dep七hof 

water adjusもmenも， Scallop aquacu1ture， Culture of hanging method 

-75 



北大水産紀要 [XXXXVII，2 

1.緒 論

1-1. 研究の背景

我が国の水産業は， I漁業就労者の減少J・「高齢化の進行J・「魚価の伸び悩み」・「資源水準の悪化」等
によって，その産業競争力を急速に失いつつある。水産庁は，これらの構造的諸課題を「水産技術の新

たな展開」として「漁業就業者の減少・高齢化に対するための省力化技術および経営危機を克服するた

めの低コスト化技術jの開発と推進を以して解決しようとしている(農林統計協会， 1995)。しかしなが

ら，比較的経営基盤が脆弱な沿岸漁業であるホタテガイ養殖業の省力化の向上に関する技術開発項目は，

この諸施策には見あたらない。現在のホタテガイ養殖業には，これらの施策に沿った新たな省力化技術

に関する近代化が，流通改善と共に希求されている。

省力化とは「作業の手間や労力を省くことJである。この定義から見ると，手間や労力を惜しまない
のであれば，省力化は必要ないと結論される。しかし，それは省力化という定義だけを捉えただけであ

り，省力化が実現される過程から副次的に発生する効果を捉えていなし3からである。省力化が生み出す

副次的効果は，省力化の過程から推察できる。省力化の過程は大きく 2段階に分けることができる。最

初は「作業工程の見直しによる工程改善」であり，次に「作業者の行っている作業を機械に置き換える

自動化」である。前段の工程改善をするには，作業手順とそれに費やされる時間，作業者の能力，作業

環境，使われている道具など作業内容について詳細に分類し，それぞれが作業にどのように関わってい

るか特徴を把握しなければならない。さらに，生産される対象物が持っている寸法や重さの範囲，温湿

度，硬度などの性質についても把握する必要がある。これらを分析することで最適な人員配置や作業手

順および作業環境などが解り，これを基に工程改善がなされ，作業の省力化が推進される。このとき，こ

の分析の中で作業手順ごとの現状の技術を的確に捉えることができ，生産技術向上に必要な技術が明白

となる。これが次段の作業を機械に置き換える自動化のための技術導入や技術開発につながる。つまり

省力化を図ることは，生産に関わる諸技術全般を把握することにつながり，新たな技術導入や技術開発

によって生産技術そのものの向上につながっている。一般に産業の近代化は，生産技術の向上によって

発展してきた。一次産業である漁業も例外ではない。生産技術が向上すると生産コストが低減化し，製

品の品質なども向上し，その結果として市場競争力が強まる。漁業における作業の省力化は，水産物に

関することはもちろんのこと，漁獲や養殖方法などの多くの水産技術改善を根底として，さらに自動化

技術が重なることで進展すると考えられる。

一方，ホタテガイ (Patinopectenyessoe附 is，JAY)の垂下式養殖は，北海道南部と東北地方沿岸で発展

した集約的な海面養殖である(境， 1975;日本水産学会編， 1980;茶碗谷， 1992)。この養殖方式は，中

間育成で大量生産が可能となった殻長3cm以上の稚貝を使うことができるようになった 1968年頃から

急速に進展した(日本水産学会編， 1980)。この稚貝の量産化は， 1965年に開発されたタマネギ袋の中に

杉の葉を入れた天然採苗技術(境， 1975;茶碗谷， 1992)によって天然種苗が安定供給されるようになり

可能となった。 1970年以降，養殖施設の規模と漁場海面は年々拡大しており，たとえば平成5年度の北

海道噴火湾においては，水深50m以浅の区画漁業権設定海面全域に広がっている。当該海面の総生産量

は12万もに達し，経営体数も 1，236を数えている九このように順調な産業発展を遂げてきた本養殖業で

1) 北海道農林統計年報(水産編)平成5年，農林水産省北海道統計情報事務所
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はあるが，宮津ら(1994)の報告によると，近年のホタテガイ養殖業は過密養殖による量産化によって支え

られており，その生産量を支えるべき労働生産性の向上は，のり養殖やプリ養殖のそれと比較すると頭

打ちになっているとの指摘がある。こうした労働生産性の上昇を伴わない量産化は労働力の多投によっ

て成り立っており，量産化に伴う人件費の増加と，過剰供給による生産物の市場価格の低落は，漁家経

営を悪化させる主因になっている。労働力確保の困難と過密養殖による生産物の品質劣化は，当該漁業

経営の弾力性を低下させ，近年の海洋環境の激変によるホタテガイの生残率の低下に重畳した重篤な問

題となっている。

ホタテガイ養殖業における省力化は，人手を要する作業工程の多い陸上作業，および労働負荷強度と

危険性の高い海上作業に関して行われてきた。前者の例としては，貝の選別装置や稚貝の孔聞け装置の

開発と応用がある。これらの機器は，ほとんどのホタテガイ養殖漁家に導入されており，その機械能力

と経済性に関する分析も行われるようになった(浜田ら， 1996， 1997a， 1997b ;漬田ら， 1999b)。後者の例

は，作業船のクレーン， ドラムウインチ，自動操船装置などによる省力化に顕著に見られる。特に，荷

役機械であるクレーンやドラムウインチを用いる海上作業の中に，本研究で着目する養殖施設の水深を

維持管理する水深管理作業がある。当該養殖業の陸上と海上の作業工程は，個々のホタテガイを耳吊り

方式によって垂下する当該養殖業の特性から派生したものである。このため，これらの省力化は生産効

率の向上には決定的な役割を果たすものの，生産物自体の価値(付加価値)を増強する手段ではない。し

かし，養殖対象であるホタテガイの成育に大きく関わる施設の水深管理作業は，最終生産物の品質と密

接に関わる重要な管理作業である。この管理作業は養殖施設がホタテガイの成長や付着物増加により沈

降するので，海中の幹綱を引き上げ作業船の舷側に国定した後，この重量増加に見合った浮子を，船縁

から身を乗り出して中腰の姿勢で幹綱に取り付ける重労働である。また，この管理作業は垂下期間中，継

続して行われる必要不可欠な基本的作業であることから，時化の中でも行わなければならない安全性の

確保が困難な作業である。

海中における物体の浮沈作業には，荷役機械を作業船に装備し，その巻き上げ巻き降ろしによって物

体を浮沈させる方法と，水中で発生する浮力を物体に与え，この浮力を変えることで浮上沈降させる方

法がある。前者は機械力で物体を懸架する方法であり，機械力を鉛直に使うことで水中の物体をその方

向に移動できる。その力学的基部は静止点の設けられない海上の作業船にあり，特殊船では船体中央部

で物体を懸架するが，ほとんどの作業船では重心より外れた舷側から物体を懸架しているので，懸架物

は荷重量とモーメント力として船体系に作用する(関西造船協会， 1983)。このため，浮沈作業の最大能

力は基部となる作業船の大きさ(積荷力・復元力)によって制約を受ける。つまり，作業船に対して引き

上げ力が比較的小さいときは作業船の安定性を損なうことは少ないが，大きなときは懸架側に作業船が

傾斜するとともに復元角余裕が小さくなって船体の排水量以下の物体でも懸架不可能となる。このため，

大きな浮沈作業能力を必要とする場合，装備する荷役機械とともに作業船も大型化しなくてはならない。

しかし，この方法による機械化は簡単に行え，装備したウインチやクレーンなどは汎用性の高い搬送・

荷役機械であることから，海事関連産業で広く使われている作業方法でもある。漁労作業では，投網や

漁具の敷設と揚網や漁具の回収といった引き揚げ力を要する工程が主要作業である(漁船協会， 1979)。

養殖作業においては生け貨や施設などを沈めることや引き上げること，あるいは保持する作業が必須で

ある。これらの作業の労力を軽減するために，揚網機や揚綱機が圏内のほとんどの動力船に装備されて

いる。また，海洋土木工事においても構造物の海底への設置・引き上げ・移動などで，漁業と同様に，物

体を深度方向に移動や保持させる作業があり，大型ノfージによる大容量型荷役機械の導入による省力化
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が進められてきた(日本造船工業会， 1988)。

一方，後者の方法は物体に働く浮力自体を変えるため，作業船に積載不可能であるケーソンの移設作

業など，大規模な海中構造物を敷設位置まで移動するときに用いられる手法である。ケーソンや硬式円

筒型浮体のような圧気を充填させられる容積部を持つ作業対象物の場合，この中に外部から強制的に送

気し，浮力を増加させて浮上させることで見かけ上の円lき上げ」を行うことができる。また逆に，浮
力室内の圧気を排出することで敷設時の沈下作業を行うことができる。原理的には浮力を増減させるた

めに送排出する媒体は，水より比重の軽い物質であればよいが，海中に放出することもあるので，空気

が一般的に用いられている。また，作業対象物がこのような気室を持たない場合には，補助浮体を取り

付けて同様の効果を得ることができ，沈座船引き上げや海中で重量物を動かすリフターにその応用が見

られる。しかし，舶用機器による引き上げに対して，操作対象毎に浮体や送排気回路を用意しなければ

ならず，またヲ|き上げ作業以外の汎用性に乏しいことから，漁業用装置としては普及していない。

ホタテガイ養殖業の水深管理作業に用いられている方法は前者であり，引き上げ能力のみを向上させ

ようとすれば，作業船と設備の大型化が必要となる。この大型化は維持費や運転費などの経費を増大さ

せるだけではなく，乾舷高さが増したり，養殖施設海面内での細やかな移動ができなくなるなど，水深

管理作業にとっては不利な面も伴ってくる。作業の悪化を招くようであれば，前述したように省力化の

定義と外れた内容となり，水産技術の向上には結びつかない。このため，水深管理作業に物体に与える

浮力を変えることで浮上沈降させる方法を適用できれば，作業船と設備は現状規模そのままで作業の省

力化を図ることができ，さらにはホタテガイの成長に適した育成水深を簡単な操作で維持できると考え

られる。

本研究の目的は，海中の幹綱に施設の重量と浮力の差に見合った浮子を付加する現在の水深管理作業

を，水深や浮力を調節できる装置(浮沈装置)の開発と適用を通じて改善し，ホタテガイ垂下式養殖にお

ける海上作業の省力化と，海上労働安全性を向上させることにある。

1-2. ホタテガイの垂下式養殖施設における水深管理の特徴

垂下式養殖施設(以下，施設)は，限られた海面を深度方向へも立体的に活用できることから，ひび建

養殖や生け賛養殖と比較して単位海面あたりの生産量が大きく，筏式や延縄式など，各漁場の生産条件

に合わせた種々な型式の施設として広く用いられている(境， 1975;農業土木学会水産土木研究部会，

1980)。

これまで，施設の物理的特性に関する研究が数多く成されてきた。係留策と緩衝浮子を拘束された質

点の運動系としてとらえ， Morisonの波力式から係留索張力を算出する施設設計方法を示した研究(木

村ら， 1982)。施設の三次元波浪応答に関して三次元動揺解析モデ、ルを誘導し，模型実験との比較や実在

する施設に関するシミュレーションと観測値との比較などを行い，運動モデルの有効'性を検証した研究

(松原ら， 1983， 1985， 1987， 1988， 1989)。弾性カテナリー理論の近似理論である放物線カテナリ一理論を用

いて，浮体の最適係留解を求め，係留浮体の位置決めに関する知見を深めた研究(今井ら， 1989)。施設

の設計と敷設において考慮すべき事項を，海底への固定部，係留索部，垂下物の養成部分，各要素の結

合部分について整理し，設置海面の環境条件に合わせた検討を行う必要性を示した研究(佐藤ら， 1973， 

1978， 1984)。この研究の中で，施設の幹綱は一定の水深で可能な限り強く張られるほうが，貝の育成のた

めには好ましいとしている(佐藤ら， 1978)。しかし，水深管理作業のために幹綱を作業船の舷側に引き

上げなければならないので，幹綱張力は主に作業船の大きさと装備によって決められており，必ずしも
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生物の育成条件に叶う張力状態で用いられているわけではないことを指摘している。

このように，施設の物理的係留特性に関する課題は水産土木や海岸工学の研究として深められている。

これに対して，施設の水深や振動といった物理的状態が，垂下生物の成育にどのような影響を与えてい

るかについて言及した研究は僅少であり，貧栄養状態のホタテガイに振動を与えたときの実験的な検証

(森ら， 1974)や，施設の設置場所や設置方法，ホタテガイの成長量についての調査1)などが見られる程

度である。

他方，施設に垂下されているホタテガイの生存率や成長率に影響を与える主要因は，水温と飼料生物

密度であると考えられている(水産北海道協会， 1981)。このため，ホタテガイの成長段階に即して，こ

れを最適な育成環境に維持する唯一的な方法が水深管理作業である。一般に，養成水深は幹綱に取り付

けた浮子により保持されているが，幹綱はホタテガイや付着物の成長により次第に沈降する。このため，

養殖期間中に常に養成水深を所期の水深に維持するためには，ホタテガイが結着されている養成綱を垂

下している幹綱に，重量の増加に見合った浮子を付加する水深調節作業を頻繁に行わなくてはならない

ことになる。この作業は幹綱を作業船の舷側まで引き上げ，船縁より身を乗り出して中腰の姿勢で浮子

の取り付けを行う重労働である(長町， 1986;古賀ら， 1992;安河内， 1990;人間工学教育研究会編，

1985)とともに，荒天時の海中転落や転倒事故(木村ら， 1983， 1984a， 1984b， 1989)および船体の転覆を

伴う危険な作業でもある。さらに作業過程上，浮子を幹綱に取り付げるためには，垂下している養成綱

を海面まで引き上げる操作が必要である。このため，ホタテガイの成長が阻害される 2300以上(中西，

1977 ;対馬， 1989)まで表層水温が上昇する夏期には，当該作業が長期間実施できない場合も報告されて

し〉る。

上述したように，従来の水深管理作業では，操業の都度に幹綱を舷側まで引き上げる操作が必要で，こ

のことが作業状態に関する多くの問題の誘因となっている。機械化が進展して省力化が図られた当該作

業ではあるが，船上機械の力量と船体規模の増強策だけでは，これ以上の改善は望めない。当該作業の

改善には，これまでとは異なる原理に基づいた機械による作業の改編が必要であり，施設側に浮力調節

機能を付与することが唯一的な選択肢となるだろう。

1-3. 浮体の分類

垂下重量の変わる施設の水深を幹綱を引き上げずに維持するには，浮子に変わる浮体を幹綱に取り付

け，この浮体の浮力を任意に変えることで可能となる。よって，水深管理作業の省力化のために用いる

装置には，浮力の制御が可能な浮体(松村ら， 1995)を導入しなければならない。

浮体の種類を材料別に大別すると，金属や硬質樹脂などが使われている硬式浮体と，軟質樹脂シート

などが使われている軟式浮体に分類できる。またさらに，それぞれが浮体内部と外部が遮断されている

密閉型と，熱気球のように底部が開放され浮体内部と外部がつながっている底部開放型(以下，開放型)

に分げられる。つまり浮体は，密閉型硬式，開放型硬式，密閉型軟式，開放型軟式の4系統の種類に分

類できる。

ホタテガイの垂下式養殖で使われている浮子はABS樹脂を球形にプロー成型したもので，ホタテガ

イ養殖施設以外のコンブ養殖や定置網などにも多用されている。この浮体は耐圧密閉構造で定容積・定

浮力特性を持つ密閉型硬式浮体に分類される。類型の浮体としては，金属製の円筒形浮体や，発泡ウレ

1) ホタテガイの出荷時調査結果および出荷前調査結果:渡島支庁北部水産普及所
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タンを充填した桐密浮体があり，漁業以外にも浮力構造体として海洋土木関係で古くから頻繁に利用さ

れている型式の浮体である。この浮体は，浮力を調節することは不可能である反面，破壊水深までは一

定の浮力と流体力を保ち，水深依存性の無い物理特性を持つ。球形の密閉型浮体の流体特性に関する研

究は，静水中での加振実験による分析 (F.Oderら， 1964;吉原ら， 1978， 1981)や，造波水槽による実験

的解析(岩田ら， 1986，1987， 1988b， 1989a， 1989b;水谷ら， 1990)など，多数の報文がある。

開放型硬式浮体は浮体内の圧気量を増減することで浮力調節が可能である。浮力は水深の影響を受け

て減少するが，付加質量項と流体抵抗力の変化は大きくない。円筒形浮体の運動は，浮遊式構造物の波

浪応答の基本特性に関する研究(渡辺ら， 1978，1979，1981)や，没水円筒浮体の水中での自由運動に関す

る研究(井島ら， 1981)で解析されている。同型浮体の浮力を制御する研究例は，海洋土木工事のケーソ

ンの移設作業(神崎ら， 1983， 1984)や，岩手県と海洋科学技術センターの地域共同研究によって製作さ

れた沈下人工式海底(海洋科学技術センター， 1991;洪ら， 1998)，潜水圧気型浮き防波堤(岩田ら，

1988a)などに見られる。

密閉型軟式浮体は開放型硬式浮体と同様に，浮体内圧気量を変えることで浮力調節が可能である。浮

体形状は所定水深の内圧気量(容積)によって一意的に変化するため，浮力と各種流体力には水深依存

性が認められる。また，浮体の浮上に伴った過度の内圧増加による破壊を伴うことがある。このような

軟らかい材料で作られた浮体の研究例は，の空気潜袋群を使った波の遮断に関する解析(上床ら， 1983， 

1984，1991 ;井島ら， 1986)に見られる。

開放型軟式浮体は密閉型軟式浮体と似た特性を持つが，水深変動による破壊は生じない。浮力と流体

力は前者と異なる特性を示す。

これらの浮体分類によれば，本研究で求めようとする浮力を外部から制御できる浮体の型式は，開放

型浮体が適していると考えられる。一方，ヒラメの浮沈式網生け賓やギンザケの深度調節式網生け貨な

どでは，開放型硬式浮体が用いられており(マリノフォーラム 21，1988;小野， 1970)，この型式の浮体

を複数連通させた自動浮沈施設の提案(木村ら， 1976)もされている。しかし，本研究の対象とする水深

管理作業に用いる装置の浮体としては，取り付けや取り外し，作業船への積み込み，未使用期間の収納

性から，浮力を自自に制御できる開放型軟式浮体が適しているものと考えた。しかしながら，この浮体

に関する浮力特性や流体力特性に関する調査および実用例は見あたらず，装置設計から実用性の検証に

至る研究開発を実施する必要が生じた。

1-4. 研究の構成

作業の省力化を図る場合に様々なアプローチが考えられるが，作業工程改善やそれに伴う機器の機

能・性能を決定するには，先ず現行の作業内容について特徴を把握しなければならない。第2章では，現

行の水深管理作業の実地調査から，当該作業の規定要因を分析し，改善点を明らかにした。その唯一的

な解決方法として，浮力調節機能を備えた浮沈装置を用いた水深管理作業を提案し，この浮沈装置が満

たすべき仕様を実地調査から決定した。特に水深管理作業では幹綱の引き上げ工程に多くの問題点が認

められたために，新たな作業工程では幹綱の引き上げを要しない作業内容に改編した。また同時に，本

方式による水深管理作業の実現に必要な浮沈装置の設計条件を，従来型施設における作業研究の結果に

基づいて設定した。

第3章では浮力制御部の構成要素の仕様を決定するために行った実験と解析の結果について述べ，各

部の機能と動作が第2章で設定した設計条件を満たすことを確認した。最初に，本浮沈装置の浮体の浮
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力を船上から圧縮空気で制御するために，特殊弁の開発を行った。弁の動作機序を圧力状態に関して定

め，これを実現するための複合弁体の基本設計を行い，所定水深における圧力状態を再現した室内試験

によって，弁体の設計許容範囲の確認を行った。次に，使用金属材料の耐蝕性試験と，プラスチック材

料の含水による寸法安定'性試験を通じた検討を行った。同時期に，付着汚損生物が機構部に付着して弁

体を誤動作させることを想定した生物付着試験も実施した。最終的に，試作した弁の応答特性に関する

実験と力学的運動解析を行い，その安定作動領域を求めた。この特殊弁の仕様から他の構成要素である

ゴムホースと空気供給機の仕様を決定し，各部の試作と作動特'性の検討を行った。

第4章では第2章で定めた設計条件を基に浮体部の仕様を定め，圧縮空気による浮力変化を可能とす

る浮体特性を明らかにした。設計条件に適した浮体を選定した結果，開放型軟式浮体(以下，エアバッグ)

を採用した。エアバッグは鉛直方向に制御し，波浪場中に静置することになる。しかし，水圧の変動が

浮体内圧気容積を変化させることから，本型式の浮体による係留特性には強い水深依存性が現れる。こ

のような浮体の物理的特性を得るために 2系統の実験を行った。一つは浮体の浮力と形状の関係に関す

る相似模型を用いた静的実験であり，他は浮体の鉛直運動に関する流体力特性を知るための加振実験で

ある。最終的に，得られた浮力特性と流体力係数を用いた垂下施設の係留特性を，従来型施設とエアバッ

グを装着した施設とのシミュレーションから比較検討した。

第5章では新方式の水深管理作業の実現性について，開発した浮沈装置を用いた各種試験から検討を

加えた。浮沈装置全体の製作を行い，水槽試験でその動作確認試験を行った。次に，本装置の耐久性と

動作確認および新方式の水深管理作業の実現性について，北海道噴火湾と青森県陸奥湾の養殖施設を利

用した小規模な実海域試験を 1養殖期間行った。さらに，省力化効果と養成物の成長に対する影響の有

無を確認するために，従来方式の施設と浮沈システムによる新型施設に対する実規模での比較を，青森

県陸奥湾で実施した。この結果，浮沈装置を用いた新方式の水深管理作業は，作業構成の本質的変更に

よって省力化と作業安全を向上させ得る体系に再編されており，生物育成にも悪影響の無いことが証明

された。

第6章では総合考察として，開発した空気式浮沈装置と新方式の水深管理作業についてまとめ，実海

域試験などから得られた本浮沈装置の特徴を生かした産業への応、用'性について検討した。

第7章では以上の内容から得られた浮沈装置の実用性とその展望について延べ，本研究を総括する。
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2. 水深管理作業と空気式浮沈装置の設計条件

ホタテガイの垂下式養殖施設の構造や水深管理作業に関する調査を，北海道噴火湾の茅部郡森町にお

いて 1988年に実施した。海上作業の分析の結果から，従来作業の技術的ボトルネックを特定し，この課

題点を解決し得る新方式の水深管理方法を提案した。本章ではさらに，この新方式の水深管理作業を実

現するために必須となる浮沈装置の設計条件の設定を行い，次章以降で展開する本装置の開発範囲を規

定した。

調査年度である 1988年の北海道噴火湾のホタテガイ養殖生産量は，北海道全体の 88%を占める

95，868 t，同じく経営体数も 68%を占める 1，919であった九特に湾内の茅部郡森町は，経営体数，生産

量がそれぞれ277と20，715七と養殖勢力がもっとも高い。 Fig.1に示したように 1997年においても，森

町の漁種別経営体数の 75%を占める 225がホタテガイ養殖業の経営体数であり，生産量も 23，177七を維

持している九このような傾向から，森町は湾内で最もホタテガイ垂下養殖が盛んな地区であり，安定的

な漁家経営が成り立っていることから，養殖技術と生産管理技術もまた成熟していると考えられた。こ

のため，当該養殖作業の調査対象として森町は最適な養殖地帯である。

Fig.2は噴火湾で使用されている垂下養殖施設の模式図である。この施設では， Fig. 3に示すように本

養成のホタテガイをテグス類3)によって養成綱に取り付けて， Fig.2の4のように同図中の 1に示す幹

綱に垂下して養殖が行われている。幹綱の設置水深は， Fig.2の3に示す海面上の浮子と同図中の 1に示

す幹綱との聞のロープ長さで，微少な浮力範囲で調整することも可能である。しかし，ホタテガイや付

着物の重量増加に見合う浮力は，専ら幹綱に等間隔に取り付けた同図の5に示した「増し玉(追加浮子)J
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Fig.1. Number of scallop aquacul色町emanagement uniωin a fishermen's union around Funka bay in 1997. 

1) 北海道農林水産統計年報(水産編)昭和63年，農林水産省北海道統計情報事務所
2) 北海道農林水産統計年報(水産編)平成9年，農林水産省北海道統計情報事務所
3) プラスチック製のピン類の使用もある。
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三十二斗二¥ムJ
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Fig. 2. Faciliti田もothe forced scallop cultivation for 

an example. 

1: Main line， 2: Anchor line， 3: Marker 
buoy， 4: Hanged scallops， 5: The buoy kep-
ping on buoyancy. A: 50~300 m， B: 12 
~25m， C: 20~50m， D: 8~15m. 

Fig. 3. Typical a悦achmen七condi七ionof scallops by 
e乱，rhanging methed. 

1: Culもivationrope， 2: Nylon line， 3: Scal-
lop. 

の数を増減することによって維持される。このため増し玉の着脱による水深管理作業は，施設保持と貝

の生育に欠かせない通年的な主要作業工程となっている。

2-1. 従来の水深管理方法と問題点

Fig.4は，森町における平均的な作業船を示したものである。森町の 1997年における磯周りの船外機

船を除く動力船勢力は 5t以上 10も未満に集中しており九本船のクラスは，標準的なホタテガイ養殖で

使用されている作業船と考えられる。当該地区地先のホタテガイ養殖施設の設置分布を Fig.52)に示す。

このように区画海面はほぼ全面，養殖施設で占有されているため，施設の乗り入れと作業は 10も以上の

大型船では不可能に近い。水深管理作業の工程区分と時間および垂下物の経時的重量変化に関する状態

を知るために， 1988 年 3 月~4 月にかけて養成棚を 5 基所有する森町の平均的経営規模の漁家 2 軒に対

する聞き取りと， VTRによる作業分析を実施した。以下の結果は，各漁家の4回分の操業から得られた

平均的な観測値である。

Fig. 4. Typical working ship for the scallop cultiv此ionin MORI (7.8丸 60HP，
FRP). 

A: Ver七ical七，ypecapstan dram， B: Mul七istagetelescopic motion cran， C: 
Main line guide with spur ge釘 shape，D: Ne七haulerdrum wi七，ha guide on 
七heωp.

1) 平成9年度森町現勢，森町企画統計係

2) 森漁業協同組合提供 (1994年)
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Fig. 6. Annual work schedule of a scallop aquaculture body by七oheear hanging me七hod(ie.， Funka bay 
area aもHokkaido).

養成施設1基当たりの幹綱長さは 200mで，水深8"-'15 m付近に展張されており，養成綱はこの幹綱

に0.25m間隔で取り付けられていた。養成綱l本の長さは約 12mで，ホタテガイが250個程度耳吊りさ

れ，水中重量9.8Nの沈子が取り付けられていた。 Fig.6に示す稚貝採集から分散までの期間では養成綱

1本の水中重量は29.4N，出荷時の平均水中重量は 117.6Nであった。この結果から，付着物も含む幹綱

1本当たりの水中重量は，耳吊り仕立て直後23，520Nであったものが，11ヶ月後の収穫期にはその約4倍
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Fig.7. Conventional work flow for k田'pmg七hefaciliti田 onthe dep七h.

の94，160Nとなり，養成期間における垂下重量の増加は 70，560Nになることが分かつた。この経時的な

重量増加に伴い，作業者は適宜約260個の浮子(直径390mm，浮力 274.4N)を順次幹綱に追加しなが

ら，養成棚の水深を維持管理することになる。調査対象漁家は養成棚を 5基所有していたので，浮子の

追加取り付け総数は，年間 1，300個程度になることが分かつた。

水深管理作業の工程分析の結果をFig.7に示す。施設到着後に作業者は海面上に浮かんでいる Fig.2 

の3に示す浮子の浮き沈みの状態を観察して，増し玉を行う箇所を探し， Fig.7のAに示すように，当

該箇所の幹綱をフックの付いたロープによってドラムウインチまたはクレーンで巻き上げる。ヲ|き上げ

た幹綱は同図Bのように舷側に用意したロープで固縛する。このとき，同図Cにあるような舷側に取り

付けて使う「てぽよけローラJと呼ばれるスプロケット状のV型ガイドを通して，幹綱をプノレワーク高
さまで引き上げることもある。幹綱を海中から引き上げ舷側に固縛する作業に要する時間は約6分であ

る。次に作業者は幹綱引き上げ作業を開始するときに確認した，幹綱の沈下状態が解消できると思われ

る個数の浮子を，幹綱づたいに船を移動させながら同図Cに示すように取り付けていく。このとき，作

業者は図のように，船縁から身を乗り出して中腰の不安定な姿勢で，幹綱に浮子を固縛しなければなら

ない。この作業の浮子1個当たりに要する取り付け時間は約1分である。取り付け後，舷側に固定しで

ある幹綱を作業者は約 1 分で解き放つ。さらに水深調節が必要な箇所へ船を移動して， A~C の作業を行
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い，施設全ての水深調節を終えて帰港する。港から施設までの出船・帰港工程中の時聞を除き，水深管

理作業の主体行程である A~C の作業に要する延べ作業時聞は，年間に追加する浮子の個数の 1 ，300 個

から，約170時間であると推定された。浮子の個数に比較して作業時聞が長い理由は，作業ごとに幹綱

を海面まで引き上げること，施設1基当たりの水深調節箇所が幹綱全長にわたって散在していること等

によるものである。もちろん，付着物が多ければ浮子の取り付け個数は多くなり，延べ作業時間もこれ

に比例して長くなる。

この水深管理作業について，幹綱引き上げに関わる点と，作業姿勢に関わる点に分けて以下のように

問題点を整理した。

(1) 幹綱引き上げに関わる点

区画海面に散在する幹綱の全長にわたって，適当な間隔で浮子を追加取り付けするために，頻繁な幹

綱の引き上げや浮子の取り付けおよび移動を繰り返すため，当該作業の時間当たりの生産性は低位にあ

る。

幹綱を引き上げたとき，作業船は施設に係留された Fig.7のBの状態となる。このとき，船体は幹綱

を海面上に引き上げておくための浮力体として作用することから，引き上げ力の反力として現れる係留

力の増加を受ける。作業船は幹網の引き揚げ舷側に傾斜して静的平衡状態となるが，潮流や波浪が作用

する上，係留系との連成運動による拘束力の動的変化によって，船体は極めて不安定に置かれる。した

がって， Fig.7のCに示す浮子の取り付け作業は，船体が傾斜し，復元力と余剰傾斜角が低下した状態で

行われることになり，波浪環境によっては作業者の海中転落や作業船の転覆の危険性を苧んでいる。事

実，近隣海面においてクレーンによる引き上げ作業中に作業船が転覆し，乗組員が行方不明となる海難

事故が連続して起こっている。また，当該作業の省力化のために導入された伸縮型多段クレーンは船体

規模に比して大型重量物であり，クレーンジプの角度によっては極端なトップヘビー状態をもたらし，懸

架物と船体および係留系の運動と安全性の予測は困難である。このような，流体力変動と引き揚げに伴

う張力変動を含む連成系を構成する，施設と船体の運動を取り扱った研究は少ない。しかし，図のAに

示す幹綱の引き上げは，作業船に装備されたクレーンやドラムウインチを用いずに人力で行うことはほ

とんど不可能になっている。

一方，ホタテガイの生育を促進させるためには，一定の設置水深を維持することが重要である。ホタ

テガイの適水温域は 5~180C であるが，当該海域では夏場には表層水温が 230C 以上になる。このとき，表

層近くの幹綱を低温域に沈めるために，浮子の取り外し作業が行われるが，従来の作業工程ではホタテ

ガイを表層の高水温に晒さざるを得ない。このため，夏場には迅速な水深管理作業が求められる。浮力

調節が不適切に行われ，浮子を取り外し過ぎると，施設が海底近くまで沈下し，着底した養成綱下端の

ホタテガイがヒトデによって食害を受けたり，餌料プランクトンが密度の疎い水深層に設置されること

で貧栄養状態となり成長不良などを生じる。このように設置水深とホタテガイの成長には明確な相関が

あり，作業適期毎の管理方法が異なるため，一律に施設規模や作業手順の特性だけで作業内容を変更す

ることはできない。生物育成と施設形状の関係から，どのように作業内容が規定されるかについて以下

にふれておく。

施設の幹綱張力は可能な限り高くすることが，ホタテガイに振動を与えず良好な育成環境におくこと

であると考えられている(佐藤ら， 1978)。また，近年の量産化によって幹綱の単位長さ当たりの水中重

量は増加する傾向にある。しかし，幹綱を強く張ったり養殖重量が増加すると施設の引き上げ力は大き

くなり，余剰浮力に余裕がない小型船では，片舷係留状態による船体動揺の非対称性が増加し，限界傾
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斜角が小さくなって危険な作業状態となる。この状態を解消するためには船体と装備の大型化が必須で

ある。海域の海象条件によって施設規模が決まり，次いで幹綱張力の限界値や作業船や装備の大きさが

制約されることになる。このことは，従来の水深管理方式では施設の大型化と量産化が引き上げ能力の

増強を促し，このことが，作業船および作業装備の規模の増大につながることを意味している。噴火湾

岸の沖だし 500m~5，000 mの海域はすでに共同漁業権海面としてほとんどが利用されており，新規の養

殖施設は沖合の深度の大きな場所にしか設置できないことから，漁場拡大に際してこのような設備導入

の傾向がより強まると考えられる。しかしながら，これらの技術的変遷は作業工程の編成を変えるもの

ではないので，生産性の向上は望めず生産コストだけが高まる危険が予知される。

(2) 作業姿勢に関わる点

作業者は，幹綱を固定したプルワークから身を乗り出し，Fig.7のCに示すような中腰の姿勢で浮子の

着脱を行う。このとき，作業者は膝の関節部分を船縁の内側に当てて身体のバランスを取りながら船体

動揺に合わせて作業を行う。長町は作業姿勢を 9段階に区分し，段階ごとに「つらさ指数」を求めてい

る(長町， 1986)。この作業姿勢区分に浮子の着脱作業の姿勢を当てはめると，無理な姿勢に相当する「つ

らさ指数jの上位にランクされ，エネルギー消費の目安となる姿勢維持時の酸素消費量と心拍数でも，中

腰の作業姿勢を維持するだけで立位と比較して酸素消費量は 3倍，心拍数は1.5倍となる(安河内，

1990)。また，足元が揺れているとき人聞は反射的に姿勢を保とうとするので，動揺を受けながらの作業

おいては，このような反射運動による連続的な疲労の蓄積が生じる(人間工学研究会編， 1985)。また，浮

子を幹綱に取り付けているときには，作業者は両手がふさがれており身体のバランスを崩したとき，姿

勢を保持するために支持物につかまることができない，極めて不安定な姿勢を強いられている。

作業姿勢を改善するためには，幹綱を舷側に固定せずに船上のクレーンを使って，ブルワークより高

く吊り上げることが考えられる。しかし，このような状態では作業船の復原挺が小さくなって転覆の確

率が高くなったり，養成中のホタテガイが海面上に露出して成長に悪影響を与える可能性がある。幹綱

の引き上げ作業はクレーンやドラムウインチによって力量的には改善されたが， Fig.7 の A~C に示し

た作業工程そのものの改善には至っておらず，上記作業姿勢の労働安全面からの変更は全く成されてい

ない。このため，幹綱引き上げ時の作業姿勢が抜本的に改善される作業システムの立案が望まれている

ものの，幹綱を舷側に固縛する従来的方法ではその改良は望み難い。

2-2. 新方式の水深管理方法と設計条件

幹綱を引き上げずに水深管理を行うためには，従来の作業を見直すことだけでは難しいことを前節に

述べた。当該作業の改善は作業船と機械装備の改良だけではなく，施設構造の改編により達成すること

もできる。しかし，垂下式養殖施設は立体的に限られた海域を有効に用いた，単位面積当たりの生産量

が高い特徴を有しており，新たな構造の施設を導入することは現実的な解決方法ではない。幹綱を引き

上げずに浮力を増減することと，浮子の取り付け作業の改善は， r施設の引き上げを伴わないで，その浮
力を調節できる方法」があれば実現する。緒論の「海中物体の浮沈作業jで述べたように，現在の技術

では，施設に設置した浮力調節の可能な浮体を船上または陸上から操作し，幹綱を所在水深近傍におい

たまま余剰浮力を増減する手段が最も適していることになる。このような機能を備えた装置を用いるこ

とによって，これまで船上で行われていた作業は，装置操作だけの新たな水深管理作業に改編される。

海中懸架物に浮体を取り付け，その浮力を制御する方法は，硬式浮体の例としては鋼鉄製の箱や簡を

単体の浮体とし，浮体内の空気量を変える方法 (Ar出田 Sou七herlandJR.， 1970)軟式浮体の例としては
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Fig.8. Es七imatednew work fl.ow for keeping the facilities on七hedepth. 

浮力体として用いる可撞ホースを幹綱に平行に固縛して，その空気量を変える方法(加藤， 1984;望月，

1975)などがある。前者は重量や可搬性などの取り扱いに問題がある。後者はホース各部に水深の深浅が

できると，水圧の高い部分から水圧の低い部分に空気が移動し，浅い部分の浮力は益々増加し，深い部

分の浮力は益々減少して幹綱を水平に保つことはできなくなる。また，生け賞用硬式浮体において，こ

れを連通し空気を給排気して浮力を変える方法 (DavidHardy， 1991)も考えられているが，これも同様

の理由によって生け賛や施設の姿勢を安定的に変化させることができないため，実用化に至っていない。

水深管理作業に応用可能な装置が開発されていないために，本研究において，浮沈装置の仕様を決定

し設計開発を行い，最終的に実操業での有効性を検証する必要が生じた。浮力調節装置の導入による水

深管理作業の変化と新たに生じる作業工程をFig.8に想定して示し， Fig.9には水深調節装置の配置概

要を示した。

遠隔操作ができる浮力調節装置を使用した場合に想定される水深調節作業工程を以下に示す。漁場と

漁港聞の航走工程はFig.7に示した従来方法と同じなので，ここでは省略する。

A) 送気ホース 3の端部を固縛した浮子5を船上に取り上げて，ホースを船上の操作機lに接続する。

B) 近くにある目印浮子2を見ながら浮体4の浮力を操作機を操作し調節する。印玉が海面付近に上

昇し所定の位置になったら操作を止める。
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Fig. 9. Arrangement of七henew facility with七，headjustment dep七h.
1: Controller unit， 2: Rubber hose with one air pa七，h，3: Floa七， 4:Main 
line， 5: Cultiva七ionrope and hanged scallops. 

C) 送気ホースを操作機から外し，次の浮力調節箇所へ移動する。

このように，新しい装置を使った水深管理作業は幹綱の引き上げ工程と浮子の脱着工程を全く必要と

しない作業内容となることから，前節に述べた従来式作業にまつわる不合理を解消することができる。こ

のため海上作業の作業性や安全性を著しく改善できる作業装置であると期待される。その効果は第5章

で確認するo

本章では新方式の水深管理方法に関する現地調査の結果とその分析から，従来作業のデメリットを改

善するために必要な設計条件を検討し，開発する浮沈装置の基本的仕様を決定した。その内容を 3項目

に分けて以下に示す。

(1) 装置全般の機能

施設全体の水深保持のために必要な浮力は，幹綱に取り付けた浮力可変型浮体によって付与する。垂

下物重量の経時的増加分に伴う施設の浮上力の変動は，船上の操作機から圧縮空気を給排気することで

相殺する。 1養殖期間 (1年間)にわたって装置は無保守で使用でき，分解調節作業などの複雑な作業を

要しない機構とする。船上や海中で使用することから高い耐暴露環境性と，生産物の食品安全性を考慮

して，防汚塗装やコーティングなどを要しない耐食性の高い材料を用いる。

(2) 浮体部

本装置の浮体部は幹綱部に固縛し，操業期間中常時海中に沈下させておく。浮体の取り付け間隔は，垂

下物重量と幹綱の変形を考慮して， 7m程度とする(農業土木学会水産土木研究部会， 1980)。森町の現地

調査から幹綱7m聞には養成綱が27本あり，養成綱1本当たりの水中重量は本養成期間中に約88.2N

増加するので， 1浮体当たりの余剰浮力は 2，381.4N以上でなければならない。浮体の材質は，取り付け

取り外し作業が行い易く，荷積みや未使用期間の収納性を考慮して，軽量で折り畳みが可能であり，補

修の容易な防水布に順ずる軟質材とする。

このような軟式浮体では，緒論の「浮体の分類jに述べたように密閉型では，任意の深度から浮上す

ると内圧によって破壊する可能性が高く，深深度からの引き上げはできない場合がある。この現象は密

閉容積内のパロトロピック流体の状態からも容易に予想され，特に水深 15~lO m以浅での水深に対す

る容積変化は極めて大きい。このため，浮体内の圧力と外圧が常に釣り合うように，底に開放口を持つ

構造を浮体に与え，浮上に伴い浮体内容積以上に空気が膨張したときや空気を過剰供給したときは，こ

の部分から逃がすこととする。
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(3) 浮力制御部

幹綱の最大設置水深である 15mの範囲まで操作が可能なように，船上に設置される操作機と浮体部

をつなぐホースの長さを決める。ホースの設置余裕を見積もって最大設置水深の 2倍の 30mを標準長

とする。これにより，水深調節は水深 O~30m で可能とする。長さ 30m であることと水圧が作用しでも

形状を保つことを考慮すると，ホースはインナーカーカスを持つ柔軟性のあるゴムホースとする。

海中に垂下したホースを人力で拾い上げることや，海中での流体抵抗力を考慮し，浮体制御のための

ホースは 1本で可能な限り外径が小さく，軽量であることが望まれる。1本のホースで浮体内の空気を増

減するために，ホース先端を浮体内に固定し，もう一端に切り離し時に作動する逆止弁を内蔵したワン

タッチカプラの片端を取り付け，これを船上の操作機のワンタッチカプラ片端と接続して浮体内の空気

を出し入れすれば良い。浮体浮力を増加させるときはこのホースに空気を送り込み，浮体浮力を減少さ

せるときはホースから伝わる浮体内空気を大気解放すれば，浮体浮力の制御は可能となる。しかし，長

期間海中に放置するため，作業船による切断などでゴムホースが破損した場合，ゴムホースを通じて浮

体内の空気が放出されて施設が沈下してしまう事故が予見される。このため浮体内の空気を「増加・減

少・保持Jする機能を持つ弁を浮体内に取り付け，この動作を船上の操作機から遠隔制御することで浮
体の浮力を制御することにした。

一方，操作機を船上に設置して使うことから，本装置は船の振動や舶用機械の発生する電気的雑音お

よび海水の飛沫を常に浴びることになる。従って，浮体への空気供給に電気的制御を用いることは，振

動除去，雑音除去，防水処理など多くの対策が必要となる。また，浮体内に取り付ける弁を電気的に制

御するためには，電線をゴムホースに沿わせるか，内蔵させることが必要となり，海中での防水処理と

絶縁処理などの対策も必要となる。電気的制御は応答性や制御性が他の媒体と比較して良好であるが，当

該作業のような厳しい環境においては，信頼性において考慮すべき点が多い。この他の制御媒体として

はメカニカルな方法，油圧，空気圧がある。メカニカルな方法と油圧は，船上から浮体に取り付けた弁

までワイヤーケーブルや油圧ホースなど，浮体に空気を送るゴムホースとは別系統の接続媒体が必要で

あり，船上の操作機との着脱が容易でないことや，流体力抵抗や重量が増加し作業負荷が大きくデメリッ

トがある。浮体に空気を送るときに制御信号も重ね合わせて弁に伝える制御方法を採ると， 1本のゴム

ホースで「浮体内に取り付けた弁の制御Jと「浮体の浮力増加源となる空気供給Jが可能と考えられた
ので，本浮沈装置では空気圧制御を採用することにした。

以上の条件から，本装置の浮力制御部はf1本のゴムホースによって空気を浮体内へ供給する，あるい

は浮体内の空気を排出する空気圧動作機能」を備えなければならない。ゴムホースと操作機との着脱や

浮体の浮力調節など，全ての動作は単純な操作で実現できることとした。さらに，施設の保全を考えて，

誤作動が生じても浮体内に空気を入れる動作を優先させることとした。
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3. 浮沈装置の浮力制御部

前章で定めた浮沈装置に要求される仕様条件から，浮体の浮力を調節する浮力制御部は，船上の操作

機(以下，空気供給機)と浮体内に取り付け遠隔制御される弁(以下，水深調整弁)，そして両者をつな

ぐ1本のゴムホースで構成されることになる。

本章では，これらの要求仕様に適合するように浮沈装置の構成要素毎のハードウエア設計と製作を行

い，個々の性能試験と，浮沈装置全体の作動安定性に関する陸上試験を通じて，浮沈装置の安定作動領

域を定めた。

3-1. 浮力制御部の各機能

浮力制御部は，空気供給機によって制御圧力をゴムホースを通じて水深調整弁に与え，浮体内の空気

量を遠隔操作できる機能を，一つのシステムとして持たなければならない。

浮沈装置をシステムとして捉えた場合，空気供給機が制御入力部であり，ゴムホースが信号の伝播経

路，水深調整弁が出力部となる。このため，本システムでは，初めに浮体部に要求される条件に適合す

るように水深調整弁を設計し，次に弁体の作動を補償するためのゴムホースの性能と仕様を定めて，最

終的に空気供給機の設計を行った。

以下の小節には，制御弁の浮力制御部を構成する，空気供給機，ゴムホース，水深調整弁の各機能と

検討内容を詳述する。また，装置は海中あるいは船上で使用するので，耐腐食性や耐候性などの耐環境

特性を含めた部材の検討も行った。

3-2. 水深調整弁

水深調整弁は，前章の結果から，制御信号の伝達媒体と浮力媒体を共用させた圧縮空気を用いた圧力

作動型弁(日本空気圧工業会， 1986)とした。通常の圧力作動型弁は特定の圧力以上で回路が作動し，そ

れ以下であれば作動しないことから，一つの圧力状態に対して一つの動作のみ対応している。このため，

従来の圧力作動型弁を用いて水深調整弁を構成すると，作動状態数に対応した数の弁と制御回路を組ま

なければならない。しかし，水深調整弁には円本ホースによって弁の開聞を制御するj要求があるため，

新らたな概念に基づく制御弁の設計と開発が必要となった。

3-2-1. 水深調整弁の機能設計

浮体内に取り付ける水深調整弁は， 1本のゴムホースから送られる空気で，浮体内の空気量を「増加・

保持・減少」させる必要がある。先に述べたように， 3つの作動状態、を作り出すためには， 3種類の圧力

信号と，それに反応する弁体構造が必要となる。

一つの管路内に排他的に存在する複数の圧力状態に対して個々に反応する制御弁を動作させるために

は， i)インパルス列数によって弁体の制御を行う流体制御素子(フルイディスク)制御か， ii)複数の

作動状態に対応する作動圧力のクロスオーバ一点での時定数制御(不感帯域の設定と制御)，のどちらか

を採用する必要がある。

前者は同ーの圧力を用いて，インパルス信号の数だけを制御すれば良心合理的な手段のように見え

る。しかし，本水深調整弁においては，弁体への送気状態と排気状態が交互に規則的に要求される訳で

はなく，また，インパルス数によって 3つの状態を作り出したとしても，大きなインパルス数で作動す
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る弁に対する信号は，小さなインパルス数で作動する弁にも感知されてしまい，誤作動を生じることに

なる。一般に記憶型流体素子には，制御信号流の他にバイアス流が必要であり，常時送気が不可能な場

合には，機械的記憶機構を組み込まなければならない。これらのことを考慮すると，流体素子による ON

OFF制御は本調整弁には不向きである。よって，空気管路内の供給圧力状態を信号として， 3系統の動

作が行える水深調整弁の作動回路を，上記ii)の制御原理に基づいて設計する必要が生じた。

管路内の圧力状態は複雑な回路構成となることを防ぐため，高圧・低圧・送気無し，のトライステー

トとした。また，前章で検討したゴムホースや弁体の故障・損耗に際して浮体内の空気が漏出しないこ

とと，浮上動作が常に安全側にとられるようにするための，フェイルセイフ構造を空気回路に採用した。

即ち，圧力信号の割付けは，浮体内の空気を低圧空気供給時に「増加」させ，高圧空気供給時には「減

少Jさせ，空気の無供給時には「保持」させる，配分とした。このようにすれば，浮体と施設を沈降さ
せる高圧側信号は，浮体を浮上させる低圧側信号によって作動する弁には感知されない。また，高圧側

信号を低圧側信号として誤認し，水深調整弁が誤作動しでも，これは浮上側に働くのでフェイルセイフ

となる。さらに制御信号が無い場合は，常時浮体内の空気は保持されるので，弁体の損傷や管路内のト

ラブルがあっても，浮体と施設の浮力は維持され，これもフェイルセイフ側に働くことになる。

しかし， i)に関する作動制御上の問題と同じように，高圧側信号の立ち上がりは，低圧倒信号としても

感知されてしまう。このため，低圧側信号の感知感度と弁体の作動感度が，高圧側信号の作動圧力の立

ち上がり状態(過渡応答)に対して低くなるような空気回路と弁体構造の設計を要した。

考案した水深調整弁の構造を Fig.lOに示す。本制御弁は，複合弁構造となっており，高圧空気供給時

に浮体内の空気を同図の 5から排気するための 4に示した「スプールJ，低圧空気供給時に 2のディ
ブユーザ室を通じて 8から浮体内に供給空気を注入する 6の「プランジャjから構成されている。特に，

スプール内に穿孔した 3のパイロット管路によってデイブユーザの圧縮空気がプランジャ室に導かれる

構造と，スプール作動時には，この管路が遮断される機構に特徴がある。弁体の作動状態は後に詳述す

る。

Fig.11は，浮力制御部が標準大気状態に置かれた場合の空気回路内の圧力分布を，模式的に表したも

のである。 A は供給入り口であり， G は管路端部の圧力容器に該当する。 B~F は管路形状が変化し空気

の流れに損失を与える部分であり， Bはディフユーザ入り口部であり， cはディフユーザ出口部である。
このディフユーザはホースから流れてきた空気塊を拡大させ流速エネルギーを圧力エネルギーに変える

働きをし，この圧力によってスプールが動作する。 D~F はパイロット管路であり，高圧空気が水深調整

弁に供給されたとき，プランジャ室の圧力上昇を抑えスプールより速く動作させない働きをする。この
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圧力上昇を抑えるため圧力損失が大きく流量が少ない細管とした。途中のEはエルボ部でありここでも

圧力損失は起こる。この管路内の流れを一次元定常粘性流体と仮定した場合，任意水深における回路内

圧力 Piは，管路抵抗の一般式を用いて (1)式として求めることができる(日本機械学会， 1979)。ここに，

空気供給機Aからの供給圧力は Po，管路内の局所的空気比重量を刊管路の抵抗係数を λ" 該当管路

の部分長を Li，該当管路の内径を di，該当個所の局所流速を川管路の連結形状の変化による損失係数

をξzである。

Pi=PO一本(γ包2λまかな包ィ) (1) 

該当管路はFig.11に示した， A"'B， B"'C， C"'D， D"'E， E"'F， F"'Gの6区分に分けた。各々の損失

係数ξgと抵抗係数んはその形状値と上流の圧力値によって決まる(日本機械学会， 1979)。上式を用い

て，前章の仕様条件からゴムホース長を 30mとし，その管路内径を 6mmと仮定して供給圧力を求めた

結果，低圧側は 490kPa，高圧側は 1，470kPaが妥当であると予測された。この高圧倒供給圧力の値は，

市販の減圧器の一般的調整上限である 2，450kPaの60%程度であることから，部材の入手が行いやすい

圧力範囲である。また，この圧力を常用圧とする民生用ゴムホースの製作最小内径は，丁度6mmである

ことが分かつた。

スプールとプランジャは，存在水深における水圧を弁体の背圧として， Fig.lOに示した弁体4と6の

太線部分で受けることになる。このため， Fig.11の3，4の位置に示した各弁体の作動圧力は，この背圧

と弁体の摺動抵抗およびパネ力と平衡して決められる。各弁体の作動圧力は水深に依存して変化するこ

とになるが，既知の設計変数である摺動抵抗とパネ力の値，および想定作動水深での圧力を背圧として

与えれば求めることができる。

ここでは，各弁体の動作と管路内圧縮空気の関係について詳述し，各弁の特徴的な機能を示す。水深

調整弁に高圧空気 (1，470kPa)を供給すると，プランジャ室内に空気が流れ込む直前の各部の回路内圧

力状態はFig.11の曲線1のようになる。このとき作動圧力に達しているスプールが作動して， 5の排気

ポートを開く。また，スプールは同時に 3のパイロット管路を閉塞し， 7のプランジャ室への空気供給を

遮断する。スプールのこのような動作が，高圧空気を感知してプランジャが作動する前に終了すれば，プ
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ランジャは動作せず，空気が浮体内部に供給されることはない。

一方，低圧空気 (490kPa)を供給すると，作動圧力に達しないスプールは動作しないため，空気はパ

イロット管路を通りプランジャ室に供給されつづける。最終的にプランジャ室内の圧力がプランジャの

作動圧力に達した瞬間に，プランジャが8の空気注入ポートを開く。この場合の，各圧縮空気管路内の

圧力状態は同図の曲線2に例示した状態となる。

以上のような水深調整弁の機構設計により， 3つの圧縮空気状態が一本のゴムホースを通じて浮体へ

の給排気制御を可能とした。また，それぞれの状態は，本制御弁に求められていた上述のフェイルセイ

フ機能を満足することになる。

3-2-2. 使用材料の選定試験

本制御弁は養殖期間中連続して海中に浸漬される。弁体の動作性能を低下させないためには，機械要

素に関する機械的強度の他に，吸水による寸法精度の保証と，塩水に対する耐食性を考慮しなければな

らない。

(1) プラスチック部材の吸水特性

本水深調整弁には，空気管路間の密閉性が必要とされると共に，浮体の余剰浮力を低下させないため

の軽量化も重要となる。このため，構成部材の寸法精度や組み立て精度を高めると共に，部品点数を減

らし総重量を低減することが要求される。

しかし，微細な管路構成を変更して構成部品数を減少させると，前節で述べた本水深調整弁の性能を

発揮できなくなる。よって，構造材には，許容寸法精度が満たされる加工'性を持った，可能な限り軽量

の材料を選出しなければならない。このため，本水深調整弁の主たる構造部品には，海水中での耐腐食

性が高いプラスチックを採用した。

一般にプラスチックは吸水性を持っており，水中に長時間浸潰すると吸水に伴う寸法の変化を生じる。

特に，一定の「すき間」が必要な摺動部では，このような寸法変化によって動作特性が急激に低下したり，

空気管路内の密閉精度の低下による動作障害が十分予想される。このような理由から，本制御弁の構造

部材には，吸水による寸法変化の低いプラスチック材料を用いなければならない。しかし，多種のプラ

スチック材料に対する吸水時間と寸法変化の関係はJISにおいても規定されておらず，実験的に確認を

行って，部材選定を行う必要が生じた。

試験片として，半透明で剛性があり比重が0.9のポリプロピレン (PP)，機械的性質と加工性の良い

ABS樹脂 (ABS)，衝撃に強く耐寒性の良好なポリエチレン (PE)，機械的強度と耐疲労性が優れたポリ

アセタール (POM)，耐摩耗性・衝撃性・摺動性に優れた超高分子量ポリエチレン (UHMW)九機械的強

度・疲労特性・摺動性に優れた高機能性ポリプロピレン (FPP)刊の各1片の 6種類を用意した(幡野，

1981 ;宗， 1983)。それぞれの試験片の大きさは 50mmx30mmx5mmである。

吸水試験の方法3)は，試験片を電気炉内で500Cに2時間加熱し，真空デシケーター内に 2日開放置し

て乾燥させた後，乾燥時の試験片の厚み寸法を最小表示値1μmのマイクロメータで1片につき 6箇所

測定した。また，質量は最小表示値0.1mgの電子天秤で計測した。次に，電気炉内で5000に加熱したビー

カー中の熱水に試験片を投入し， 70時間浸潰した後，これを取り出して寸法と質量を同様に計測した。さ

らに，同じ試験片を 240時間浸潰して計測を行った。

1) 三ツ星エンジニアリングプラスチック附産業用合成樹脂カタログ， 8503000M11-9. 

2) 徳山曹達附ポリファイン(高機能性摺動グレード)カタログ。

3) JIS K 7114プラスチックの耐薬品性試験方法を参考にしたが実験条件は異なる。
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測定結果は，寸法と質量を乾燥時の値を基準として無次元化し，増加比として求めた。 Fig.12には吸

水率に対する寸法変化率の結果を， Fig.13には漫漬時間に対する質量変化率の結果を示した。尚， 1片

の寸法測定値のばらつきは:t2μm程度であり，測定結果を平均した値である。この結果から， POMと

ABSは質量変化と寸法変化が大きく，採用部材としては適当な材質ではないことが分かつた九他の材料

も，吸水に従って寸法が増加する傾向にあるが，その増加は吸水率が低いのでFig.12に示すように許容

寸法内にとどまることが判明した。これらのプラスチックの中で，機械的強度と潤滑性能が良いとされ

ている材質は，UHMWとFPPである。また，量産化に即応できる，射出成形に対応しているものは，FPP

であり， UHMWは押し出し成形である。

このため，部材の吸水による寸法変化の状態と，摺動性能，および製品化時点での利便性を考慮、して

FPPを基本部材に使用することとした。

(2) 機構部品に使用する金属材料の腐食試験

一般に耐食性の必要とされる金属部品には，ステンレス鋼が使用されるが，その材質グレードによっ

ては腐食が生じることが広く知られている。特に， SUS304を海水中で用いる場合には， rすき間腐食」と
「孔食」に注意が必要である(玉田， 1975)。このため，一般的に使用されている入手性・価格性能比・切

削加工性の比較的良好なステンレス鋼部材 (SUS304)と，耐腐食性の高い SUS316，SUS317， SUS329J 

(日本機械学会， 1981)を腐食試験材料として選定し，参考にS45Cを加えた 5種類の試験片による腐食

試験を行った。

すき間腐食の進行を調べるために，試験片は直径40mm，厚さ 5mmの円盤状に加工し，同一材料を重

ね合わせてボルトで固定し，それぞれ3組用意した。ボルトは試験片と同じ材質であることが好ましい

が，入手可能な市販されている耐腐食性の高いボルト類は SUS316までのグレードしか見あたらなかっ

たため，これをすべての試験片に用いた。

1) 吸水に伴う許容可能な寸法の変化率について，直径lOmmのプランジャ軸が摺動する機構を基にして検討
を行った。この部分は精密な案内摺動であることから，軸の寸法許容差は 0.005~ー0.0014= (g6)で，穴
の寸法許容差は十0.015~0.OOOmm (H7)であれば良い考えた。軸は吸水性のないステンレス材料とし， g6 
の中間値で製作されるとすれば，その寸法は 9.991=である。穴はプラスチック材料でH7の中間値で製
作されたならば，その寸法は1O.0075mmとなる。穴が吸水によって0.1%変化したときは約9.9975=に
なり，すき間は0.0065=である。さらに吸水し0.2%変化したときは約9.9875=になり，すき間は
0.0035mmで存在しなくなり，摺動はできなくなる。
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Fig.15. Theも回七 pi町田 after30 days. 

Fig.14. Corrosion旬stcondi七10ns 七he30七hday). 
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10 days 
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Fig. 16. The corrosion condi七ionof the七es七p1目白 everylO days. 

試験方法は，短期間に耐腐食性を評価するための加速試験とした。 Fig.14に示した海水の塩分濃度

(2.5------3%)より濃い 5%の食塩水を入れたビーカーを試験片の種類分用意し，さらに温度を 60
0

Cに保持

して， 30日間にわたって試験片を浸潰した。腐食の進行状態の観察は， 10日毎に 1組ずつ試験片を取り

出して11"った。

Fig. 15は試験最終日の 30日目に取り出したときの試験片である。Fig.16は10日毎に取り出した試験

片の合わせ面を上に並べて示したものである。 S45Cを除き，各試験片の外部表面には顕著な腐食は認め

られなかったものの，試験片岡士が作るすき間部分には， SUS304， SUS316， SUS317の順に腐食が認めら

れた。

特に， SUS329Jについては腐食が認められなかったことから，弁体に使用する金属材料には， SUS329J 

を採用した。
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3-2-3. 排気ポー卜部の生物付着試験

ホタテカイの垂下養殖施設には，カンザシゴカイ類やイガイ類，フジツボ類などの付着汚損生物が大

量に付着し，特にイガイ類はロープ類の空隙や黒色の遮光面に好んで付着することが知られている。

一方，水深調整弁は， Fig. 10の5に示すように，排出ポート部を海中に露出する構造となっている。も

し，この部分にイガイ類などの外殻性付着汚損生物が着生すると，排気弁が聞かなかったり，開いても

生物を岐み込んで閉じることができない問題が生じることが予想された。

(1) 付着物の防除方法の現状

フジツボやムラサキイガイなどの大型付着生物の付着機構に関する知見は古くから蓄積されている

(例えばCrispD.J.ら， 1954; Chipperfield， P.N.J.， 1953)。多量の付着が問題となる比較的大きなフジツ

ボ類やイガイ類に対する防除法の研究は盛んに行われ， TBTO (Tri-butyl-tine-oxide)などの利用で十

分な効果を得ていた(梶原ら， 1987)。しかし，近年，毒性物質の生体内蓄積と人体への影響が懸念され

るようになり，有機金属系防汚塗料の使用は禁止された。このため，代替え塗料としては漁網防汚塗料

では非金属有機化合物の使用，船底塗料では自己研磨型防汚塗料の改良や導電性を持たせた樹脂製塗料

に電位をかける方法，などが利用されるようになってきた。また，自走する海中機器の生物付着防止で

は不活性ガス中に機器を収納する方法(宮原ら， 1988)も考案されているが，常に装置が海水中にある状

態では使えない。一方，制限防汚(梶原ら， 1987;水産無脊椎動物研究所， 1991)の考えに基づいた付着

物の生態的・生化学的手法による生物付着量軽減方法では，自然界に存在する付着阻害物質の発見と利

用何higeyukiMizobuchiら， 1993)なども進められている。また，天敵を利用する防除法(橘高ら， 1977; 

電気化学協会海洋生物汚損対策懇談会編， 1991)も考えられているが実用性には乏しい。

このように，効果的かつ万能な防除方法は現時点までには見つかっておらず，従来からの物理的剥離

が対策の主流となっている。本浮沈装置は，ホタテガイなどの養殖作業において使用されることから，毒

性のある化学物質を用いた付着防止方法を用いることはできない。このため，海中暴露形状や材質を変

えて，付着汚損生物の着生を極力低下させる適応的対処方法を採らざるを得ない。このため，排気ポー

ト部の形状や使用材料を変えたモデルをテストプレートに乗せ，これを実海域に浸潰して，生物付着の

少なくなる構造の検討を行った。

(2) 試験方法

ホタテガイ垂下式養殖業の主要生産地である，北海道噴火湾鹿部町沖における平成 7 年 8 月末~1O月

末までの試験と，青森県陸奥湾横浜町沖で平成 7 年 10 月末~ll 月末に行った試験の結果から，排気ポー

ト部形状別に，生物付着度合いを定性的に判別した。

Fig.17のGに示したテストプレートは，直径500mm，厚み5mmの塩ビ板にエアバッグの生地である

PVCターポリンを塩ビ用接着剤で張り付けた円盤型平板であり，その上に，コントロールとしての初期

設計形状のAタイプと，フランジ部の高さを変えた Bタイプや，開口度を変えた Cタイプ，およびフラ

ンジ部の材質を銅製リングに変えた Dタイプと真織に変えた Eタイプを図のように設置した。陸奥湾の

試験では，噴火湾に比して海中のデブリタスが多いことが報告されていたことから， Fタイプのように

ネットで弁体部をカバーした排気ポートモデルも用いた。

テストプレートは養殖施設の幹綱から海面に対して排気ポートモデルが上向き水平になるように垂下

し，所在水深がいずれも 5mとなるように敷設した。

(3) 試験結果と排気ポー卜の性状

噴火湾と陸奥湾における引き上げ直後のテストプレートの状態を Fig.18とFig.19に示す。

- 97 



北大水産紀要 [XXXXVII，2 

A B 

G 

0
 

0
0
。

ho
陥「、

n。

Jr=--， ~ r~ 

O 

ど工:三 -/r=--，~ ゆ叫てで約倒タイ ……神伊川悦

O 

50伽n

Fig. 17. Periphy七on総凶 umt.
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ring within七heedge， F: Cover net， G: Tes七pla旬.

C: Sloped flange D: Copper ring within the edge E: Brass ring within the edge 

Fig. 18. Resul七ofthe periphyton (Funka-Bay， Shikabe， Aug.~Oct.， '96.). 

噴火湾での付着物は， Fig.18のように，バクテリアフィルムの他に群体ボヤ・ヒドロ虫・榛脚類・イ

ガイ類・管虫類など多数種によって構成されていた。付着は，全排気ポートモデルで顕著に見られた。 A

タイプに対してフランジ部に傾斜を持たせた Cタイプモデルには大量の付着が認められ，弁体部は完全

に被覆されていた。また，フランジを高くした Bタイプでは，弁体とフランジ聞に小型のイガイの付着

が確認された。一方，フランジ部の材質を変えた D，Eタイプは，形状だけを変えた A，B，Cタイプに比

して弁体周りの付着が少なく，排気ポート部の黒色ゴム部材だけに付着が認められた。真録製リングを
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F: Cove玄net

C: Sloped f1ange D: Copper ring within the edge E: Brass ring within th. edge 

Fig.19. R剖 ultof七heperiphyもon(Mutu-Bay， Yokohama， Oct.~Nov. ， '96.). 

埋め込んだEタイプの付着は，銅製リングを埋め込んだDタイプに比して少ないように見えるが，テス

トプレート上の位置によって付着量が図のように異なっているために，定性的な判断では，その優劣は

つけられなかった。いずれにせよ，金属製材料を用いたフランジ部の付着は，周辺の構造体のFPP材や

ステンレス製ボルトへの付着に比して明らかに抑制されていることが確認できた。

陸奥湾での付着汚損生物相は，フジツボ類・イガイ類に代表される大型の甲殻類・貝類によって，秋

から翌年の春先までに形成されることが，北里大学の研究報や県水試の報告書で知られている。このた

め，向湾における試験期間中には，バクテリアフィルム起源のデプリタスの他に，若干の小型イガイ類

の付着程度しか認められなかった。このため， Fig.19に示したように，各モデル間での付着傾向の差は

顕著には認められなかった。共通的に表面の凹凸部から付着が始まっていること，およびカバーネット

を取り付けた Fタイプの基部汚損は防げるものの，イガイとカンザシゴカイが弁体とフランジ部の聞に

付着して成長していることから，ネットなどの遮蔽物はかえって付着を誘発してしまうこと，などが判

明した。

形状を変えたモデルでは，浸漬1ヶ月後には，基本モデルA，フランジ部が高い B，フランジ部を傾斜

させたCの順に付着物が少ないことが観察されたが，浸漬期聞が経過するに従い，この差はなくなって

いる。

本試験の結果から，排気ポートの形状変更だけでは，長期間の付着生物の防除効果を期待することは

できず，専ら，銅製ケルメツト材料の使用が効果的であることが判明した。このため，生物汚損が著し

く生じる海面で長期間の使用を行う場合には，切削加工の良い真鍛製リングを用いた Eタイプの排気弁

を利用することとした。

3-2-4. 水深調整弁の動作特性解析

これまでの試験から明らかになった情報に基づいて制作した水深調整弁の設計図を Fig.20に示す。こ

の水深調整弁は，供給圧力の違いによりエアバッグ内の空気量を増減できる機能を持った，新規に開発
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した特殊弁である。浮沈装置による浮力調整は，この弁が安定動作しなければ，実現できない。水深調

整弁の安定動作とは，高圧空気供給時にスプールが排他的に作動し，低圧空気供給時にはプランジャの

みが作動する状態を意味している。しかし 3-2-1節で述べたように，実際の作動圧力は水深によって変

化してしまう。

本節では，水深調整弁の安定作動領域を定めるために実施した特性試験の結果から，水圧変化に関す

る水深謂整弁の応答特性について述べる。

(1) 水深調整弁の動作実験

はじめに，水深調整弁の動作が，仕様条件である水深30mまでの所在水深に対して保証されるかどう

かを判定するために，模擬的な室内動作実験を実施した。

水深 O~30m に水深調整弁が置かれている力関係を再現するために， Fig. 10に示した 4のスプールと

6のプランジャの太線部分に水圧が作用すると考え，この水圧に相当する力をエアシリンダで弁体に与

えることにした。水深調整弁には長さ 30m，内径6mmのゴムホースを接続し，そのゴムホース端より

圧縮空気を供給することとした。 Fig.21に示す測定系によってスプールとプランジャの圧力と変位を

各々測定した。圧力の測定位置は Fig.llのスプールではデイブユーザ部の C，プランジャではプラン

ジャ室Gであり，各々の弁体の作動圧力ポイントである。測定と背圧相当の力をエアシリン夕、で加えて

いる状況を Fig.22に示す。

Table 1に，被測定回路に与えた水深相当の圧力に対するスプールとプランジャの作動圧力に関する実

験結果と，各弁体のパネ力と Fig.lOに示した弁体4と6の太線部分の背圧から算出した作動圧力を対比

して示した。摺動抵抗を含めた作動圧力の算出を行っていないので実験結果がいずれも算出値より上回

ることになるが，むしろ Fig.22に示すようにエアシリンダによって背圧相当の力を加えていることか
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Fig. 21. Schematic diagram ofもhepressure control 
七es七.

Fig. 22. View of七hemea.suremen七

1: Pressure transdu田r，2: La.ser displac争
men七sensor，3: Amplifier for Pressure， 4: 
Amplifier for displacement， 5: Limner 
recorder. 

Table 1. Mea.sured working pressure (kPa) inも，heSpool and Plunger underも，he
equivalent pressure拙 ina certain depth 

Spool Plunger 
Depぬ (m)

Bre乱kaway Break off Break away 

。 196.0 (←) 284.0 (254.8) 127.4 ( 39.2) 

10 313.6 (←) 421.4 (372.4) 225.4 (137.2) 

20 421.4 (←) 539.0 (490.0) 323.4 (235.2) 

30 539.0 (←) 666.4 (597.8) 372.4 (333.2 

Numeral in parentheses is the designed v乱.lve. The arrow in parentheses means 
same value as to七heleft. 

ら，弁体が作動するときはエアシリンダのピストンも移動させることになり，このときエアシリンダの

シリンダ室内の空気が圧縮されて背圧以上に圧力が高くなってから配管部に逃げるので，初期はダン

ノ¥-状態となること，ピストン部に組み込まれているパッキン類の静止摩擦があることで，これらの抵

抗分もスプールやプランジャが受けていたと考えられる。

実験の結果を Fig.23に示す。同図のIは高圧空気 (1，470kPa)を供給したとき，同図IIは低圧空気

(490 kPa)を供給したとき，各々の水深は 30，20， 10， 0 mに相当する，スプールとプランジャの圧力変化

と弁体の作動距離を時系列として表示したものである。

図Iの高圧空気供給時から，スプールの圧力はスムーズに上昇することが分かる。その変位は水深が上

昇するに従い急激に変位するまで時聞が長くなり，その聞はなだらかな変位が見られる。その間プラン

ジャの圧力はスプールの変位が2.5mmになるまで上昇する。しかし，作動圧力に達しないプランジャは

変位しない。そのプランジャの圧力上昇傾向は Fig.11のD-----Fの細管部分によって，スプーlレの圧力上

昇傾向よりなだらかとなっており，設計通りの Fig.11の曲線1に示した圧力勾配関係が得られていると

考えられる。

図IIから，何れの水深でも動作開始のときプランジャの圧力はスムーズに上昇するが，変位には水深

が深くなるほど開始点が遅れる状態が見られる。また，変位の最大値は相当水深が深くなると小さくな
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Fig. 23. Response of displacement and pressure in chamber. 

A: Equivalent pr田surecondi七ion副 30m in depth， B: 20 m， C: 10 m D: sea level. 
1: The supplied high pr田sureair (1，470 kPa)， 
II: The supplied low pres田ureair (490 kPa). 
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り，圧力の最大値は大きくることが分かる。さらに，同図からは最大変位後の圧力や変位には振動現象

が見られる。この原因としては，プランジャの変位を維持しているプランジャ室の圧力が， Fig.lOの構

造図に示すように，パイロット管路を通じて注入ポートに逆流し，プランジャを最大変位状態に維持し

つづける圧力を保てないことが考えられる。しかし，振動現象は見られるが，スプールは動作していな

いのでプランジャの動作開始の水深調整弁各部は Fig.llの曲線2に示す圧力勾配関係になっていると

考えられる。

低圧空気供給時のプランジャの変位と各々の圧力に振動現象は見られるが，プランジャがFig.lOの8

の注入ポートを聞き続けているので，水深調整弁の空気を浮体内に流す機能は確保されていると考えら

れることから，この状態もまた正常動作として判別できる。他方，高圧空気供給時のスプールの動作に

おいてはFig.lOの5の排出ポートを聞き続けていたことから，これも正常動作であると判断できる。

よって，水深調整弁にとって作動しづらい実験方法ではあったが，水深 O~30m にした設計範囲では安

定な所定動作をすることが確認できた。

しかし，プランジャとスプールの圧力上昇と変位は，相当水深毎に異なっており，安定所定動作の決

め手となる作動開始から各水深における最大変位までの変化傾向に顕著な差が見られる。

このため，水深調整弁をどの水深帯でも安定的に利用するためには，供給圧力の伝播と各弁の状態に

関する統一的な関係を定式化し，次に行う水深調整弁の動作特性実験の解釈に先立つて，理論的な見通
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しをつけておく必要がある。また，この実験から，エアシリンダで水圧相当の力を水深調整弁に与える

動作実験方法は適していないと考えられ，後述した動作特性実験では空気タンクの圧力を水深調整弁の

背圧の作用する部分に導く方法をとることにした。

(2) 理論的解析

個々の弁体の運動と，制御弁全体の応答に関する作動状態を分けて考える。ある水深に設置された浮

体内の水深調整弁に，一定圧力の空気を供給すると，各弁体に分配された圧力(以下，作用圧力とし，ス

プールの作用圧力を P1，プランジャの圧力を P3とする)による力が，各弁体の↑貫性力やパネ力および摩

擦力と動力学的に釣り合って運動を開始する。

圧縮空気供給時によって作動する一つの弁体が，同時的に供給圧力に感応してシステムの管路状態を

変化させようとする他の弁体の作動以前に，自己の作動を完了できる変位量(安定変位)に達する時間

(作動時間)が必ず存在する。水深調整弁が安定作動する条件は，個々の弁体の作動時聞が相互に影響を

及ぼさないだけのマージンを持っていることである。このように，水深調整弁の作動が安定か不安定で

あるかの判別は，各弁の作動時間の比較により推定し得るものと考え，個々の弁体の運動をそれぞれ解

析した。解析手順は，はじめに運動方程式を導き，次に各作用圧力の関係式から圧力伝搬の時間遅れを

記述し，パラメトリックな形で各弁体の作動時聞を同一時間軸上に表現して各弁の作動順序の判定を

行った。

Fig. 23に示した動作試験の結果から，スプールとプランジャの作動開始時の各応答は，ともに，それ

ぞれ2つの違った領域に分かれて現れたので，それぞれの領域ごとについて解析を行った。各弁体が独

立に作動開始したときの圧力と変位の関係を模式的に Fig.24に示す。圧縮空気供給直後の過渡応答は，

両弁共に，それぞれ2つの明確に異なる領域に分かれて現れる。管路の，パッキングを兼ねた摺動材で

ある Oリングの変形だけが支配的と考えられる図中に斜線を施したAの領域は「微小変位領域」と定義

し，その作動時聞の定義域を (tl<t妥t2)と定めた。また，弁体がこの微少変位領域を越えて動き出すB

の領域を， r大変位領域」として，同様に t2<t壬tmで定義した。
微小変位領域 (tl< t三五t2)での静力学的平衡式は
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Fk 

Fp 

PIWlger S伊01

Fig. 25. W orking forces 初七hevalve. 

Fp+Fb+Fk+FR=O 

であり，大変位領域 (t2<t三五E隅)における動力学的平衡式は

Fi+Fp+Fb+Fk+FR=O 

[XXXXVII，2 

(2) 

(3) 

となる。ここに Fig.25に示したように，Fiは慣性力，Fpは作用圧力による力，Fbは背圧による力，Fk 

はパネによる力，FRは摺動抵抗力を含む摩擦力である。

微小変位領域式 (2)のFp，Fb， Fkを一般形で表すと，

Fp=-A・P(t) i 

Fb=+b. Pb (4) 

Fk=+k(X+Xo)J 

となる。ここに，Aは受圧面積，Pは作用圧力，bは背圧面積，kはパネ定数，X とXoは変位量である。

時間の関数となる変数には (t)を付けてこれを明示し，力の方向は下向きを正にとった。 FRについては

後で詳述する。

パッキン類の取り付け位置は，弁体の設計図である Fig.20に表したが，この領域で弁体の変位が微小

であるのは， 0リングの特性による摺動部摩擦抵抗による効果が現れたためであると考えた。

圧縮空気を供給する前に水深相当の背圧をかけると，0リングはプランジャ，スプール共に下側(軸力

の正方向)に押圧されて移動し，変形しながら弁体を押し下げる。この場合，弁体は幾何学的拘束により，

下方に変位することはできない。この結果， 0リングはシリンダ面に横方向から圧力を加えて平衡状態

に達し，このことが摺動抵抗の変化を引き起こす。この変位領域では，両弁体共に，背圧 (Fb)の印加

による Oリングの摺動抵抗の増加が作動圧の変化に支配的に作用している。また，弁体の変位に対する

抵抗力には， 0リング以外の箇所の摩擦力も加味した。立式に際しては，静的平衡が成り立ち，速度依

存性や粘弾性および履歴効果が無視できる条件を与えた。力学関係の記号を表化して Table2に示す。

スプールは組み込み状態では，弁体は上部構造部のみで支持されている。弁上部には圧縮空気シール

用のゴムが配置されているため，背圧作用下では圧縮されてパネ作用をすると考えられる。理論式でも，

この状態を加味した条件付けを行った。この結果，微小変位領域での力学モデルは Fig.26のようになっ

た。ここに，おは上部ゴム部がシリン夕、上部に接してから，変位に従って離れるまでのストローク量で
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Table 2. Nomenclature for the slight displ恥 ement.

Spool Plunger 

Displωement in t1~t2 : Xo(t) Xo，(t) Xop(t) 

Displacement in t2~tm : X(t) X，(t) Xp(t) 

Working pr曲sure: P(t) P1(t) P3 (t) 

Back pr儲sure: Pb Pb， Pbp 

Mass of七，hevalve body : ηz m， 勿tp

Area wi七hbaιk pr部sure: b (A1-A2) A4 

Pr田sure-sensitivearea : A A1 (ACA3) 

Dia.of七，heO-ring: D1 D18 D1P 
Thickness of七，heO-ring: D2 D28 D2P 
Spring ∞nstant: k k， kp 

Coe伍cleI凶 ofslide resis七ance: ¥11 ¥118 ¥l1P 

Pb， 
1IIp1 FR(Pb，) 

x: 
ー

l
L

|
川

J
E
 

r-:チ/1 FR(Pb，) 
d. Iタ:;:Jち 1

し弘之ι.P，(t) 
初三勿

A， 

!p，(t) 

Fig. 26. Dynamics model for the Spool a瓜ionduring 
the sligh七displacement.

Fig. 27. Dynamics model for the Plunger action dur-
mg七.heslight displaιement. 

ある。この値によって，微少変位領域の力学的状態を，さらに以下の2つの領域に分けて考えた。

に， εは微少変位全体の量である。

i) 0孟X(t)くお

式 (2)に新たにこのゴム弾性によるパネ定数k'のパネ力 Fk'が加わる。

Fp+Fb+Fk+Fk'+FR=O; Fk'=-k'(δs-X(t)) 

一方 FRは，次のように記述できる。

ち" ~ 

'-'-

(5) 

fF叫 sgn(F副 +F柑)・ V1・Do・Pb;F副宇O
FR=1 

lF~ ; F側二O
(6) 

ここに，F叫は弁体支持部の定在的な摺動抵抗力，F酬は，Fp+Fb十Fk，v1はO リングの摺動特性変数，

DoはDl・D2で，DlはOリングの直径，D2はOリングの厚さ，sgnは記号関数1)である。ゆえに，こ

1) sgn(X<O)=-l， sgn(X=O) =0， sgn(X>O)=+l 
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Table 3. Nomenclature for the large displacement. 

To七aldisplacemen七:

Viscous damping ∞e伍.cient
Slide r回 IS七乱.ncecoe缶cienも. 

Air spring cons七ant

Initial chamber length in the Plunger : 

の定義域内での静的釣合方程式は (7)式となる。

ε 

c 

ν2 

k' 

L 

Spool Plunger 

S， 

C， 

1128 

k'l 

L。

εp 

Cp 

112P 

kp1 

Ll， L2 
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(k+k')X(t)二 4・P(t)-b ・Pb-[Fro-s伊 (F叫 +F叫)・ 111・Do・PbJ一(k・Xo-k'・δ'8) (7) 

ii) お話X(t)<ε

この定義域内での静的平衡方程式は， δ'8， k'が存在しなくなるので， (7)式は

k. X(t)=A・P(t)-b.Pb-[Fru-sng(F耐 +Fru).1I1・Do・PbJ-k ・XO (8) 

となる。

プランジャ部の微小変位領域での力学モデ、ルを Fig.27に示す。 (2)式と (6)式より，支配方程式は (8)

式だけとなる。

大変位領域 大変位領域は Fig.24のBのt2<t三五tmで表した時間領域で定義される。各弁体への作用圧

力は，t2になるまでランプ的に上昇するが，t2からは弁体の変位により各空気室内の圧力が連成して変

化すると考えられる。この場合，細管から補給される圧縮空気の供給速度に比して，弁体の運動速度の

方が比較的に速いため，各空気室のエンタルピはこの区間中は保存されるものとして考えた。

また，計測実験では，等価水深背圧を印加するために背圧回路は空気タンクに繋がれる。このため，弁

体の運動によって Fig.25の背圧のかかる部分が密閉状態となって，その圧力も変化する。また，摺動部

はプラスチックでできていることから，摩擦抵抗は速度依存性を持つと考えられる。各空気室の圧力変

化は等エントロピ一変化として，これらの条件から運動方程式を次のように導出した。 Table3に，本領

域の解析に用いる記号を示し，スプールに関する力学関係を Fig.28に表した。図中のんは，背圧部分

の空気室の状態変化による空気パネのパネ定数である。また，ディフユーザ出口室の部分は，実際には

デイブユーザ、に直結している。このため，デイブユーザの内容積は，弁体の変位による容積膨張に比べ

て非常に大きしまた，常時圧縮空気供給が行われることから，弁体の運動による空気室圧力の状態変

化は小さくなるものと考えられる。このため，空気室容積は一定として考えた。

式 (3)のFi，Fp， Fb， Fk， FRを一般形で表すと (9)式になる。

Fi=mX(t) 

Fk=k(X(t)+ε+Xo) 

Fp+Fb=と七旦X(t)一(A・P(t2)-b・Pb-A3)
FR= 112・Do・Pb+c・X(t)

さらに，上式を整理すると (10)式となる。

m • X(t)+C・X(t)+(k+k')X(t)=Fpo-Fko-1I2・Do・Pb
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Pbp 

Do=D1・D，

D，~D，'D， 

Fig.28. Dyn岨lIcsmodel for the Spool action during 
七helarge displacement. 

Fig. 29. Dynamics model for七hePlunger action dur-
ing the large displacement. 

ここに，Fpo=AP(t2)-b ・Pb-A3，Fko=k(ε+Xo)である。

(10) 式を ω • n2=(k+k')/m， x=c/2m， F耐 F二 Fpo-Fko-v2・Do・Pbとし，X(t)について解くと次の

ようになる。

x2 ω • n2<Oならば減衰振動であり，

F "，，'11-e-"t( cosjω • n2-x2 t十 x̂ ^ sinjω • nL x2 t ) 1 
X(t)= ~ =， L ¥ Jム三瓦に示 /:L (11) 

(k+k') 

x2 ω • n2>Oならば過減衰となり，

Fext'11-e-"t(coshjx2 ω • n2 t +， x ~sinhJx2一ω~)I
X(t)= _ L \ずX“一ω • n" ~ (12) 

(k+k') 

である。

X(t) はこのように d一 ω • n2の正負によって運動様式が変化するので，実験結果毎に場合分けが必

要である。また，背圧の状態変化については次式のようになる。

Pb[b(Lo一ε)十Vo]=Pb[b(Lo-ε-X(t))+ Vo]γ(13)  

ここに，Pb(t)は弁体運動後の背圧，VOは背圧室中の変化しない部分の容積で， γは比熱比である。こ

れを X(t)=Oの近傍回りで局所線形化すると，

Pb(t)ーPb[l十(γ/Ls)X(t)] 
となる。ここに，Ls= Vo/b+(Lo一ε)である。

(14) 

プランジャの力学モデルを Fig.29に示す。図中のんlは背圧部分の空気室の状態変化による空気ノてネ

のパネ定数であり，同様に kp2はプランジャ室の空気パネのパネ定数であるので，空気ノてネの定数を k'=

kp1+kp2と表記した。この場合，プランジャ室内へのパイロット管路からの圧縮空気補給は僅少であると

仮定した。これらの仮定に基づくと，その運動方程式は，スプールの場合と同様に，(3)式で表せる。た

だし，
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V， 

P田岨ge Diffu田r

Fig. 30. Symbol marks in eveηT air circui t. 
V: Cap蹴 ity，P: Pr四四.re，叫:Velocity of compr田sedair aもtheboundary， S: Sectional町ea.

である。

Fi=m • X(t) 

Fk=k(X(t)+ε+Xo) 

一 . r丘二E位1+亙ニPblFp+Fb一 γl.~L2+ε L
1一ε
JX(t)-(A・P(t2)-b・Pb+S3)

FR=V2・Do・Pb+c・X(t)

上式を整理すると (10)式となるが，この場合の各変数は，

Fpo二 d・P(t2)-b・Pb+S3，Fko=k(ε+Xo)，ん・[tP+七竺]
であることに注意を要する。

(15) 

これを X(t)について解くと }{2 ω • n2<0ならば (11)式で }{2_ω.n2>0ならば (12)式で表され

ることになる。

作動流体の基本方程式圧縮性流体の基本方程式は次のように表すことができる。この場合の，領域の

割り付けと記号を Fig.30に模式的に示した。

ρt+(pu)x=O 

ρ・Ut+ρ・U.Ux+Px=O 
P・ργ=consも

p.ρ1= 02・γI

U= ψz 

(16) 

(17) 

(18) 

(19) 

(20) 

ここに，pは流体の密度，Pは圧力，U は流体の速度， γは断熱指数，O=J子.R.Tで局所音速， ψ
は速度ポテンシャルを表す。さらに添字 tとZ は変数の偏微分を表す。

流体解析では，ディフユーザ出口室，パイロット管，プランジャ室の3つの領域にわたって等エント

ロピ流れを考慮し，非粘性の渦なし 1次元流れであるとした。このときの，熱力学的状態変化は断熱変

化と考えた。

基本方程式の (17)，(18)， (19)， (20)式を上記の条件に基づいて展開すると次式が得られる。

(ψ1-1h)+(U12-U32)
ー ρ 211一(PI/P3)午]

2 -Vlγ-1)  (21) 
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(16)， (18)， (19)をれの初期条件にあてはめて，領域積分を行うと，

P1引仰1バ巾(υt机 (22) 

となる。また同様に，r3は次式となる。

P3(t) V3
Y =九州 (23) 

ここで， φ13=ψ1 わの関数形は Monju-Ampereの方法などで数値的に得られるが，解析的には，特

殊な条件下でのみしか得られない。しかし，パイロット管内の流れはデイブユーザ室とプランジャ室の

圧力変化に対して応答速度が十分に速いために，ある微小観測時間内では定常的な流れとして捉えるこ

とができる。このため領域間の流れ関数差は無いもの仮定できることから， 4>13二 Oとして解析できる。こ

の結果，次の解析対象領域の支配方程式が導かれた。

(~~ Y +(会Y+許証1-(~~)干J=o (24) 

以上の弁体の運動方程式と作用圧力の関係式を連成させて解くことで，弁内に任意の圧力の空気を供

給したときの各弁の作動時間関係を，パラメトリックな形で同一時間軸上に表現することができること

になる。

(3) 動作特性実験と結果

相当水深別に，各弁体の作動特性を時間当たりの変位量として計測した。特に，本実験は，ゴムホー

スや空気供給機内で圧縮空気の減衰や応答遅れが生じないように，直接水深調整弁に圧縮空気を流す

Fig. 31のような圧縮空気回路を構成し，水深調整弁単体での動作特性実験となっている。

モー11

_11 
Fig. 31. Arrangement of the experimen七devices.

1: Pr酪surevessel， 2: Hose， 3: valve， 4: Reducing valve， 5: Actuator valve， 6: Flow control 
valve， 7: Pressure transducer， 8: Pressure actuation type valve， 9: Filter， 10: El即位omc
valve， 11: Air tank， P: Air ∞mpr四sor.
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Fig. 33. The result of the experiment value and the 

0.05 0.1 0.15 0.2 calculation of七hePlunger. 

T回.e(鎚c) .: A verage of出emeasured value of under 

Fig. 32. The resul七ofthe experimen七valueand七he
the equivalent∞ndition of 30 m in dep七h，
.: 20m，・:10m，・:Om 

calculation of七heSpool. 口，ム， 0， 0: Calculated value by Eg.， 
.: Average ofぬemeasured value of under 

(8)， (10) 
the equivalenもcondi七ionof 30 m in depth， 
企:20m，・:10m，・:Om. 
口， f'..， 0， 0: Calculaもed value by Eg.， 
(7)， (8)， (10) 

計測は水深 O~30m相当の圧力 Fig.31 の 11 に示す空気タンクで水深調整弁に加えながら，ディ

ブユーザ入り口に直接圧縮空気を供給して行った。供給圧力は4段階に変化させて与え，各設定条件に

ついて 3~5 回行い，再現性を保証した。弁体部の変位計測は Fig.21 と同様とした。

Fig.32は，スプールの実測結果を黒抜きのマーカ点で示し，シミュレーションの結果は白抜きの点と

実線で示した図である。同様に， Fig.33は，プランジャについての実測結果とシミュレーション結果を

表している。また，各弁の作動時間の実測値と理論値を Table4とTable5にまとめて比較した。

両弁の作動に対するシミュレーションはおおよそ実測値の傾向と一致していることが両図の結果から

理解できる。しかしながら，作動時聞が僅少であるスプールと Om水深相当でのプランジャの微少変位

領域において，実測値とのズレが生じている。

これは，スプールの動作は作用圧力 P1(t)の立ち上がりと同時に微小変位領域に入る。変位しはじめ

る瞬間では， P1はOkPaよりわずかに上昇した値となり，FRは弁体に対して上向きの軸力を作用させ

る。 (8)の理論式は弁体のホース側を自由端と考え，弁体に作用するパネと背圧による力を排気ポート

部のゴムシール部が受け持つとして記述した。しかし，相対的に小さな力(小さな圧力)がスプール作動

圧を受ける部分に加わっても，すぐに動作した実験結果となり，さらにスプールの軸と接触している細

管をふさぐ部分にシール用ゴム材が組み込まれているなどの要因で，微小変位領域においては理論と実

験の一致をみなかったと思われる。
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Table 4. Each dur抗ionof七hePlunger by a second 

to~h h~t2 t2へ〆tm
Depth (m) 

Calcul乱七ed Measured Calculated Measured Calcula七ed Measured 

。 0.50 0.45 0.07 0.21 0.61 0.65 

10 0.69 0.66 0.12 0.17 0.85 0.83 

20 0.89 0.81 0.16 0.29 1.10 1.11 

30 0.90 0.84 0.17 0.29 1.11 1.13 

Table 5. Each duraもionof the Spool by a second. 

tl~t2 

Depぬ(m)
Calcula七ed Measured 

。 0.085 0.08 

10 0.109 0.105 

20 0.13 0.114 

30 0.11 0.08 

プランジャの作動は実験値とシミュレーションではばらつきは大きいものの，Table4の作動時間比較

からも，その傾向はほぽ一致している。微小変位と大変位の両領域で設けた仮定による推論は妥当であっ

たと考えられる。

大変位領域での実現象はシミュレーションからも十分表現できる。このため，この領域における弁体

の運動は，線形運動方程式に示したような時定数で制御することができ，設計ノfラメータの変更によっ

て作動完了時間を自由に変更できることが分かつた。しかし，水深依存性を含む摺動部の材料力学的な

非線形性が強く現れる微少変位領域については，その時定数を標記の方程式で求めることは難しい。特

に，応答の早いスプールの微少変位時間と，背圧がかからないことから Oリングなどの摺動材の粘着力

が強く現れるプランジャの微少変位では，精度良く時定数を決定することは困難である。

ここで作動時間の長さを両弁について子細に検討してみると，微少変位領域の継続時聞が大変位領域

の時聞に対して大きいことが分かる。このことは，微少変位領域の時定数を精度良く決定しなければ，弁

体の全時間領域における動作を安定化できないことを意味している。逆にこの特性が改善されて，大変

位領域よりも作動時聞が短くなれば，基本設計通りの「素直な制御jができることになる。このため，摺

動部の非線形性を除去するための構造部材の変更と空気回路の若干の手直しが必要と考えられる。この

点は， 6-1-1節で改めて示す。

Fig. 34は本実験で Fig.31の7で測定した供給ポート部圧力に対する，スプールでは安定動作下限，プ

ランジャでは安定動作上限の作動圧力を相当水深別に示している。各弁の作動圧力は平均値で示しであ

る。その分散はプランジャでは 2~0.02kPa，スプールは O.OOlkPa でわずかであった。各水深相当にお

いて，各弁体が独立に安定作動するための供給ポート部での供給圧力差は約 100kPaであり，供給ポー

トで 100kPaシフトさせるように供給圧を制御する必要があることが確認できた。但し，本実験におい

ては 49kPa刻みのステップ的に供給圧力を変化させているために，圧力値が直線的にならなかった。こ

れは Fig.31の4の減圧器では 49kPaでしか安定的に圧力を調節できなかったためである。リニアに供

給圧力を変化させることができれば， Fig.34の近似直線に圧力値は近づくと考えられる。また，供給圧
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Fig. 34. Trend of the available pr田sureto a depth for working七hevalve. 

0，口:Supplied pr田sure，・，・ Working pressure. 

力は直線的であったがスプールの作動圧力は相当水深が上昇するに従い，増加傾向が鈍っているのが分

かる。それに対しプランジャはほぼ直線的であった。

以上の実験結果は，両弁が良好な作動を示した場合のものであることから， Fig.32とFig.33を比較す

ると，スプールの作動終了時刻 (t間)はプランジャの作動開始時刻 (tlp)よりも余裕を持って早い位置

に配置されていることが分かる。各弁の時定数に関して厳密には本理論解は当てはまらないものの，こ

のような，両者聞の時刻関係については有益なシミュレーション情報を与えることができていると考え

る。

3-3. 空気供給機とゴムホース

水深制御弁の設計条件が決定したことから，制御弁空気供給機には，水深調整弁を動作させるための

信号となる高圧または低圧の圧縮空気を供給することと，低圧空気供給のときは浮体内に十分な流量で

空気を送る機能が要求される。また，第2章で述べたように，機械装備の脆弱な小型漁船での応用も視

野に入れた設計が必要となる。

一方，圧縮空気信号の伝達媒体であるゴムホースは，空気供給機から出力される信号圧力を減衰させ

ずに水深制御弁に伝達する機能と，長期間の海中浸漬に耐えられる耐暴露性能を備えていなければなら

ず，海上作業の特殊性によって，可搬性と収納性およびハンドリングの良さも要求される仕様となる。

3-3-1. 空気供給源

圧縮空気は，作業船の主機関動力または舶用発電機による電力をエアコンプレッサに通じて得るか，圧

縮空気を既に充填した空気ボンベを利用するかの方法でしか，簡便には得られない。

エンジン動力をコンプレッサに直結して用いる方法では，航走中にコンプレッサを運転したとしても

アキュムレータや圧力制御回路を要し，その負荷によって機関出力の低下を招く。また，作業停泊時だ

けにコンプレッサを運転したとしても，動力伝達回路を切り替えるクラッチ機構の増設が必要となる。機

関室容積が小さな多くの沿岸漁船では，既に主機関軸にドラムウインチやクレーンなどの補機駆動用ユ

ニットが組み込まれているために，これらを装備することはスペースとコスト的側面から見ても困難で

ある。一方，沿岸漁業で用いられる漁船搭載型発電機の能力は最大実効値が5kw程度であり，発電中の

電圧降下を考慮し出力電力の約半分の 2.7kwで市販されているコンプレッサを運転したとしても，出力

される圧縮空気は 735kPa程度の最大吐出圧力で毎分0.21m3 [normalJの吐出量しか発生できない。

112-



2∞oJ 松村 ホタテガイ垂下養殖施設用空気式浮沈装置に関する研究

Fig. 35. Air circui七ofも，heSupplier. 
A: Pr田sureVessel， B: Air Supplier 
1: Pressure gauge， 2: High-pressure regula七or，3: Low-pr田surere伊 la七or，4: Three port hand 
valve， 5:七wopo此 handvalve， 6: Check valve， 7: Self-sealing coupling (socket)， 8: Exh加 Sも
porも， 9: Pressure indic叫or.

これらの条件を勘案して，動力支援の無い 1七未満の作業船やコンプレッサの設置スペースの無い既

存の作業船でも浮沈装置の使用が可能となるように，電源や動力を用意する必要の無い，空気ボンベを

圧縮空気源に使うこととした。一般のボンベの充填圧力は最大 14，700kPaなので，直接この圧力を使用

することは構成部材の破壊を招いたり，耐圧設計を行うことになり利便性は低くなる。このため，ボン

ベの空気出口に 1段目の減圧器を取り付けて，水深調整弁の高圧側圧力と等しい 1，470kPaの2次圧を

空気供給機内に供給する設計とした。

3-3-2. 空気供給機

空気供給機の外観と回路構成を Fig.35に示す。空気供給源の空気ボンベは Aで，空気供給機は破線で

囲った Bである。空気供給機は，前章で解析した水深調整弁の安定動作領域に合わせた高圧と低圧の空

気供給回路構成とし，操作性を考慮して，操作ノ'{Jレブ1ヶにつき 1動作が実現できる設計とした。

空気供給機は， Aの空気ボンべから一段目の減圧器2の出力である高圧倒作動圧縮空気 1，470kPaを

操作ノ'{Jレプ4を通して沈降用信号として直接バイパスさせる回路と，さらにこれを 3に示した 2段目の

減圧器で490kPaの低圧空気とし，これを浮上用信号として操作ノfルプ5から管路に伝える回路の， 2系

統の回路構成とした。

浮上・沈下・保持の各操作が船上で簡単に行えるように，レバーを 900回転すれば作動する構造とし，

9の圧力計で作動空気圧状態をモニターできるようにした。ゴムホースとの着脱は，耐腐食性を考慮した

高密度ポリエチレン製のワンタッチカブラで行い，空気供給機側に 7カブラソケットを取り付けた。ま

た空気供給源側にもワンタッチカプラを取り付け作業船への搬入・搬出の際に空気供給源と分離できる

設計とした。ケースの主材質は SUS304とし，内部の配管部品には主に SUS316を使用して耐暴露性の向

上に努めた。

3-3-3. ゴムホース

信号伝達媒体である圧縮空気を通気させるゴムホースは，海中の流水抵抗による「吹かれJを最小と
するために，可能な限り外径が小さいものが適している。しかし，高圧側圧縮空気が 1，470kPaであるこ

とから，圧縮空気通気時の内圧によって膨張したり，内径が小さすぎて管路抵抗が増加し，供給流量が補

償できないものは，圧縮空気信号の管路内遅延を生じさせて，水深制御弁の誤動作を引き起こす。

このため，第2章の仕様条件と前節に示した水深制御弁の動作解析の結果から，長さ 30m，内径6mm

のゴムホースを選定した。水深調整弁の節でもふれたように内径6mmとしたのは，長さ 30mで高圧空
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気を流したときに膨張の少ないゴムホースの製造限界の内径であったためである。

ゴムホースは，それ自体張力を受けられる構造ではないので，強度メンバーとして化繊ロープを沿わ

せて使用する。エアバッグから延びたホース端にはワンタッチカプラのプラグ部がついており，沿わせ

たロープは浮子に繋ぐ。 Fig.8にも示したように，作業者はこの浮子を海面から拾いロープをたぐり寄

せ，ゴムホース端のワンタッチカブラのプラグ部を空気供給機のソケット部に接続するだけで良い。ゴ

ムホースの材質は耐候性に優れた NBRを用い，圧力による膨張を防ぐため一層目と二層目の聞に繊維

をインナーカーカスとして編み込んだものを用いた。

これによりゴムホースの外径は 12rmnとなったが，このゴムホースの内容積膨張量は 1，470kPaのと

きに 0.72cm3jmであり，内径の拡大率は約 0.05%である。

3-4. 浮力制御部の機能試験

3-2節では，水深調整弁の動作を確認する目的で，空気供給源に直結して弁体の動作を計測した。

一方，実操業では，本節で決定した，空気供給源一空気供給機ーゴムホースに至る空気圧管路を通じ

て，圧縮空気信号が水深調整弁に伝わることになることから，これらの空気圧損失を考慮した浮力制御

部全体のシステム的応答特性を確認しておかなければならない。本節では，浮力制御部全体の機能を，模

擬的な陸上試験から検証した。

試験装置の回路構成と外観，水深調整弁の作動測定状況，水深相当の力を加える圧力系をFig.36にま

とめて示した。試験方法は前節の実験と同様であるが，新規に設計製作したゴムホースと空気供給機に

最大充填圧力 14，700kPa， 3 m3 [normalJの空気ボンベを取り付けて，実機と同ーの機器構成で計測した。

全システムの作動状態の良否判定は，プランジャが動作したときはスプールが動作していないことを

変位の状態で判断し，同じくスプールが動作したときはプランジャが動作していないことで判断した。

試験の結果はFig.37に図化して示した。図の横軸は相当所在水深を，縦軸は圧縮空気供給圧力を示し

百leadditional press町宮deviceto reproduce 
由ep四ssurecondition in a depth. 

10 

/五~

Fig. 36. Appara七usfor checking avai1ability of the buoyancy con甘01system. 
1: Laser displacement sensor， 2: Ampli品目 for displacement， 3: Liner r問。rder，4・Pressure
vessel， 5: R息:ducingvalve， 6: Air supplier， 7: Self-sealing coup1ing， 8: Rubber hose， 9: Air 
compressor， 10: Reducing valve， 11: Air accumu1ator. 
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Fig， 37， Confirmed stable zones of the valves七0七hesupplied pr田sureand a seもtleddep七h.

・:Spool，・ Plunger，X : No ac七ion，ム:Illegal ac七lOn.

ており，図中の罰点印 (X)は双方の弁が作動しなかった領域を示し，黒抜きの四角(・)はプランジャ

のみが作動した領域，黒抜きの丸(・)はスプールのみが作動した領域，白抜きの三角(ム)は制御弁が

誤動作をおこした領域，をそれぞれ意味している。

この実験結果から，プランジャは供給圧力が 490~686kPa の範囲で正常動作することや，スプールは

供給圧力が 1，372kPa以上で正常動作すること，および390kPa以下ではプランジャの作動が認められ

ないことが分かつた。他方， 686 kPa~ 1，270 kPaでは，スプールとプランジャの両方が作動する現象が

見られ，安定動作は得られなかった。不安定動作はスプールの場合，たとえば水深 10mで供給圧 1，176

kPaのとき，スプールが動作しようとしたとき，本来であればパイロット管路を瞬時に遮断しプランジャ

室への空気供給が止まる動作を，作動圧が低いのでスプールの変位速度が遅く遮断に時間がかかり，こ

の時間にプランジャの圧力が上昇しプランジャが動作してしまう状況であった。

この安定動作が得られない現象の詳細については，浮力制御部の空気回路全体を非定常圧縮空気流れ

とした解析が必要であるが， Fig.11に示したプランジャが作動するときの圧力曲線1とスプールが作動

するときの圧力曲線2との間隔が狭まり，同図のプランジャ作動圧力 3とスプール作動圧力 4は変わら

ないので，両方のポイントに両曲線が近づくことで不安定動作が発生すると考えられる。スプールでは

安定動作を行う下隈圧力が相当水深が深くなるに従い低くなる現象が見られる。弁の機構部は変わらな

いので背圧によって，高圧空気供給時はプランジャの動きが押さえられる傾向にあることが分かる。そ

れは Fig，23のIに示した各水深におけるプランジャの圧力最大値が，水深に対し比例的に増えていない

ことからも推察できる。 Fig.34の供給圧力にはその傾向が現れなかったが，同図の作動圧力にはその傾

向が現れているので，水深が深くなるに従いスプールの作動圧は低くなり，それによって，供給圧力が

低くなると考えられる。一方，プランジャでは安定動作を行う上限圧力は相当水深が変わっても 686kPa

と変化が示されていないが，実験で与えた供給圧力のステップが98kPaであったことから一定になった

と考えられる。しかし， Fig.34の実験結果や Fig.23のIIに示す実験結果から，相当水深が深くなると

作動圧力が上昇しているので，実際には水深が深くなると供給圧力は増えると考えられる。また，不安

定動作領域は水深が深くなるとその幅は狭くなり，やがてスプールの安定動作領域とプランジャの安定
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動作領域が重なり合うように見えるが，プランジャの安定動作する圧力下限も上昇するので，スプール

だけの動作領域となる。

浮力制御部は，設計水深 O~30m の範囲内では，所定の動作をすることが確認できた。また，空気供

給機が供給する圧力も，高圧は 1，470kPa，低圧は490kPaの設定で，浮力制御部を安定的に作動させら

れることも確認できた。

供給圧力は最大 1，764kPaまで行ったが，管路各部の空気漏れは認められず，機密性が補償された。耐

食性を含めた耐久性やハンドリングなどについては，室内で模擬的試験が行えないので，実海域におけ

る実証試験から検証した。これらの詳細は第6章で述べる。
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4. 浮沈装置の浮体部

浮体部は第2章の設計条件で軟質材で底に開放部を持つ構造の浮体とした。この浮体は緒論で述べた

4種類に分類した浮体の一つである開放型軟式浮体に相当する。この開放型軟式浮体(以下，エアバッ

グ)の特徴を明らかにするため Table6に他の3種類の浮体との比較を示す。この表からエアバッグは

浮体内容量を変えることが可能で，それに伴い浮力制御も可能であるが，水深が変化し水圧が変わると

浮体内の空気圧力はその変化に追従し，それに伴い浮体内容積も変化し浮力が変化する浮力の水深依存

性を持っていることが分かる。さらに，軟式浮体はその形状を浮体内の空気容積によって保っているの

で，水深が変わることで空気容積が変化すると，浮体形状も変化しそれにより流体力が変化する流体力

の水深依存'性を持っていることも分かる(山下ら， 1991)。

垂下養殖施設はFig.2 に示すように浅海波の影響を受ける水深 20~50m の海域に敷設されている。

このような水深に鉛直方向の力学的関係に水深依存性を含むエアバッグを浮力維持や水深調節用に用い

る場合，浅海波の影響を受け鉛直方向の運動が発生したとき，浮体内空気体積の増減が起こり余剰浮力

が水圧(水深)に対して変動し，他の浮体に見られない係留特'性を示す。しかしながら，エアバッグのよ

うな軟式構造で主に鉛直方向に運動する係留系の特性に関する研究開発事例はほとんど見あたらないの

が現状である。実海域における浮沈装置の機能を保証するために，施設に取り付けたエアバッグの鉛直

方向の動きを予測し，海域や懸架物等の特性に合わせた制御や設計を行うべきである。このため，エア

パックの形状と浮力の水深依存性を明らかにする静的特性の解析と，エアバッグの各種流体力係数を求

める水槽内での正弦加振実験による動的特'性の解析を行った。最後に，エアパックとその係留系の持つ

特性を明らかかにするために，これらの解析から得られた諸関係に基づいて，施設に取り付けたエアバッ

グの動きをシミュレーションした。

4-1. 浮体部の検討

エアバッグは沈座船の引き上げ作業や，海中で夕、イパ一作業の支援器具として用いられ実績のある，

側ナショナルマリンプラスチック製の最大浮力 2，600Nのアクアリフターを改良し使用することとし

た。 Fig.38に浮体部の構造を示す。

この浮体の特徴は熱気球のように底部が開放されていることにある。これにより空気を過剰に供給し

たときや，深い水深から浮上し内部の空気がそれにより膨張しでも，底の開放部から余剰空気がオーバー

フローして浮体内圧力と水圧のバランスが保たれるので，浮体が破裂することはなく仕様以上の浮力に

Table6. cl拙 sifica七ionof a floa七bythe function. 

Prope凶y
Maもerial

Closure/Disclosure 

Hard 80ft 

Buoyancy of depended on a dep七h

Flow resistance of depended on a dep七h

Possibiliも'yof con七rolbuoyancy 

O:Y回 x:No 
* : Applicable condi七ionis limi七ed.

×

×

×

 

Open 

O 

Close Open Close 

× 
0

0

0

 

。。。O 
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Sideview Bottomview 

Fig.38. Sも，ruc七ureofも，heAir Bag. 

なることがない。材質は帆布に耐候性が良好である塩化ビニールを塗布した PVCターポリンで，軽量で

かつ柔軟性があり折り畳んで‘の移動や収納ができ， lOcm以下の軽微な破損は現場補修ができる取り扱

いが容易な浮体である。また，浮体の上部にはエアバッグ内の空気量を増減する水深調整弁および，空

気が充填されていないときの転倒防止用としてウレタン製の補助浮体(楕円体形状，浮力 29.4N) 3個を

取り付けた。施設への取り付けはFig.38のSideviewに示す吊綱下部の三角環を幹綱にロープで固縛す

る方法とした。

4-2. 浮体部の水中耳列犬と浮力特性

エアバッグは取り扱いが容易で浮力制御できる浮体ではあるが，浮力と流体力は水深依存性があるの

で，使用上注意が必要であり明らかにしなくてはならない。

エアバッグは浮力(浮体内の空気容積)によって浮体形状が変化する特性を持っている。浮体形状は

係留特性に関わる浮体の流体力と密接な関係をもっているので，本節ではエアバッグの運動特性の解析

に重要でトある浮力特性と浮体水中形状の関係を，相似模型を用いた水槽実験から明らかにする。

4-2-1. 実験方法

実験はエアバッグの次元方程式を決め無次元化形状値を求めた。次に，求めた相似則からエアバッグ

の模型を製作し，静水中でこの模型の浮力を変えながら形状を測定した。

(1) 無次元方程式の導出

Fig.39に示すように，エアバッグは浮力体となる本体と本体底の開放部に取り付けられたスカートお

よび吊綱から構成される。 DとLは本体の最大直径と長さ，Hは本体中心の最上部と上縁部との高さ，

dとEは生地の厚みと伸び率，DsとLsはスカートの直径と長さ，Lαは本体上部縁から吊綱の取り付け

位置までの距離，Lbは吊綱の長さである。また，エアバッグの浮力に関するパラメータである Vα とVω

は浮体内の空気容積と内包される水体積を意味し，Pは空気圧力を， ZとZDは浮体最上部から計った

内水面の高度と浮体内水面の深度を示している。さらに，エアバッグの主形状を定める D とLから，設

計最大容積院IIと設計最大投影断面積d叫が定義され，Aは任意浮力のときの浮体の鉛直方向の投影

断面積である。

これらの物理量のうち，浮体の形状パラメータと吊綱のパラメータである D，Ds， Ls， Lα， LbはLで
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Fig. 39. Shape and buoyancy parame切，rsof七hefloa七.
D， L: Maximum diame七erand length ofぬemain body. Ds， Ls: Diame-
ter and length of the skirt. La， Lb: Installed position and length of七he
h岨 gingrope. 
A， H: Maximum cross-目的もlon町eaand distan田 ofthe head edge. Z， Z 
D: In七emalwater surf，品celevel from七he七op阻 dinもemalwa旬，rsurface 

level from the surface. 
d， E: Thickness and elonga七IOnraぬ of七hefloat ma旬rial.
and wa七ervolume. P: Air pressure. 

Va， Vm: Air 

代表でき，Pは水面から浮体中心最上部までの水深が一定ならばによって一意に定まり，水面から浮体

中心最上部までの水深が変化するときは ZDでによって一意に定まるので，静水中のエアバッグの形状

と浮力に対する支配方程式は (25)式で表せる。

φ(ムH，A， ~ V~ V~ ~ E)=O (25) 

エアバッグの水中形状と浮力の関係を表す無次元パラメータは，dについては全模型でdjLが0.2

~0.4%であり物理的現象に対する影響は少ないと考え，実物と等しくし，また相似化が困難である浮体

部材料ノfラメータの Eも実物と等しくすれば，次元方程式(江守， 1985)から次のように導ける。

Vα*二 22LVωtfhL，r ー丑-， p E，r-互
恥日' 恥ll' ~~ - A皿阻 - L' ~ -L (26) 

ここに，v，α*は無次元化浮力，Viω*は無次元化浮体内水体積，A*は無次元化断面積，H*とZ*はそ

れぞれ浮体上部の鉛直方向の膨張率とエアバッグ内の無次元化水面高さである。特に空気体積 Vα は浮

体浮力に比例するが，これを設計最大容積である設計最大浮力で無次元化した Vα*は浮力比(無次元化

浮力)を表している。このため本研究では，浮力のパラメータを空気体積から導かれる量として Va*で

記述する。また，Vw*とZ*は無次元化形状値である A*，H本と共に，浮体内の空気量によって変化す

ることになる。

(2) 相似模型と実験方法

式 (26)の無次元パラメータから，実験で使用する相似模型を，実験装置や使用水槽の制約を考慮した

上で， Table 7に示す縮尺と寸法で製作した。

実験装置の概要をFig.40に示す。実験に先立ち，各相似模型の浮力 Fsと重量 Fmの測定を行い， Fig. 

40の5に示す実験室の天井クレーンから同図1の水槽底部に取り付けた固定式滑車を介してワイヤー

ロープで同図の模型2を牽引し，水中に没するように設置した。
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Table 7. Scales and dimensions of七heair bag models used in series 
expenmen七instill wa回切，nk.

Main Body判 Skirt*' Hanging rope 

Scale 
D L V fuZI Ds Ls La Lb 
[mJ [mJ [m3 X 1O-3J [mJ [mJ [mJ [mJ 

1/1*2 0.72 0.65 264.65 0.33 0.27 0.49 1.10 

4/5 0.57 0.52 132.69 0.22 0.18 0.39 0.92 

2/3 0.48 0.43 77.81 0.22 0.18 0.33 0.74 

3/5 0.43 0.39 56.64 0.20 0.16 0.30 0.68 

1/2 0.36 0.32 32.57 0.17 0.14 0.24 0.59 

事 1Sも.rncturemade of PVC七arpaulin，七hickn田s:lmm，spωific gravity : 
1.12，七ensilestrength: 64 N/mm2， elongation percentage: 15%. 

叫 Thefull-scale model is no七inuse for the experiment. 

A B 

Fig. 40. Schematic diagrams of七heexperimental app釘叫us.
A: Labor晶，torytank experiment. B: Mass measurement. 
1: Waもertank. 2: Air bag. 3: Pressure gauge. 4，6: Tension gauge. 5: 
Heavenly crane. Lc: Around length of 七hefloat. H 1， H 2: Dis七岨ω
from七hewaもersurfac唱もothe七opand m昭 imumcross-s田七!Onarea 

[XXXXVII，2 

次にエアバッグのスカートを十分に聞き，浮体内部に外部から所定の浮力が得られるまで空気を注入

し，水槽水面が安定するまで静置した。その後エアバッグの余剰浮力 FをFig.40の4の水中ロードセル

で測定し，同時に同図3の圧力センサで空気室内の圧力 P，浮体の最上部を基点とする浮体上部の水深

HIと上縁部の水深 H2，および浮体上部の最大周長Lcを測定した。

水中での計測が終了した後，同図の Bに示すように，エアバッグのスカート部を密閉してから水中よ

り引き上げ，エアバッグに内包されていた水の重量Fω をFig.40の6のロードセルで測定した。

Va， Vw， A， HおよびZは γを水の比重量として，これらの測定値から (27)式を用いて誘導した。
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F-Fs TT Fω-Fm Lc2 
均二ーヲ viω=一一予一一， d=zpH=H2-HI，Z=17-HI (27) 

更に，これらの誘導量から各無次元化パラメータを (26)式によって求め，これを無次元化浮力 Vα*に

関してまとめた。

4-2-2. 実験結果

Fig.41は全相似模型の実験結果を横軸に浮力，縦軸に内包水の重量をとって表したもので，図中のO

は縮尺比1/2，ムは3/5，0は2/3，口は4/5の模型を示している。全相似模型に共通して，空気量が増加
すると内包水量は減少する傾向にあった。

Fig.42に，空気量によって変化した浮体形状と内包水量の関係を模式的に示した。同図のAに示す空

気量が少ない場合では，風袋が鉛直方向に引き延ばされ，比較的多くの内包水が浮体内に留まっている

ことが観測された。次に，同図Bに示す設計最大容積の半分程度まで空気を注入した場合では，浮体上

部が急速に拡張して設計最大投影断面積に近づき，内包水は，空気によって浮体下部の開口部から排除

され，また同時に，水平方向の拡張によって生じた浮体内容積の増加分だけ補給される。更に，同図Cの

A 
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Buoya皿y(N)

Fig.41. Rel抗ionshipbetween七hewater volume and the buoyancy me嗣ured.

B C 

Fig. 42. Typiω1 sh晶pechange of the floa七Wl七hthe 

au. 
A: Initial condiもion，B: Transit， C: G拙
fully poured. 

A B C 

Fig.43. Phoもographsof七he七ransitionsof scale-2/3 

model. 
A， B， C: Buoyancy of 107，270，845 (N) 
r倒pectively七oFig42. 
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空気量が設計最大容積に近づいた場合では，浮体は円筒型となってその上部形状は変化せず，内包水は

空気によって排出されるだけになる。この状態を縮尺比2/3の模型について水中撮影したものがFig.43

で，同図のAはVa*が16%，Bは37%，Cは113%の場合の形状状態を示している。

このように特異な，浮力に対する内包水量や形状変化がエアバッグに特有な性質であるかどうかを検

討するために， Fig.41に示したデータを (26)式で定義した無次元化量に変換して Fig.44に示した。図

中の口は全相似模型に対する無次元化内包水量 Vw*を， 0は無次元化浮体内水面距離Z*を表してい
る。図中の小枠から引き出した矢印が示す位置は， Fig.43に示した水中写真の各状態に対応したデータ

点である。同図から，vω*はVa*の増加につれて漸減し，空気がエアバッグ内に半分程度入った状態を
境界として急速に減少することがわかった。この境界値を定量化するために，任意の Va*で区分した
Vw*の2つの領域毎に 1次関数を当てはめ，両領域の偏差二乗和が最小となる Va*を以って Vω*の特

性が変化する境界値とした。同図中の実線はこの方法によって得られた 2本の推定直線であり，回帰式

は(28)式で与えられる。しかし，浮体と Fig.40の4に示すロードセノレ等の水中重量を支えるには，余剰

浮力(Viα*)が2%必要であり，それ以下では浮体が沈降するので浮力の計測ができない。このため，以

下の実験式の定義は Va*が2%以上となる。境界値の位置を図中の・印で示したが，その Va*の値は
44%である。この境界値は全模型に共通して同一であり， Fig. 42， Fig. 43に示した浮体上部の直径が最

大となった状態に対応している。

要紀産水大北

町品 (29.91-0.13 viα*; 2%豆Vα$孟44%
rω*エ 1
l39.82 -0.35 viα*;44%<Viα* 

(28) 

一方，Viα*によって顕著な変化を示した Vw*に対して，浮体内水面高さ Z*も任意の境界値で Vα*
の分割を試みたが，有意な差が認められなかったので Va*の全領域でZ*は直線回帰するとした。 Zホ

のVa*に関する回帰式を (29)式に示す。
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Z*二 18.19十1.09Va*;2%三五Vα* (29) 

Fig.45は，Va*に対する A*とH*の変化を，全相似模型について示した図である。同図の口で示し

たA*の遷移傾向は， v:ω*とVa*の関係と同様に，Viα*が特定の値で変化しているが，Viα*がこの境
界値より大きくなると A*は設計最大投影断面積にほぽ等しい値を示す。この傾向は，同図のOで示した

H*の遷移にも認められ，Viα*がこの境界値より大きくなると H*はほぽ一定の値を示すoA*とH*の

境界値は，それぞれFig.45の・印と・印で示した点にあり，その Va*は51%と46%となった。各ノfラ

メータに対する回帰式を (30)式および(31)式に示す。

A* = f 46.出+1.03防*;2%孟防*壬51%
197.24+0.03 VIα* ; 51%孟Vα*

H*=(3302-omw;2%豆陥*壬46%

l19.54 ; 46% < viα* 

(30) 

(31) 

以上の解析結果から，エアバッグ内の水面高さが空気量に比例して増加するのに対し，浮体の幾何学

的パラメータである投影断面積と浮体上部の鉛直方向の膨張率は，空気量が計画最大容積の 40~50% に

なるまで，それぞれ増加または減少傾向を示し，この境界値以上になると一定になることがわかった。ま

た，内包水量は空気量の増加につれて減少する傾向を示すが，この傾向も空気量が 40~50% の領域を境

として変化する。以上述べてきた浮力と水中形状の特性は，本研究で使用した模型と同じ相似則を持つ

エアバッグに普遍的な特性であると考えられる。

4-2-3. 考察

浮体の抵抗係数と慣性力を計算する上で重要となる最大投影面積と浮体内水量は，浮体内の空気容積

(浮力)によって変化するが，エアバッグのような軟式浮体と，硬式浮体ではその傾向が異なる。

(1) 売刻犬と内包水量

硬式浮体では形状は不変であるため，空気量の変化に従い，浮体内水量が減少し，無浮力状態では浮

体内水量は容積比で 100%，最大浮力状態では 0%となる。一方，軟式浮体であるエアバッグでは， Fig. 

44とFig.45に示したように外部形状および内包水量は空気容積が最大容積の 45%近傍を境界として

変化し，硬式浮子とは異なる特性を示す。特に浮力が少ない領域では，内包される水量が硬式浮体より

も少ないことから，浮体の慣性力は，この領域では大幅に減少するものと考えられる。

(2) 内水面高さ

エアバッグ空気容積の増加に伴う内水面高さ変化の特性について考察するために，エアバッグの最大

直径と長さに等しい円柱型 (Zc)，逆円錐型 (Zt)および球型 (Zs)の底部開放型硬式浮体の浮力と内水

面高さの理論値を比較したものがFig.46である。図の各軸は無次元化浮力 Vα*および内水面高さ Z*

で，Lfullは浮体上部から吊り綱の結節点、までの長さである。各硬式浮体の Z*はVα*に対して (32)式

で表せる。

Zc* = viα* 

*3ム(α2-3α+3)viα*-1+1 
α ，α二 L/Lfull (32) 

I (J， 4¥ 
Zs*=∞s~ 3 +百五)+0.5;側(θ)ニ 1-2Va*

図中のエアバッグの浮体内水面の Z*切片は理論的にはOを示す筈であるが，浮力と内水面高さの関
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係を実験式 (29)を用いて表しているので，前述の通り浮力 2%以下の状態では推定できないので，見か

け上の値である。浮力特性が推定不可能である 2%以下の領域を除くと，エアバッグの空気量に対する

内水面高さの変動は，底部開放型硬式円柱浮体の特性に近いことが分かる。しかし，空気によって外部

形状が変化し，底部のスカート部まで空気を充填可能であることから，いずれの硬式浮体にも当てはま

らない特性を示していると考えられる。

相似模型を用いた実験から得られた以上の特性は，同ーの形状比をもっェアバッグについて共通して

おり，エアバッグの運動抵抗や付加質量に関係するパラメータは空気容積によって一意的に変化するこ

とが明らかとなった。

4-3. 浮体部の浮力と運動特性

浮体と係留索によって構成された係留系の実験や解析は，これまで数多く行われてきた。しかし，エ

アバッグを用いた係留系には，鉛直方向の力学的関係に水深依存性を含むことから，他の係留系には見

られない係留特性を示す。本節では，この特徴的なエアバッグの鉛直方向の係留運動に着目した分析を

行い，実施設におけるエアバッグの取り付け方法や設計仕様の検討に必要となる，その流体力特性を考

察した。

エアバッグによる係留系に支配的に働く力は，波浪を起源とする水圧変動および流体力変動に求めら

れる。 2-2節に基づき 4-1節でエアバッグの浮力を 2，600Nと決めた。このため，波浪中での運動状態を

実物大で再現するには，極めて大がかりな実験が必要となる。このため本節では，模型則を用いた複数

の縮小模型によって実海域におけるエアバッグが受ける流体力を再現し，縮尺の大小によらないエア

バッグに特有の動力学的特'性の分析を行った。

4-3-1.理論的解析

水中で運動する物体には慣性力や抵抗力などの他に，物体は周りの水も伴って運動することになり，あ

たかも質量が付加された状態になる。また，まわりにある水に影響を与えながら運動し，その影響を自

分自身も受ける。
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静水中における没水球の加振実験でF.Oderら (1964)は，この運動の関係を付加質量力，抵抗力，運

動の履歴効果である Bass的効果で記述することによって，付加質量係数 C町抵抗係数Od，Basse七係数

Ohを求めた。

本節では，同様な現象が現れる静水中で加振されるエアバッグの運動に，この方法を適用して各流体

力を求め，その流体力係数を算出することとした。

対象とするエアバッグ模型に関する形状および、実験条件のパラメータをFig.47に示す。

解析対象とした静水中で鉛直方向に正弦加振されるエアバッグの力学関係を， Fig.48に示す。解析に

あたり，エアバッグ内の空気は等エントロピ的に変化し，鉛直方向 (z方向)運動が卓越し，水平方向 (x

方向)運動成分を本研究では無視する。また，加振振幅は水深に対して微小であるとし，水深が変化しで

も投影断面積dの変化は無視できるほど小さし懸架ロープのたるみは無視した。

よって， Fig.48に示す鉛直方向に強制的に加振されているエアバッグの運動は，エアバッグの運動に

よる慣性力を Fi，エアバッグが受ける水の抵抗力を Fv，エアバッグの運動による Bass的効果を Fh，浮

力の水深依存性による復元力を含むエアバッグの余剰浮力を Fb，加振外力を F副とし，振動の平衡水深

( zo)まわりで構成すると (33)式で記述できる。

F側二Fi+Fv+Fh+Fb (33) 

ここに，F酬は索張力fである。慣性力である Fiの成分は次のように記述できる。

Fi二例祭+ρOmVμ132 (34) 

右辺第1項はエアバッグの慣性力で，エアバッグに内包される水はエアバッグと伴に加振されると考え

ると，質量 m はエアバッグの質量とエアバッグに内包される水の質量であり pVw+(W即 jg)である。第

2項はエアバッグの運動に伴って起こる付加質量力である。 zは加振の鉛直方向変位である。上式を整理
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すると次式を得る。

Fi=ρIViω+W坐+のVuu142. Lρg  r--Jαr 

(33)式の右辺第2項の抵抗力 Fvの成分は次のように記述できる。

1~ ，dzldzl F戸::Od oA w，~ I一一Idt' 2 ~ a /J'. dt I dt I 

F.Oderら (1964)は没水球の加振実験でBasse七効果れを次の式で求めている。

日 hR2/可語長

[XXXXVII，2 

(35) 

(36) 

(37) 

ここで，Rは静水中で加振する球の半径， μは水の粘性係数 (μ=ρ11)，t'は時刻 tからの微小時間経過後

の時刻を示しめす。上式をエアバッグに適用するため R2/云示の部分を Aで表現すると次式を得る。

R2/玩 =4aヲ=ρ'AR
Fh=Oh pARI.~。罪判 (38) 

エアバッグの余剰浮力 Fbは次のように記述できる。

Fb=ρgv，α+(Wair-Wwa耐) (39) 

Vα は水圧によって変化する。平衡水深 (zo)まわりで線形化すると浮力 (Fb(z，)) の線形化式として次式

を得る。

Fb=ρgVao- z I 十(W即 -Wu叫肘)X(Zo+(ρg)-l) 
(40) 

上式の第1項と第3項の和は加振前のfと等しいので，加振中は第2項の値がzの変化に従う。
以上で静水中のエアバッグの鉛直振動運動が記述できる。尚， v，αの量に相応して変化する各式中の
Vw，恥1l，Aは前節の実験結果 (Fig.44， Fig. 45)を使う。実験ではF.Oderら (1964)の実験にならって

正弦加振を行うことから，ある時刻 tにおりる加振の変位z，速度九加速度5は次式で求められる。

Z(t)=(会)si恥・ t) (41) 

よって，Ft， Fv， Fh， Fbは各々次のように変形される。

.目・"' 目

Fi二一ρhc.J21Vw+ ':~竺+仏恥 Isin(ω ・ t) (42) “ Lρg  r--J 

Fu=tcdρh2 W2  A co伽・ t)I cos(ω ・t)1=占Odρh2w2 A[凶山・ t)J (43) 

但し，複合正はO豆t<t/4，3t/4三五t<l，複合負は t/4孟t<3t/4である。
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序 (t z.( t') J.， _ rv 庁 (t -(:)ω2 sin(ω ・t')
Fh=Ch ρム~I ニ止~dt'ニ Ch ρA‘一号 l

、 π )to~O.;r=子 炉可 π)-∞~O .;r=了

二 }ρhω2仇Asf言(sin(ω ・t)-COS(ω ・t))

二十ρhfωfi:(J2cω(ω ・t+:)) 
= 士山tChA/VcoS(ω・t+:) 

sin(ω ・が
FbニρgVa(t=0)-q -11、+(Wair-Ww伽)

Z(O)+(ρピ

(44) 

(45) 

Fi， Fv， Fhの各運動成分は加振周期の 7l"/4毎に零値を交番的に示す。このため，加振周期に対して π/4

毎に計測した索張力かられの値を号|いた値によって，各成分力は Cm，Cd， Chを未知数とする簡単な 1

次式で表せる。よって Cm，Cd， Ch は (33) 式に (42)~(45) 式を代入した 3 元 1 次式群の最小 2 乗推定量

として求めることができる。

4-3-2. 実験的解析

波浪場や流れ場におかれたエアバッグの受ける慣性力や流水抵抗力などの流体力特性は，水深zと浮

体内の空気量 Vα によって変化する。水深や浮体内空気量別に実物のエアバッグを用いた実験を通じて，

流体力係数である Cm，Cd， Chの特徴について Reynold's数や Keulegan-Carpen旬r数など流体の無次元

化量について整理すれば，エアバッグの流体力学的な特徴を求めることが可能である。この知見は，エ

アバッグによる係留系の動的安定性を数値シミュレーションによって再現する場合に有効であり，浮沈

装置を実海域へ敷設するときの設計仕様と設置方法を定める上で重要な手がかりを与える。しかし，水

深数十mにわたって水深や加振速度や振幅を変えた計測を行うことは，実験装置を製作することが実際

上不可能であり，実現は困難である。このため，各流体力係数を求めるためには，加振力や水槽の大き

さを小さくした模型実験を行う必要が生じた。

一方， 4-2節の静的実験の解析結果から，所定水深におけるエアバッグの運動抵抗や付加質量に関係す

るパラメータは浮体内の空気量 Vα によって一意的に変化することが分かつている。このため，浮体内の

空気圧力Pは水深によって変化するものの，エアバッグの力学的平衡関係は Vα によって一意に求めら

れることから，v，αが同一であれば，水深の深浅を問わず同ーの流体力が作用すると考えられる。よって，

エアバッグの動力学的流体パラメータは，比較的水深の浅い鉛直水槽内に水没させたエアバッグの鉛直

加振実験の計測結果から計算することができる。

実験に先立ち，エアバッグの鉛直方向運動を無次元化して，求めた相似則からエアバッグの系統模型

を製作した。静水中でこの模型の浮力を変えながら正弦加振させ，模型内の空気圧と索張力を測定した。

その後，前節の関係式から C町 Cd，Chを算出してこれを整理して，エアバッグの流体力特性を調べた。

(1) 無次元化

形状相似より， Fig.47に示した物理量のうち，浮体の形状パラメータと吊綱のパラメータである D，

Ds， Ls， La， Lbは浮体直径Dで代表でき，Pは水面から浮体内水深によって一意に定まる。これらを考

慮し，B悦 k仇ghamのπ定理に基づき，鉛直方向に運動するエアバッグの力学的相似則が成り立つよう

に，物理的支配方程式を求めると次のようになる。

φ(D， d， Va， Vw， h， w， a， T， Z， P，ρ， g，同 x，t， E)=O (46) 
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上式より次式に示す無次元量 (7r)が誘導される。

Z h d viαVω p 
π1二百'町二万， 7r3二百'町-D3' 7r5= Va'町二 E'7r7=T'πs=x' I 

(47) 

π w三 一竺旦7r"=12笠7r 竺Zπ 旦1
9-gD'fE10v '品11 P'品 12-D ' "13一αD

上式の町~7r13 はそれぞれ Froude 数2 (以下Fr数)， Re戸101d's数(以下Re数)， Euler数， Keulegan-

C紅penter数(以下K.c.数)， Ac.数であり， Fr数とRe数が含まれるため，このままでは全ての πを満
足する模型則は見いだせない。しかし，対象とする現象のうち Fr数は浮体が水没している状態であるこ

とから，これは造波抵抗に関するものではなしむしろ水深に依存する浮力と慣性力に関するパラメー

タと考える方が妥当である。よって Fr数中に現れる代表長さ Dは，水深Zに置き換えて，空間的に模

型則を緩和した。さらに，模型実験では浮体を正弦加振させることから，振幅と周期および変位速度の

代表値(最大値)の関係は，

旬'max
d[h sin(ωt)/2] Iωh  
dt 回 x 2 

(48) 

となるので，速度に関する πの項には w皿 =ωh/2を，加速度に関する πの項には αmax-ω2h/2を代表

値として用いる。以上の関係から， 7r9~π13 は次のように変換される。

π 竺旦三-~笠 π w盟主_ whD 
gZ - 2gZ ' "10ν 2v ' 

z 一辺正一旦些- 2EZ z杢
11ρgZ - 4gZ'品12-2D -D' 

w皿恒 2h
7r13-(W2 h/2)D -D 

(49) 

ここに T=2π/ω である。エアバッグの水中での鉛直方向運動を表す無次元パラメータは，dについては

全模型で d/D が 0.2~0.4%であり物理的現象に対する影響は少ないと考え，実物と等しくした。また，

相似化が困難である Eはd/Dの影響が少ないとこの影響も少なくなるので，実物と等しくした。

以上の仮定と代表値から，模型に関するパラメータには“/"をつけて表わすと次のような無次元化量

聞の関係が得られる。特に無次元化量には明示的に“*"をつけて表した。

Z Z Z' πn==争 --nr=争D*=Z*D~ D-D 

h h' 
7r2 ニ π12π13 宇一-~-争D*=h*D-D 

d d' π 今一---nr-争D*二 d場D-D 

=宇DホニZ*=h*=d* (50) 

上式からK.c.数の 7r12，Ac.数の π13は，形状相似によって相似側が満たされていることが分かる。

町二JトD吋二Va*I 
(51) D*3= VIα*= VW* ト=宇

π5=JトD本3=Vが|
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(55) 

上式によって Fr数の町と Euler数の7l'1lは同じ相似量を表していることが分かる。

π204FL1=ω*・h*・D匂
..v 

1=ω$・D*2 (56) 

ここで，全ての力学的・幾何学的相似則を満たそうとすると， (50)式の結果である D*ニZ*ニ炉と，

(55)式の結果である Z*=ω叫・D叫に矛盾が生じて，各無次元量は 1，即ち実物模型でなければ相似則

は満たされないことになる。

しかし，D*=Z*=ドは水深と形状に関する単純な幾何学的相似に置き換えることができる。よって，

水深に合わせたエアバッグモデルの大きさと加振振幅を変更すれば全ての模型則が成り立つことにな

る。このようにして，Z本二ω*2・D*2に現われた相似則の矛盾はスケール別モデル毎に水深と加振振幅

を変えることによって緩和することができる。

これらの相似関係から最終的にエアバッグの力学的特性は，引と π5からの Vw/Vjα比， 7l'1OのRe数，

7l'12のK.C.数によって特徴づけられることになり，各スケール毎に設定した加振条件から得られる。流

体力係数はエアバッグの持つ統一的傾向と考えることができる。

(2) 相似模型と実験方法

Table 8は北海道沿岸の垂下式養殖施設のある海域での 1/3有義波高の報告1)であり，各海域の波の分

類は波長と水深から浅海波に該当する。本実験においても本表に基づいて浅海波の海域でエアバッグが

標準的設置水深 10mのときの条件を与えて各モデル別に実験条件を設定した方が，実海域の使用状態

における流体力係数を求めやすい。

しかし，実験に用いた加振機の能力は加振周期 T= 2.5~25 sec，最大振幅:h=0.5m，最大加振力980

Table 8. Signi宣.can七waveHI/3 (1973). 

Observation point Wave height (m) Period (soo) Wave length (m) Depth (m) 

OKUSIRI 5.0 9.0 99.8 15 

KAFUKA 4.2 7.2 80.9 20 

FURUBIRA 6.5 12.0 224.6 20 

BIKUNI 7.1 10.4 168.7 20 

SYAKOTAN 6.5 12.0 224.6 40 

Covered range 4~7 7~12 80~220 15~40 

1) 北海道地方の港別沖波諸元(昭和48年).北海道水産部振興計画課。
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Table 9. Conditions of experimen凶1.

D* h(m) ZD(m) ω(Hz) T (s田) L(m) ZD-Z (m) 

1/1 0.5ω 1.50 0.050 20.0 0.65 0.600:th/2 

4/5 0.4ω 2.34 0.078 12.8 0.52 1.624土h/2

2/3 0.333 3.38 0.113 8.8 0.433 2.776土h/2

3/5 0.300 4.17 0.139 7.2 0.39 3.627:th/2 

1/2* 0.250 6.00 0.200 5.0 0.325 5.550:th/2 

場The1/2-scale model is noもinuse for七heexperiment 

Nであり，使用する水槽の水深も 6mであることから，実験条件に大幅な制約がある。このため，前小

節の相似則を用いても本表の海域に相当する実験を，全てのパラメータに対して行うことはできない。

よって，浅海波の条件に当てはまるように加振機能力と水槽の大きさから，先ず 1/1の自己相似モデル

の実験条件設定を行い，他の縮尺モデルは 1/1モデルに与えた条件から相似則に従って， Table 9に示す

ように与えた。同表の各実験条件は前小節の無次元化量の代表値から次のように算出した。

h'=h. D*， Z'=ー互〆=~~o. T'二 T • D *. L' = L • D * 
出 D*2' (57) 

尚， Table 9の1/1モデルの実験条件は浅水波の鉛直方向水粒子速度を求める理論式から，実海域で計測

されている平均波長 150m，平均周期 10sec，平均設置水深 30m，エアバッグの水深 10mとすると，波

高は 3.5mに相当しており，実測平均波高5.0mよりは若干小さな値となっている(農業土木学会水産土

木研究部会， 1980)。しかし，本実験では静止流体中でエアバッグだけが振動することになるのに対し，実

海域においては波浪場中の水粒子とエアバッグが共振する周波数以下であれば， 3.5m以上の波を作用

させたことと同じ条件を与えたことになる。実海域の平均周期が 10secであるのに対して相当する実験

周期が20secであるのは，エアバッグの水深地点で水粒子の鉛直方向移動振幅 1mを実験では 50%を

加振振幅0.5mとしたため， (57)式の第4項によって相似化された結果である。 Table8から大きくは

ずれない浅海波に相当する実験条件がTable9に定められたと考える。

加振実験に先立ち，各相似模型の浮力と重量を計測した。実験は Fig.49のAに示すように直径5m，

水深6mの水槽中に，ロードセルを取り付けた系統模型を水槽底部の滑車を介し，先端が加振装置に取

り付けられたワイヤーロープで懸架した。実験条件範囲内であれば加振装置はこのロープを介して，模

型に波形変位の生じない正弦加振を与えられることを予備実験から確認した。得られた模型則に従う加

振実験の系統模型と設置水深を，模式的に Fig.49に示す。

エアバッグ内の空気量(浮力)と水深を Fig.49のBに示した条件設定した後に加振を開始し，加振

中のエアバッグの索張力，および、エアバッグ内部の空気圧の変化を同図の 3に示すロードセルと 4の圧

力センサで計測した。

4-3-3. 実験結果

測定データは Fig.50のAに示すドットで表したイメージで得られる。図中の縦線は加振のOクロス

点を加振機のレパ一部に取り付けたセンサの信号によって取り出したものであり，時系列データの時刻

情報を与えている。図の下側が変位量(水圧)を，上側が張力値を示している。このような電圧信号を

各々校正して整え，解析のために同図Bのような系列に再収録し直した。同図中の曲線は，測定データ

のノイズ成分を緩和するためにかけた，重みづけ 21項移動平均の値である。
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A 

Fig. 49. Schem抗icdiagram of七heperpendicular oscillation民抗 according七hemodel theory. 

A: Arrangement of七heexperimenもdevice，
B: Loc叫ionand oscillation r岨 geofぬescale models. 
1: Oscilla七ionmachine， 2: Pulley， 3: Tension gauge， 4: Pressure gauge ωge七七hein七er乱lr
pressure， 5: Stainless sもeelwire cable (.p 6 mm) . 
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Fig. 50. Scheme ofぬefrequency analysis of the叫 quireddigital da七aby moving average meぬod
A: Me唱.suredvalue， B: Smooも，hedcurve by moving average. 
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高周期成分を除去した張力の移動平均値から位相ずれを最小残差法で推定し， (33)式の F叫に相当

する測定張力値Fm掛から (45)式の余剰浮力れを引いたものを「慣性力+全流体力」である Fi十Fり+

れと見なし，静特性実験から得られた Vα から得られる形状特性値を (42)~(44) ら式に代入して，各々

の流体力係数は，前小節で示したように 3元1次式群の最小2乗法によって求められる。

この結果， Om は 0.6~2.1 ， Od は 0.1~3.9 の範囲で得られたが，これらの値は極めて大きいバラツキを

示した。また， Bass的効果による流体力 Fhは，の大きさ (v=lXlO-6)によって他の流体力に対して 1/

1，000程度の大きさとなることから，エアバッグの運動では無視できる値であることが分かつた。このた

め以下の解析では，主に C隅，Odに関する特性だけについて着目した。

C隅 ，Odを，エアバッグに内包される水の量と空気量である引と引から求められる無次元量 Vw/Viα

に対して表したものがFig.51である。この図からも判別できるように，索張力 F酬が小さく加振速度の

速い小型モデノレにおいて Om，Odのバラツキは顕著に現れている。同図で Vw/Vαが小さいときは Vα が

大きく ，Vw/Viα=0.04付近のエアバッグ形状は Fig.42のCに示す円筒型になっている。逆に，v，ω/Va

が大きいときは Vαが小さく ，v，ω/Viα=9付近では Fig.42のAに示すエアバッグが引き延ばされた形

状となっている。さらに，v，ω/Viαニ0.55付近は Fig.42のBの逆円錐形状となってい品。これらの形状

には大きな違いがあり，エアバッグの後流領域の形成が異なったために， Om，Odの値に明らかな差異が

現れると考えられる。しかしながら，両係数の示す全体的な傾向は，形状による差がなかったことを示

している。

Fig.52にはK.c.数に対する Om，Odを示した。加振振幅hと代表長さ Dの無次元量である7C12の

K.c.数は Table9の実験条件では 0.7付近である。それ以上大きいものは， Fig.51に示した Vω/Va=
0.55より大きい場合であり，エアバッグの浮力が小さい状態、に関する値を示している。K.c.数に関する
Om，Odについては，値のバラツキが大きく明瞭な傾向は論じられないが，それぞれの値は一定に近いこ

とが全体の傾向から判断できる。このため，Vw/Vαに対する傾向と同様に，浮体形状や加振周期によら

ず一定の Om，仇を示すものと考えられる。

Fig.53は加振最大速度 wmax，Fig. 54はRe数に対する Om，Od，を表している。両流体係数は加振周期

T や加振速度 dが大きくなると減少する傾向を示す。同図から Re 数は 10，∞0~40，0∞の範囲であるの

で，静止水中で動くエアバッグの後流は乱流となっていると考えられる。但し，実験条件の制約によっ

てRe数の計測範囲は狭心今回の実験から得られたRe数に対する Om，Odの傾向が，任意の速度領域

において成り立っているかは定かではない。
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Cmは，Fig.52からバラツキは大きいがK.C.数の大きさによらずほぽ1.1の値を示し，Cdはバラツキ

が C隅よりさらに大きいが， Fig.52からK.C.数に対してほぽ1.5を中心に分散していたので，本実験条

件範囲での留系のシミュレーションでは C隅は 1.1，Cdは1.5を用いることにした。

4-3-4. 考察

全模型において，基本周期に変化は見られなかった。また，浮体が満気状態になるにつれて各種流体

力係数はポテンシャル理論から得られた球形浮体の値に近づいたが，抵抗係数は全模型にわたってバラ

ツキが大きく，円柱や立方体の受ける抵抗力に近い平均値を示した。

加振変位と張力位相関係が逆相となるため，浮力分を張力から除いた後に得られる流体力を正確に求

めるためには，今回得られた張力データのS/N比は低すぎ，加振周期と振幅が長いケースに対する流体

力係数しか求められなかった。また，微小な値となった仇は， (44)式からも他の力と比べて非常に小さ

い値であったことが分かつた。今後の実験では，何等かの方法でエアバッグの振れまわり運動を制限し，

牽引ワイヤーロープ長を短くした後，電圧信号を電気的なノイズフルターを用いて処理する必要がある

と考える。このように実験方法の検討が必要であるが，Re数が等しい限り流れは相似であるので， Fig. 

54のRe数に対する Cm，Cdがほぽ同一範囲に存在する傾向を示しているので，本実験条件範囲に限っ

て各模型の相似性は保たれていると考えられる。

F.Oder らの実験結果では，加振変位と測定された流体力聞の顕著な位相ずれが O~7l'/4 の聞に認めら

れるたものの，各変位は同相となっている。これに対して本実験から得られた変位(水深の変化)と測定

張力の関係は，どのモデルを用いても逆相となっており，大きな位相ずれは生じなかった。このことは，

実海域の波浪データに基づく今回の実験条件範囲内では，エアバッグの運動に対して動的な流体抵抗力

である Fi，Fv， Fhよりも，むしろれで表した静的な力(浮力)の効果が支配的に働いており，エアバッ

グの設計と現場への応、用では，浮体容量と設置時の空気量を重点的に管理すれば良いと推察された。

4-4. 浮体部の係留特性の解析

延縄式養殖施設の係留状態に大きな影響を与える幹綱端点周りの力学的平衡関係について，数値シ

ミュレーションに基づく大域的解析を行った。

力学モデルはエアバッグと同等の物理的ノfラメータを与えた仮想的な等価球形浮子についても与え，

エアバッグの特性と比較した。定式化に際しては，現状の養殖施設の設計仕様を考慮し，水深はアンカー
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Table 10. Calculation condition abou色白econs七ructionof a considered faciliもy
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ロープに比して小さく，鉛直方向の復元力が線形近似できるものとした。解析は，鉛直方向に運動する

自励振動系における相平面解析を中心に行い，微小振幅波中の強制振動系について RKG5法による数値

シミュレーションを行二った。

4-4-1. 解析対象と支配方程式

一端のアンカーロープとその端点上の浮子の釣り合いについて解析を行った。解析対象施設は， Table 

8に示された海域に設置されている標準的条件のホタテガイ垂下式養殖施設とし，その仕様は Table10 

に示す。また，解析対象のエアバッグは Table7の1/1モデルである。

基礎方程式は 4-3節と等しいが，ここではエアバッグの静的な浮力特性を明らかにするための自律系

じ外力との応答関係を調べるための基礎的な強制振動系に分けて与えた。

一般にアンカーロープが浮子に与える下向きの沈降力は，ロープがアンカ一点において海底付近に近

づきながら立ち上がる程大きしその大きさは浮体係留索系のカテナリー関係から求められる。本シ

ミュレーションで用いた係留索の形状と力学関係は， トートカテナリーに対する放物線ケープル理論で

近似した。また，係留索の静的平衡水深は浮子の余剰浮力とロープおよび養成綱1スパン分の沈降力か

ら求められ，動的な安定点はこの周りに存在することになる。

推定に用いた波浪外力は微小振幅波で表される浅海波の作用に起因するものとして考えた。T油le9の

記号を用いて海底深Zh度における水深Zsでのその鉛直方向速度成分ωを表すと，以下のようになる。

h sinh(k(ZS+Zh)) 
一 初日(ω ・t)
7! T sinh(k・Zh) (58) 

ここに ω二 2π/T，k=2π/Lとする0

4-4-2. 解析結果

エアバッグの浮体体積と断面積は，内部の空気量をパラメータとする水深依存性を示すことが4-2節

の浮力と浮体形状で明らかになったが，この特性は Table6にも示すように軟式浮体に共通する性質で

ある。

しかしながら，底部開放型であるエアバッグでは，設計浮体体積を超える空気の供給があっても底部
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20 

16 

Fig. 55. Calcula七edもr句田ωryof七hevirtual sof七宜oa七onthe phase plane under the condition拙七able10. 

開放部から空気が排出される構造 (Fig.38)となっているため，ある水深で力学的平衡関係が分岐して，

運動状態が変化してしまう非線形的要素も持っている。この現象を相平面上で示した図がFig.55であ

る。同図のAは密閉型軟式浮体， Bはエアバッグの例で，エアバッグが底部開放型であることから平衡

水深(エアバッグの吊り綱を含め 9m点)で周期アトラクターが存在するのに対し，密閉型軟式浮体で

は存在しない。両国は平衡水深で釣り合いを保っている浮子係留系を相平面上の任意の点で解放した

場合の， トラジェクトリーを表したものであり，左端が海底面，右端が海面を示している。横軸は海底

面からの高度をとっており，従軸は各高度における浮体の鉛直方向速度を表している。

密閉型軟式浮体は平衡点を運動の原点としない限り，その近傍で僅かな速度成分を持つため，どの様

な状態からでも水面に浮上してしまう可能性が高い。特に平衡水深が浅いほど， (41)式に表す浮力の水

深依存性が運動に支配的に作用する。このため，密閉型軟式浮体を一定水深に維持することは点リペラー

性が強く現れる結果から，通常の密閉型硬式浮体に比較して困難であると考えられる。一方，深度9mの

平衡状態となっている開放型軟式浮体であるエアバッグは，水深 7~8m間で僅かに Fig.47 の Ds から

エアプローして浮力を減ずるため，それ以上の浮上は行わず9.3m深程度で平衡する。よって，施設係留

のために軟式浮体を用いる場合は後者の開放型軟式浮体を採用すべきである。

(1) 垂下重量の変化による係留特性

Fig.56とFig.57は平衡水深でエアバッグおよび，エアバッグと等価な形状特性を持つ硬式浮体の大
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匝通蚕副
A:Ca腸。f也.1，441N load副 ba揖凹.nditi。乱

Calct由旬d七日jecωryofもhehard fioa七onぬe
phase plane under七hecondition as table 10. 

|TheAirBag I 
A:Ca皿 of曲.l，441N load副曲.b嗣@回nd雌岨.

Fig.57. Calculaもedもr句ecωryof七heair bag on七;he
ph拙 eplane under the condiもionas table 10. 

域的挙動をそれぞれ相平面解析した図である。図中Aの場合の曲線は局所線形化した係留方程式を，施

設の設置水深 30m，幹綱の離底距離20m，垂下物重量 1，411Nを平衡させる状態で解いた場合の特性曲

線群であり， Bはその2倍の荷重が作用した場合，cは3倍の場合について計算したものである。各軸の
意味は Fig.55と同一である。

平衡点での Fig.56のAの密閉型硬式浮体は直径O.5m，浮力 1，960N程度の大きさであるが，海面に

初速度om/secで置いたとき，沈降速度 2m/secで沈降し，海底面に静かに置いたときは1.5m/secで浮
上し，水深 10mに存在する平衡水深に収束する。垂下物重量が2倍になった Bの場合，全体のトラジェ

クトリー形状は変化しないが，平衡水深が 19mラインにシフトする。さらに，垂下物重量が3倍になっ

た同図Cでは，平衡水深は海底近くの水深28m付近に移るが，係留系に対してはまだ余剰浮力を与える

ことができている。

一方， Fig.57に示したエアバッグは，設定水深以浅では膨張した浮体内部の余剰空気が海中に放出さ

れるため， Fig.56のAに示すような密閉型硬式浮体と同様なトラジェクトリーをたどる。ただし，平衡
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水深まわりの収束速度は密閉型硬式浮体の 6割程度となっており，振動減衰は硬式浮体程早くはない。こ

れは見かげの減衰力項が小さく，振動エネノレギーの発散が起こりにくいことを意味しており，浮力の水

深依存性が減衰力を打ち消すように働いていることを示している。よって流体力が作用した場合には，浮

体の動的安定領域が狭くなる可能性がうかがえる。同図のBとCは各々垂下物重量が2倍と 3倍になっ

た場合の解析結果であるが，平衡水深が密閉型硬式浮体よりも深くなっている。これは復元力として働

く浮力が平衡水深の増加に伴って指数的に減少するためである。特に重量を 3倍にした Cの場合は，相

平面内のどの位置にあってもエアバッグは海底面に転落し，施設に浮力を与えることはできなかった。こ

のことから，エアバッグによる係留は垂下物重量の増加に対して，硬式浮体よりも浮力に関する余裕が

小さくなる傾向にあることが分かつた。

(2) 波浪による係留特性

前節のシミュレーション結果は静的平衡の特徴を表したものである。本小節はこの静的平衡に達して

いるエアバッグによる係留系に波浪外力を与え，最も振動振幅が大きくなる固有振動周期における施設

の状態をシミュレーションで再現してみた。

Fig. 58， Fig. 59は波高 3.5m，7mの浅海波が波浪外力として作用した場合のエアバッグのトラジェク

トリーを示したものである。波形勾配は 3.5%と14%であるが，同ーの勾配でも波高が高くなるとトラ

ジェクトリーの最下点水深が大きくなっており，エアバッグの水深依存性が効いていることが推測でき

る。また，波形勾配が 14%の場合を見ると，エアバッグが沈降しはじめると，波浪周期の長い方 (14sec) 

がより早い速度で海底面に近づいていく。何れの場合でも，平衡水深にあったエアバッグが沈降するに

つれて平衡深度を回復するまでの位相が遅れて行き，徐々に振幅上限深度が増して施設が沈降してしま

う様子が伺われた。この傾向は波長が短く波高が高い程顕著に現れ，波周期にはあまり影響されないこ

とが分かる。
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結局，波浪場中の水粒子運動がエアバッグの鉛直運動に影響を与え得る水深に置かれた本タイプの係

留系は，動的にも不安定な状態に移行し易い傾向にあることが分かつた。

4-4-3. 考察

相平面解析から，流体力学的特性による運動に卓越して，浮力の水深依存性がより強く現れるエアバッ

グの特徴が定性的に求められた。このことからエアバッグによる係留系によって適正水深を維持するた

めには，浮体の海底転落に際しでも施設が浮上可能となるように，余剰浮力を初期的に与えておく必要

があることが明らかとなったと考える。またこのことは，垂下物の重量増加に対して敏感な平衡水深の

シフトを予め防止することにもつながる。一方，平衡水深から浮上を開始しでも， Fig.55のAのような

密閉式硬式浮子が示す急激な「吹かれ」はエアバッグの場合は生じない。しかし，軟式浮体である以上，

水深に対する浮力感度の高い 20m以浅の深度に置かれたエアバッグは，僅かな内部空気量の増加に

よって平衡水深が海面側に大幅に変わる。

以上の実験と解析を通じて，エアバッグを用いた延縄型養殖施設を係留するためには，垂下物重量よ

りも大きな余剰浮力をエアバッグに持たせ，この余剰浮力を相殺するようにカウンターウェイトを海底

面まで垂下したペンデントロープに取り付けて，幾何学的拘束を与えておく必要なることが分かつた。ま

た，ペンデントロープ自体に長さ方向に適当な重量勾配を持たせておけば，前節で述べた浮力項 Fbの水

深増加(減少)に対する非線形型的減少(増加)効果を相殺することもできると考えられる(岡島ら，

1997)。このため，所期の水深に幾何学的に施設を維持するだけでなく，任意の水深にこれを移動させる

ことも可能と思われるが，その場合の水深維持特性に関する分析は今後の課題である。

以上の本係留系に対する特徴と，一定の施設水深にこれを敷設する方法の妥当性は，次章で行った実

規模施設の実海域試験から検証されるべき内容となった。
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5. 浮沈装置の実海域試験

本章では，前章までに行ってきた構成要素毎の設計と性能試験に基づいて，浮沈装置を試作し，その

動作を浅水深の水槽試験により確認した。この試験で所定の装置動作を確認できたので，垂下式養殖施

設を用いた実海域での耐久性試験および動作試験を実施した。1養殖期間にわたって行った結果，浮沈装

置と係留系とを組み合わせた浮沈システム(以下，浮沈システム)は当初の設計基準を満たすとともに，

第2章で規定した新しい水深調節作業に充分適用できる可能性のあることが分かつた。

最終的に，この海域試験で明らかにされた部材の腐食に関する問題に対処した後，作業環境が最も厳

しい冬場の操業において，省力化効果とホタテガイの成長に関する試験を実用規模で実施した。

5-1.浮沈装置の仕様と水槽試験

前章までの分析結果を基に，個々の要素機能を組み合わせた浮沈装置の設計仕様を決定し，プロトタ

イプモデルを製作した。このモデ、ルの動作性能を水槽試験でー確認した後，実垂下養殖施設に通年取り付

けて，機械性能の劣化の有無や使用環境下での課題の摘出を行った。

5-1-1. 浮沈装置の仕様と浮力調節機構

前章までに決定した浮沈装置の仕様を Table11にまとめて示し，Fig.60にそのシステム構成を示した

(松村ら， 1991;宮嶋ら， 1988)。この仕様に基づき動作確認用のプロトタイプモデルを製作した。 Fig.61

は使用例の模式図であり，船上に設置した空気供給機を操作してエアバッグの浮力を調節している状況

を示している。

Table 11. Specification ofぬesubmersib1e sys七emdriven by compressed air. 

F10at (Air bag) 

Pressure 
actuation type 
V品1ve

Rubber hose 

Air supplier 

Size 

Buoyancy 

Ma七eria1

Mass 

OperaもlOnpr，田sure

Ma七eria1

Operation dep七h

Mass 

Size 

Ma七eria1

Resisting pr田sure

Pressure vesse1 

Reducing va1ve 

Dia': 720 mm， Height: 650 mm 

9O~2，600 N (max) 

PVC-Tarp乱u1in

5.5kg 

Low: 490 kPa， High: 1，470 kPa 

Engineering p1as七icsand s七乱.in1esss七ee1

0~30m 

1.0 kg 

Inside Dia': 6 mm， 30 m 10ng 

Armored NBR十SBR，Trim NBR and Padded CSM filament 

5周OkPa(m拡)

Vo1ume 

Low 

Primary stage 

8e氾:ondary

F10w rate 

Primary stage 

High Secondary 

F10w rate 
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3m3[norm品1]/14，700kPa (m阻)

20，580 kPa (max) 

980 kPa (max) 

7.0 X 10-3 m3/s田 [norma1]

20，580 kPa (m阻)

2，450kPa(m阻)

7.5 X 10-3 m3/蹴 [norma1]
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Fig. 60. Schematic diagram of the submersib1e sys-
tem driven by compressed air. 
1: Pressure vesse1， 2: Air supplier， 3: 
Rubber hose， 4: Air bag， 5: Auxi1iary 
fl.oat， 6: Re1ease part， 7: Universa1 joint， 
8: Pressure ac岡山ontype va1ve， 9: Self-
sea1∞up1er， 10: Weight. 

Fig. 61. App1icaもionexamp1e of七，hesubmersib1e sys-
七em.

A マ B て7 C マ

i守 中市J

TT  
Fig.62. Re1叫ionsbe七ween由eair bag movemen七sand the ∞n位。1va1ve s七atewith air b10w dir凹もlOn.

A: Increasing air bag's buoyancy by七he1ow-pr田sureair (490 kPa) supp1ied， B: Keeping on the 
fi.xed buoyancy wi七houtva1ve action， C: Decreasing buoyancy by七hehigh-pressure air (1，470 
kPa). 

本プロトタイプモデルの浮沈動作の概要を Fig.62に示す。この図は 3-2節で設定した水深調整弁の作

動状態と，エアバッグ内の空気量の状態(浮力変化)との関係を対比して示してある。以下に，想定した

浮力調節機構と浮体部および懸架物の上下動の関係について記述する。

浮沈システムの水深調整弁は設置後同図の Bに示す浮力保持状態にある。このとき水深調整弁の各部

は閉じられ，エアバッグ内の空気が保持されることによって一定の浮力状態が得られる。この浮力保持

状態は，ゴムホース内の空気の有無や水圧の状態に関わらず，浮体内の空気量が維持できる自己保持機

構によって維持される。このため，海中に設置したホースや付属する配管部品が何等かの原因で破損し

ても，施設水深の保持が可能である。

施設を浮上させるために浮体浮力を増加させる場合には，船上の空気供給機から低圧空気を供給し，プ

ランジャを作動させて注入ポートを聞き，エアバッグ内に空気を注入する。このとき同図のAに示す浮

-140 



2鵬] 松村: ホタテガイ垂下養殖施設用空気式浮沈装置に関する研究

Fig. 63. AITangement of the equipment for七，hepre-
1iminaryぬst.
1: Pre泡sure vesse1， 2: Air supp1ier， 3: 
Rubber hose， 4: Air Bag， 5: Pressure 
a瓜uationtype va1ve， 6: Fixed pulley， 7 
Tensioning rope， 8: Load cel1. 

Fig. 64. The ho1ding ∞ndition at the buoyancy of 
686N 

力増加状態となり，浮体浮力の増加に伴って施設は浮上を開始する。必要な浮力が得られて施設が所定

の水深に達したら空気の供給を停止し，プランジャ室内の圧力を低下させる。プランジャが注入ポート

を閉じると，水深調整弁は Bに示した浮力保持状態に自動的に復帰する。

逆に施設を沈下させるために浮力を減少させる場合は，空気供給機から高圧空気を供給する。このと

きはスプーノレが作動し，排出ポートからエアバッグ内の空気を放出して Cに示す浮力減少状態となり，

施設は沈下を開始する。不要な浮力が無くなり施設が所定の水深に達したら，空気の供給を停止して排

出ポートを閉じることで， Bに示した浮力保持状態に自動的に復帰させることができる。

以上のように本システムの浮力調節機構は，第2章で規定した浮力調節に関する設計条件を満たす作

動機序に基づいて製作した。

5-1-2. 水槽試験

浮力調節機構の動作が上記のようなロジックに従うかどうかを確認するために， Fig.63に示した水槽

試験を実施した。

試験に先立ち，水深調整弁や空気供給機などの空気管路部に与圧し，空気漏れの異常がないことを確

認した。その後，深さ1.8mの水槽にエアバッグを沈め，バッグの下部フック (Fig.60の7)にロープを

結索し，水槽の底に設置した滑車を介してロープの他端をロードセルに固定した。試験ではエアバッグ

の下部フックの水深が約1.5mを保つようにしながら，空気の供給に伴う浮力の増減を時系列データと

して計測した。計測を行いながら装置各部の動作状況の確認も行った。

浮力変化の計測は，空気供給機から高圧空気を供給し，水深調整弁の排出ポートを開いてエアバッグ

内の空気を全量排出してから開始した。はじめに低圧空気を供給して，水深調整弁の注入ポートを開き

空気をエアバッグ内に注入した。次にエアバッグからの空気漏れなど異常のないことを確認するために，

Fig. 64に示した空気住入を終えたままの状態を 1時間保たせた。その後，高圧空気を供給して Fig.65の

ようにエアバッグ内の空気を放出させながら浮力の変化を計測した。 Fig.66に示した計測結果から，浮

力の増加は同図のAに示すように約8N/secであり，浮力の減少はBに示すように約5N/secとなるこ

とが分かつた。Fig.64での最小浮力が90Nを示しているのは，空気が充填されていないときに浮体部の

転倒を防止するために取り付けた Fig.60の5に示す補助浮体の浮力が現れたためである。水深方向の移

動を制限した本試験における浮力増加は，ほぽ直線的に変化する傾向を示しており，非連続的変化は認
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Fig.66. Re1乱もionshipbetween the buoyancy and air 
supp1ying time. 
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められない。この結果から，浮力の増減は空気供給に対してなだらかな応答を示し，入出力関係に極端

な跳躍現象を生じない特性のあることが確かめられた。また， Fig.66のAが示す低圧空気の供給終了時

の浮力 (686N)と，同図のBが示す高圧空気の供給開始の浮力 (686N)が一致したことから，浮力保持

状態の自己保持性も確認された。

本試験により装置各部の動作に誤作動や異常は認められず，設計条件に一致した装置全体の動作が確

認できた。

5-2. 耐久性と機能試験

浮力制御部の動作確認や水槽試験での装置全体の動作試験，および使用部材の選定試験などを通じて，

本浮沈装置の有効性を検証してきた。

しかし最後に，開発を行ってきた装置について実操業条件下における動作と耐久性を実証した上で，

Fig.8に示した新方式の水深管理作業が実現可能であるかを予測しておく必要がある。

5-2-1. 試験方法

Fig. 67に示す北海道噴火湾の森町と青森県陸奥湾の横浜町のホタテガイの垂下式養殖施設の一部分

で， Fig.6 に示した本養成にあたる期間の 1989 年 7 月 ~1990 年 2 月にわたって試験を行った。

両養殖海面とも 4組の浮沈装置をFig.68のように，幹綱長さ 200mの施設のアンカーロープ寄りに

設置した。4-3-4節の解析結果からエアバッグの特性は点リペラー型であり，複数のエアバッグを連結す

ると， 1個のエアバッグの沈降や浮上につられて左右のエアバッグも沈降あるいは浮上し，最後には施設

全体が沈下や浮上することが考えられる。よって予め施設重量と釣り合う以上の約 1oo~200N の余剰浮

力をエアバッグに与え，この余剰浮力分を押さえるため， Fig.68の8に示す約30kgの砂袋を海底に沈

めた。このような敷設を行うことによって，エアバッグ 1個当たりで受け持つ水中重量の増加分はO

~294N まで可能となり，頻繁な浮力調節を要しなくなる特性が得られる。施設の水深調節を行うときは

Fig.8のAに示したように作業者はゴムホース端の目印浮子を海面から拾い上げ， Fig.61の使用例のよ

うに船上の空気供給機にゴムホースを接続し， Fig.62に示した浮沈装置の動作を選択して，船上からこ

れを制御する。この作業は調節を行おうとするエアパック毎に行わなければならず，その都度船を移動
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Fig. 67. Location of七hefield researches and七he
expenmen七period.

345  

Fig.68. Insぬn抗ioncondi七ionsof七hemulti submer-
sible sys七ems.
1: Air bag， 2: Rubber hose， 3: Buoy七o
floa七edand mark of hose， 4: Rope for乱杭a-
ching the hose， 5: marker buoy， 6: Anchor 
line， 7: main line (length 200 m)， 8: Sand 
bag (30kg). 

させなければならない。このため，このような繰り返し作業を減らして作業効率を向上させるために，エ

アバッグ毎に取り付けてあるゴムホースを束ねて敷設することとした。アンカーロープ寄りに設置した

2個のエアバッグ用のゴムホースは 2本一組として Fig.68のようにロープに沿わせ，残る 2個は 1本ご

とにロープに沿わせて，その作業性の違いについての確認も行った。

本試験では，作業者に浮力調整のたびに個々の浮沈システムの動作状況と作業時間を日報に記載する

よう依頼した。この日報を 2ヶ月毎に回収し，回収日には実作業の状況の観察も行った。

5-2-2. 試験結果と考察

水深調節作業の試験は森町では 14回，横浜町では 12回行われた。試験開始後2ヶ月後に両海域でワン

タッチカプラと水深調整弁の金属材料 (SUS304)使用部分の一部に海水中におけるすき間腐食と孔食

が認められた。腐食の発生していた部分は， Fig.68の3に示した浮子側のゴムホース端部に取り付けた

ワンタッチカプラのプラグ部と， Fig.lOの5に示す水深調整弁排出口部である。横浜町の試験では，こ

のプラグ部から海水が明らかにゴムホース内に侵入していた。森町の試験ではプラグ部の外観に腐食は

見られたが機能上は問題なかった。排出口部の腐食は両地区とも外観上の腐食で機能に障害はなかった。

カプラの腐食で空気漏れが発生する状態に浮沈装置はおかれていたため，ゴムホース内には海水が漏水

していた可能性が高い。しかし，水深調整弁は浮体を浮力保持状態に維持したままエアバッグの浮力は

保持されていたことが，前後の作業日報から確認された。このためカプラの材質変更が必要となったも

のの，水深調整弁の浮力保持機能と給気機能が2-2節で設定したフェイルセイフ側に働くことを実証し

た結果となった。試験期間を通して，腐食のために船上でカプラ交換をした l回を除いて，浮沈装置の

動作に異常は観察されず，垂下物重量の経時的変化に対して，当浮沈装置は充分な浮力を与えることが

でき，浮沈動作にも問題の無いことが分かつた。腐食の発生した部材は耐腐食性の高い部材 (SUS316)

に変更して，試験を続行した。この腐食の問題は 3-2-2節に述べたように材質の変更によって解決可能

と考えられ，これ以外の保守作業は発生しなかった。

浮沈装置を使った施設水深管理の海上作業は Fig.8に示した作業内容に完全に移行しており，ゴム

ホースを海面から拾い上げる作業工程を除いて，作業者の姿勢はほぼ立位に改善されていた。また，船
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体を幹綱に係船する必要がなくなったことから，作業船の傾斜は認められなかった。期間中の作業時間

記録から， 1回の浮力調節作業のための操業では， 1個だけの浮沈装置の浮力調節で施設の水深が保たれ

ていることが判明した。このため，アンカーロープ寄りの浮沈装置はホースを 2本束ねたが，同時に浮

力調節を行うことはなかったので，作業性向上に対する効果は直接的には確認できなかった。Fig.8に示

したA，，-，Cの作業である，ホースを拾い上げてから浮力を調節し，ホースを海面に解き放つ水深調節に要

した作業時間は， 1箇所当たり平均約3分であり， Fig.7のA"-'Cに示した，幹綱を引き上げてから浮子

を取り付けて幹綱を海に解放する従来作業 (8分)と比較すると，その作業時閣の短縮効果は 60%程度

となることが分かつた。

以上から，浮沈装置の動作と耐久性が確証され，その省力化に対する効果も認められた。しかし今回

の試験は，エアバッグを取り付けた施設の一部分以外は従来型の施設構成となっていたため，施設全体

に及ぶ実操業条件に見合う試験ではなかった。このため，施設全てに浮沈装置を使った場合の省力化効

果を見積もるための実用規模試験を実施して，浮沈システムのよる作業の改善がどの程度達成されるか

について実証する必要が生じた。

5-3. 実用規模試験

以上の水槽試験と小規模の実海域試験から，本浮沈装置はホタテガイの垂下式養殖における水深調節

装置として充分な機能・性能を有していることと，新方式の水深管理作業を支援可能であることが確認

できた。本節ではさらに，新たな作業システムが従来型作業をどの程度改善したかについて，実用規模

のエアバッグだけによる養殖施設と従来式施設による比較操業試験を行った。

また，幹綱に取り付けるエアバッグは，係留特性の節でも述べたように，密閉型硬式浮体である浮子

とは異なった水深依存'性を持つことから，この浮体特性が養殖施設の長周期の鉛直方向移動や短周期の

養成綱の振動を通じて，ホタテガイの成長に影響を及ぽすことも考えられる。養殖用施設や装置の性能

は最終生産物の品質や数量に対して良好な効果をもたらさなければならず，省力化効果だけでは導入の

適否を判断することはできない。浮沈装置の実用化にあったっては生物成長に対する効果も確認の必要

がある重要事項であることから，ホタテガイの成長量を双方の施設で記録し，比較検討した。

尚，この試験で用いた浮沈装置には，小規模試験で明らかとなった腐食対策として，水深調整弁のス

テンレス部材を SUS329Jに変更し，ワンタッチカプラを樹脂製に変更して用いた。

5-3-1. 試験方法

試験場所は Fig.67に示した青森県陸奥湾横浜町の沖合約2，000m，水深33mの養殖場で，試験期間は

海象の厳しい冬期間の 1991年 10月"-'1992年2月までの5ヶ月間とした。

試験は，同一規模のホタテガイの垂下養殖施設2基の一方に浮沈装置20組を Fig.69に示すように設

置した新型施設と，従来の構成の施設各1基について行った。エアバッグ4組を一つのユニットとして

組み合わせ，ゴムホース 4本を一つの浮子に固縛してその端部を海上に設置した。 200mの施設当たり 5

箇所の浮子(ホース端)を取り上げれば，幹綱全てのエアバッグの調節が可能である。 Fig.69に示すよ

うに，これまで水深を維持していた浮子を幹綱にそのまま残し，エアバッグを取り付けた。

省力化効果の確認は従来式施設と浮沈装置を付けた施設毎に，水深調節作業の日報記録を集計して

行った。また，ホタテガイ育成調査は 1991年 10月23日から 1992年1月28日まで約1ヶ月おきに 4回

実施した。試験海面における養殖は耳吊り方式で行われているが，耳聞け位置の違いによって成長量に

差がでることをさけるために，ホタテガイに付着物が付きにくい丸寵 (7分目， 10段)を各6連づっ耳用
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Fig. 69. Installa七ionsof the mul七i-submersiblesys七emsfor七hepractical aq uacul七lvatlOn.

りの連内に吊して，龍内のホタテガイの殻長と重さの経時変化によって，施設聞の生長量の差を検定し

た。龍1段に 10ヶの貝を入れ，垂下開始時に，ホタテガイ全数の 600個の殻長と重量の計測をした。次

回の計測からは 1連づっホタテガイを引き上げ(約 100個)，同じく殻長と重量を測定して集計した。

5-3-2. 試験結果と考察

試験期聞は5ヶ月間であったが部材の腐食は発生しなかったので，材質の変更によって腐食の問題は

解決したと考えられる。幹綱へ取り付けたエアバッグとホタテガイの垂下状況を Fig.70に示し，実験中

の海中でのエアバッグの状況を Fig.71に示した。本装置を設置した直後に行った全エアバッグ浮上動作

状況をFig.72に示す。

各エアバッグには 5-2節で示した過浮上を押さえるための砂袋を取り付けているため，浮上・沈降は

個々のエアバッグで可能となり，隣接したエアバッグ同志の同期した浮上・沈降は認められなかった。操

Fig. 70. Condition of七heair bag a悦achmen七onthe 
main line. 
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[XXXXVII，2 要紀産水大::lt 

The new type faciliも'yfully risen up. Fig.72. 

Work con加 1飴 formainぬininga depぬ ofthe facili七ies.Table 12. 

Working七imein 
one operation 
(min) 

The conventional work system 

W orking time in 
one opera'七lon
(min) 

The improved work system 

No.of 
adjus回，ent
pomts 

Work 
da旬 No. of se此led

buoys 

ハ
U
A
U
n
u
n
u
k
U
A
U
K
υ
A
U

a
a
z
o
δ

内

o

n

o

o

泊
。
。
。
0

9

0

円

d
a
a
z
k
υ
k
u
k
υ
w
u
k
υ
a
a
z

30本

20 

40本

10 

15 

10 

20' 

15 

q
o
k
υ
a
a
z
o
O
K
υ
0
0
4
A
Z

に

U

1991. 11. 18 

11. 26 

12. 8 

12.10 

12. 18 

12.21 

1992. 1. 12 

1. 26 

250 40 160 32 To七al

• : An operation wi七hfault. 

業日における作業時間と処理数をまとめて Table12に示す。期間中の総作業時聞を比較すると，浮沈装

置を付けた施設では 160分であるのに対して，従来型施設では 250分となっており， 34%の効率化が図

られたことになる。

前述の小規模な試験では作業時聞が60%程度短縮されていたことに対して，本試験ではその省力化効

果が半減したように思われるが，作業時間の内容を精査してみると，最も短時間で終了しているものが

10分，逆に最も時聞を要した場合は 40分と，同じ調節に要した時間に 4倍もの差がある。さらに日報を

調べると浮力を調節する際に空気の入れ過ぎ，空気の抜き過ぎによる繰り返し操作が発生したときに作

業時聞が増大していることが示されていた。水深調節作業は幹綱の深度を示す目印浮子の上下位置を目

分量で観察しながら空気の出し入れを行うものであるが，浮力増加と係留系の水深変動には遅れ関係が

あり，空気の出し入れと目印浮子の上下動には微妙な時間差が生じる。このため目印浮子の動きに合わ

せて施設水深を決める操作は，作業者が感覚的に体得するしか方法はない。従って操作方法を体得しさ

えすれば， 40分要する作業も 10分で終了できるようになることが日誌から予測される。
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よって，水深調節が機器操作の未慣熟よって生じた作業時間を除いて新旧作業の効率を比較すると，浮

沈装置を付けた施設では作業時間が70分に対し，従来の施設では 145分であるから，約52%が短縮さ

れたことになる。

Fig. 73には浮体1個当たりの作業時間を示した。この図から従来型施設では 6.3分かかっていた取り

付け時聞が，新型施設では慣熟作業時の 3.3分に減少していることが分かる。1元配置分散分析によれば，

新型施設と従来型施設の作業時間は有意水準で99%で明らかに異なっており，作業時間の短縮が実現さ

れていることが分かる。また，この内容を検討してみると，その差は単位浮体当たりの作業時間の低下

だけではなく操作浮子(浮体)数が減少したことに起因して生じたと考えられる特徴的傾向が伺える。

Fig.74に1操業当たりの処理浮体数の比較結果を示す。この図から 1操業当たり，従来型施設では5

個の浮子を幹綱に取り付けていたが，浮沈装置を用いた新型施設では4個の浮力謂節であることが分か

り， ANOVA検定によってその差は 95%で有意である。従来型方式では，水深調節するために浮力を与

える最小単位は浮子1個 (270N程度)であることに対して，新型施設での最小単位はエアバッグの最

~'o 11/28 
， 

70同γ'
'9111012J 
0..: 

ヲ1110120 ・9111119 ・91111129 ゆ1凡2119
D叫e

〆f

iJ[/ody 

95 

93 

'9211128 
O 

120 

:3
1冊

“ 意
~ 90 

3 

'" '" 80 

110 

85 

'9211128 

Comparison of the scallop grow七hbetween七heimproved sys七emand the conven七ional.
(0， ---) : The improved sys切m，(・，一): The convenもionalsys七em.

147 

'921118 '91111庖9 '91112119 

D.te 

0 

・91110/20 '9111119 
a 

'9211厄8

. 
'921118 

Fig.75. 



北大水産紀要 [XXXXVII，2 

大浮力まで無段階に 1回の操作で可変可能であることから，調節箇所と回数が減少したものと考えられ

る。前述の小規模実験では浮子 1個を付けるたびに幹綱を海中から引き上げる設定で計算している。し

かし，本試験の操業状態は，幹綱を引き上げたまま浮子を複数個取り付けているので，時間短縮率が若

干低下した結果となった。

ホタテガイの成長量を計測した結果をまとめた成長経過図を Fig.75に示す。その結果から，両施設で

の有意な差は認められなかった。つまり，エアバッグ使用がホタテガイの成長に影響を与える可能性は，

今のところ認められないと判断される。

5-4. 浮沈装置の開発結果

小規模の実海域試験で， SUS304使用部に腐食が発生し SUS316に材質を変更した以外，浮沈装置は耐

久'性や機能について問題はなかった。浮沈装置は陸上で行った動作試験の結果と同じ動作を海中でも行

い，浮体であるエアバッグの浮力を「増加・保持・減少Jさせた。また，垂下物の重量変化に対して十
分な浮力を維持できる性能を有していた。この結果， Table 11に示した仕様は 2-2節で設定した設計条

件を満たす内容であることが確認された。

浮沈装置の開発ポイントは，開放型軟式浮体であるエアバッグの運動特性の特定と，エアパック内に

取り付けた水深調整弁を如何に安定動作させるかにある。

水深調整弁は Fig.llに示したように，一方の弁が作動圧力に達する前に，もう一方の弁を動かすこと

によって安定動作を実現している。各弁の時間当たりの作動圧力に達する圧力上昇傾向が，供給圧力で

変化することで安定動作範囲が決まる。海中では水圧の影響も受けるので，陸上での試験は各部にかか

る水圧を考慮して動作試験を行った。浮力制御部が陸上でト行った動作試験と同じ動作を海中でも行い，浮

体であるエアバッグの浮力を「増加・保持・減少」させることを確認できた。この結果，陸上で行った

動作試験は海中での作動状態を精度良く再現していると考えられる。水深調整弁の性能向上が浮沈装置

の使用水深範囲を拡大することにつながるので，陸上での動作試験結果を水深調整弁の改良に活用でき

ることは，水深30mより深い部分での浮沈装置の作動や，ゴムホース長を変えた場合の供給圧力の設定

などに利用できる。また，水深調整弁の改造を行った場合の評価方法や，製品化したときの出荷前調整

や検査にこの試験方法が活用可能である。

エアバッグは4-4節で示したように，点リペラー型の係留特性を示す。この特性を考慮して，エアバッ

グの設置は Fig.68とFig.69に示したように，浮体から海底に向かつてペンデントロープを垂らし，そ

の先端の海底部に砂袋などの錘を設置する方法とした。エアバッグに余剰浮力が蓄えられることから，こ

の係留方法はリペラ一系による急激な浮上・沈降を抑えることができるばかりでなく，作業回数と浮力

調節箇所を減少させることのできる有効な手段であることが実海域試験で確認できた。

新しい水深管理作業には，実海域試験で従来方法と比較して，明らかな省力化効果のあることが認め

られた。しかし，海上からゴムホースを拾い上げる作業工程が本作業にも残されており，この作業工程

を解消して当該作業を自動化するためには，浮沈装置の浮力制御および浮力媒体に対する新たな技術開

発が必要である。

148ー



2∞OJ 松村: ホタテガイ垂下養殖施設用空気式浮沈装置に関する研究

6. 総合考察

ホタテガイ垂下式養殖業における水深管理の適不適は，生産物の生残率や品質を左右する重要な管理

項目であり，水深管理作業は通年作業工程のうちでも重要な管理工程である。

水深管理作業は，主に幹綱の水深を一定に保つために行われる。これまでの当該作業では，経時的な

垂下物重量の増減に括抗して幹綱水深を維持するために，幹綱を舷側に引き上げ，その後に硬式密閉型

浮子を均等に着脱して浮力平衡をとっていた。 2-1節で詳述したように，このような作業工程には，高い

労働負荷の発生や，海中転落および船体の転覆の危険性，およびホタテガイの生残率の低下などが内在

しており，これらの不合理な作業体系の改善が望まれていた。

前章までに，当該作業の省力化と安全性を向上させることのできる，新たな水深管理作業方法と，こ

れを実現可能するために必要な新型の浮沈装置の開発を行い，その有効性を実海域試験によって確認し

てきた。

本章では，はじめに新方式の浮沈システムと水深管理作業に関わる課題についてまとめ，次いで遠隔

操作で海中の漁具や構造物を浮沈できる特性を生かした応用事例を示す。

6-1. 浮沈装置と新方式の水深管理作業

はじめに，浮沈装置の主要構成部分である浮力制御部と浮体部である開放式軟式浮体による係留系に

ついての課題を考察し，次いで，本浮沈装置を用いた新方式の水深管理作業の特質について考察する。

6-1-1. 浮力制御部

第3章で設計した浮力制御系統は，エアバッグ内の空気量を「増加・保持・減少」させる機能を持ち，

船上の空気供給機とエアバッグ内に取り付けられた水深調整弁，および両者をつなぐ 1本のゴムホース

で構成されている。制御動作と施設の浮沈状況の関係は， Fig.62で示した通りであり， 5-2節の実海域

試験を通じてその性能が確認された。

(1) 水深調整弁の作動圧力

船上から送気される低圧空気あるいは高圧空気で作動しエアバッグ内に空気を給排気できる水深調整

弁は，本研究で初めて開発されたものである。この水深調整弁の動作特性は 3-2-4節で行った実験解析

に基づく線形近似理論によるシミュレーションから，ある程度規定することができた。しかし， Fig.37 

による水深調整弁が安定動作する空気供給機での圧力差880kPaと，水深調整弁の動作特性解析から求

めた Fig.34に示すデイブユーザ入り口部での圧力差 100kPaが発生する原因は究明できず，弁の作動現

象を精度良く再現するための数理モデルは得られていない。この点を理論的に解明するには，ゴムホー

スと弁各部の圧縮空気の流れを非定常流として扱い，かつ，弁体内の非線形摺動抵抗を加味した非定常

非線形モデルによる解析が待たれる。

一方，水深調整弁の実用に際して現れる問題は， Fig.37に示した作動補償域が作動水深の増加に対し

て狭くなる傾向を示すことにあり，装置の運用水深を規定する重要な要素である。作動限界水深を拡大

するためには，プランジャとスプーノレの作動トリガー圧力差(供給する空気の圧力差)を大きくとれば

良いが，供給機の圧力一流量関係と空気源であるボンベの容量などから考えると，極端に高い圧力差を

つけることは現実的ではない。このため，各弁の圧力に対する応答特性を改善して，両者の作動補償域

を明確に区分する方法が有利となる。特にスプールの摺動抵抗が大きいとスプール作動までの時定数が
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A B 
Fig. 76. Comp釘 isonbe七W田nも，heconven七ionalvalve and七heimproved. 

A: Convenもionalvalve， B: Improved reducing valve slide resis七ance.

大きくなって，パイロット管路からプランジャ側への空気の漏出を大きく許し，高圧空気によるエアバッ

グ内空気の排出動作前にプランジャ側を作動させて，エアバッグ内へ送気してしまう誤作動を招く。

この現象を防止するための現実的な解決方法は，次の 2つの手法で実現できる。

摺動部の変更 3-2-4節で微少変位領域として扱った非線形的なスティックスリップ的要素である摺動

抵抗を低減して弁体の運動エネルギーの散逸を防ぎ，過渡応答の時定数を小さくして，作動圧力に対す

る作動感度を高める方法である。

摺動抵抗を軽減するためには，摺動部を極力用いない設計に変更すれば良い。 Fig.76のAに示したよ

うに，初期設計段階における弁体は，製作の容易さと部品の入手可能性を考慮して，シリン夕、とピスト

ン聞の気密性を Oリングで保つ構造を採用していた。本研究を通じて，摺動抵抗の影響が無視できない

ことが分かつたため，現時点での水深調整弁では，同図Bのように気密性のある摺動抵抗の無いダイヤ

ブラムを特注して用いている。この結果，旧来の弁よりも安定作動圧力差が増しているとの報告がなさ

れるようになったが，新型弁の作動特性については今後の解析課題である。

罪刻犬寸法の変更 水圧の影響を直接受ける水深調整弁各部の形状と寸法について検討して適当な変更を

行い，応答特性を改善する方法である。

ある弁体の作動は，他の弁体が働く前に終了していることが理想的であり，調整弁の作動範囲を拡大

したり安定化させるために必要である。

しかし，所期の動作を終えた各弁の状態を維持するための供給圧力は，スプールでは所定の供給圧力

よりも低い空気圧力で良いことが， Fig.23のIに示す模擬的試験結果の内圧上昇と変位の関係から読み

とることができる。たとえば同図の水深30m相当では 3mm以上変位したときの圧力値は，約700kPa

であり，この圧力が供給されていれば， Fig.62のCに示すようにプランジャ室内への管路部は閉じてい

るのでスプールは作動状態を維持できることになる。一方，プランジャはFig.62のAに示すように動作

すると，ディフユーザ部からエアバッグ内に空気が直接流れ， Fig.23のIIに示すように，スプールを動

作させる圧力までディフユーザ部は圧力上昇できなくなる。つまり， トリガー状態での作動圧の供給が

満たされていれば各弁は安定的に作動することが分かる。3-4節における機能試験のときに 1，470kPaの

高圧空気を供給してスプールを作動させ，その直後に 490kPaの低圧空気を供給した場合でもスプール

は動作を維持し， 490kPaの低圧空気を供給してプランジャを作動させた後で， 1，470 kPaの高圧空気を
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供給してもプランジャはこの正常作動状態を維持したことを確認している。各弁体の作動力が変わらな

いとすれば，作動圧は受圧面積が大きければ低くなり，逆に受圧面積が小さければ作動圧は高くなるの

で， Fig.11に示した回路内の圧力分布関係を保つように，水圧を受けることも考慮しプランジャとス

プールの弁体の大きさを変えることで，作動圧力を低くすることが可能と考えられる。

(2) 浮力制御部材料

5-2節の小規模な実海域試験では，海中に浸漬したステンレス材料にすき間腐食や孔食が認められた

が，ステンレス材料を耐食性の高いグレードに変更することで対処できることが実証された。しかし，締

結部分の腐食は，本装置のような流体を媒体とした機械装置にとっては致命的な欠陥となり，管路のい

かなる部分でも流体の漏出が起こらない構造を維持しなければならない。

しかし，ボルトなど一般的に市販されている耐食性が良いとされている部品は， 3-2-2節の腐食試験で

も触れているように，ほとんどがSUS316であり，極まれに SUS317が用いられる程度である。これらの

締結金具類は，水深調整弁を含め，海中で長期間にわたって使用しなければならない機械装置類に必須

の要素部品でもある。チタンなど耐食性の高い材料を使用すれば腐食は防ぎ易いが，漁業機械としての

コストを考えると，その導入は不適である。また，セラミックスやプラスチック製のネジやパネなどの

部品が供給されるようになったことから，これらの腐食に強い部品の利用も可能と考えられる。しかし，

その種類やサイズは金属製部品に比して僅少で，機械的性能においても劣っており，価格も 2割以上高

く，さらに入手性も良好とは言えない。今後の海中機械装置の開発に従って軽量で寸法安定性と耐食性

に優れた素材の機械部品が安価に供給されるまでは，このような高価な耐食性の高い金属部品を使用す

る必要がある。

一方，船上に設置した空気供給機本体の構造材には SUS304を用い，配管には SUS316を用いたが，実

海域試験を通じて腐食などの異常は認めらなかった。冬期聞を含む実海域試験の結果，操作パルプシー

トなどの樹脂を使ったシール部の酎摩耗性と耐寒性についても，異常は認められなかったので，材料の

選定は満足されたと考えられる。

圧力配管系については，耐食性を考慮すると耐圧 1，960kPaの樹脂製配管部品の使用も考えられるが，

部品の種類が少なしまた，空気供給機の要求性能を実現できない。しかし，前項でも触れたように，水

深調整弁の詳細な検討により弁体の作動圧力を 900kPa以下にすることができれば，種類の多い破壊圧

力 1，470kPa，常用圧900kPa以下の安価な低圧タイプ樹脂製配管部品を使用できる。この配管部品のほ

とんどはクイック継手による締結で配管の取り回しも良好であり，空気供給機の耐食性の向上と共に軽

量化も図ることができる利点がある。この点は検討を要する今後の課題である。

(3) 空気供給源の仕様

空気供給源は作動圧力を補償するために，流量に余裕のある充填圧力 14，700kPa内容量3m3 [nor-

malJの空気ボンベを用いた。

この種の圧力容器は広く工業界で用いられているが，空気充填は専門業者に依頼しなければならない。

また，この空気ボンベの重量は， JIS相当の鋼製品では約30kg，アルミ合金製では約 17kgであり，充

填の毎に船へ搬出搬入するには重量が嵩む。

空気ボンベを用いずに作動空気を供給するためには，最大吐出圧力 2，350kPa以上のコンプレツサを

作業船に装備し，圧縮空気を得る方法がある。しかし， 3-3-1節でも述べたように小型の低中速機関の搭

載が多い沿岸漁船の機関出力と回転数は，このような大容量かつ高圧のコンプレツサを稼働させられる

範囲には無い。機関直結型圧縮機を用いた場合には流量が不足し，舶用発電機を介して得た電源には，ノ
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イズや大きな周波数変動が含まれていることから，コンプレッサを稼働するために必要な実効電力を補

償することが困難である。これらのリスクを防ぐためには，新たな設備投資が必要になってしまい，こ

の方法は現実的ではない。

一方，気体を貯蔵する容器の重量当たりの気体貯蔵量を高める方法には，気体吸蔵・放出特性を持つ

機能性材料などの応用が考えられる。例えば，触媒ガスの可燃性を無視すれば，アクチュエータや燃料

電池として研究されている水素吸蔵合金(吉田ら， 1999)を使い，海水から化学反応によって直接水素を

取り出し，これを水素吸蔵合金に蓄え，必要な時に吸蔵した水素を吐き出させることができる。しかし，

水素吸蔵合金のような特徴を持つ，不活性な気体を簡単に簡単に吸蔵・放出できる装置は，市販品はも

ちろんのこと研究例も見あたらない。

現時点では，水深調整弁の詳細な動作解析によって空気供給機からの供給圧力を低下させ，作動単位

当たりの供給空気量を減少させる方法が最良であると思われる。供給圧力が低減すれば，一充填当たり

の作動回数を増やすことができ，小型の小容量ボンベの使用が可能となる。

さらに，多くの漁業生産現場で本機を実用化するためには，充填設備の無い遠隔地での使用や，低ラ

ンニングコストとする条件を考慮しておく必要もある。このため，各漁協が所有しているダイビング用

高圧空気充填機 (11 ，760~20，580kPa)を利用して空気充填ができるように，スキューパダイビング用の

容量0.75m3 [normal]程度の空気ボンベを 2本利用したコンパクトな制御装置の開発を，現在行ってい

る。

(4) ゴムホースの仕様

現在のゴムホースは，送気圧力と水圧に対してホース断面形状を自己保持できる程度の強度構成に

なっている。

一方，実操業では作業開始時点、でFig.8のAに示したように，このホース端を繋いだ、目印玉を引き寄

せることが必要であり，作業船は波浪や流れに船体を立たせながらこれを引き上げなければならない。こ

のため短時間ではあるが，ゴムホースには流下する船体を係留するための過大な張力が作用し，現行の

部材では破壊されてしまう。このため，現時点では，強度メンバーである化繊ロープにゴムホースを結

わえて利用している。しかしこの状態では，ゴムホースに損耗を与える危険性があるために，ラインホー

ラなどを用いた巻き上げは行えない。

今後は，同一被覆内に強度メンバーと送気管路を持つ，ホース表面の耐摩耗性が高いアーマードタイ

プホースの導入が望まれており，このようなホースを用いなければ，荒天下での作業を簡便・迅速に行

うことは困難であり，関係メーカによる開発が待たれる。

6-1-2. 浮体部と係留系

(1) エアバッグの形状特性と材質

現在のエアバッグは，余剰浮力 300N~29，400 Nまでのものが製作可能であるが，圧気の供給量によっ

て浮力状態や流体力特性がどのように変化するかについての知見は，これまで明らかにされてこなかっ

た。

加振実験によって，エアバッグの慣性抵抗や流体力抵抗は，その浮力特性に比べて僅少であり，エア

バッグの設計や運用に際して重点的に管理すべき項目は「浮力」だけであることが分かつた。さらに，浮

力特性と浮体形状には密接な関係があり， Fig.44に示した浮体内空気容積(浮力)と内包される水量の

関係， Fig.45に示した浮体内空気容積と浮体の形状との関係が明らとなった。これは Fig.41とFig.42

に示したエアバッグの内包空気容積に対する形状変化からも理解されるだろう。特に，各特性が変化す
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る浮体内空気容積45%の近傍には， Fig.39に示した吊綱を取り付けるための「力帯」が溶着されており，

実験結果で述べた浮体形状の変化を支配しているものと考えられる。この力帯の位置と浮体形状を変化

させれば，任意の流体力特性を持つエアバッグの設計が可能であると考えられる。この特性については，

浮体の形状や用り綱の位置を変えた今後の解析によって明らかにしていく。

一方，エアバッグの風袋部は，耐腐食性と耐候性が良好な PVCターポリン部材によって作られてお

り，部材強度や腐食性の適否は実海域試験において確認された。しかし， Fig.71に示したように海中で

のエアバッグには，若干の付着汚損生物が発生する。エアバッグの余剰浮力は大きく，付着物による重

量増加は浮力性能に問題を与えることは無いと考えられるが，海中への漫漬期聞が長期化すると流体抵

抗力が増加し，海表面近くの波浪の影響によって幹綱に過大な振動と荷重を発生させる可能性が高い。子

細に付着部位を調べると，柔軟性があって常時伸縮している風袋部には大型の付着汚損生物の付着は認

められず，専ら力帯と吊綱に群生性のイガイ類・カンザシゴカイ類が見られた。この部位に対する付着

は浮力性能に大きな影響を与えることは無く，風袋部の着脱作業においても支障とはならない。また，エ

アバッグの水深調整動作の要である水深制御弁の空気排出の凹部への付着は， 3-2-3節で示したように，

真鎗もしくは銅製ケルメットリングを採用することで防除可能であることが確認されている。

よって， 1年程度の養殖期間中の浸漬であれば，付着汚損生物の影響は考慮しなくても良い程度であ

り，特別な防藻・防汚塗料などを用いる必要のないことが分かつた。このことは，生産物の食品安全性に

照らしても有利な部材構成であったことを意味している。

(2) 係留系

養殖施設の幹綱水深は，養殖対象生物の餌料環境・光環境によって 8~15m の聞に設置されることが

多く，比較的水深の浅い沿岸部では波浪の影響を受ける水深帯にある。

エアバッグの浮力には水深依存性があり，その流体力特性は浮体内空気量によって決められることが

前章までの実験と解析から明らになった。また，エアパックによる係留系に鉛直方向の自由度を持たせ

て，波力などの周期外力を与えると，同期状態では施設が徐々に沈下したり，平衡水深からの逸脱が大

きくなることもシミュレーション結果から予測された。

これらの特性を考慮すると，エアバッグによる係留系の安定性を高めるためには，施設に十分な余剰

浮力と空間的拘束を与えられる敷設が求められる。結局，エアバッグには，専ら静力学的機能，即ち浮

力だけを発現させる機能のみを持たせ，他の流体力特性などが現れないように，施設設計を変更する必

要性が明らかとなった。このための施設は，予め幹綱の設置水深を定め， Fig.68やFig.69に示したペン

デントロープによって海底面からの高度を幾何学的に拘束する形式の構成となった。本形式の養殖施設

の作業性と係留安定性等は，実海域試験において実証された。

しかし，懸架物の所在水深を自由に制御する方法が，漁業に限らず海洋土木などの分野で要求されて

いる。エアバッグによって水深を制御するということは，点リペラー型の非平衡系に外部の補償要素を

付加して安定化させることを意味する。海中で運動する物体の動力学的な水深安定化については，様々

なアプローチによって実用化に至っている。しかし，これまで種々のアイデアが提案されてきたことに

対して，静力学的に水深を制御するための実用的方法はごく少数例にしか見られない。

鉛直方向の拘束が無い状態で平衡水深を制御するための技術開発が，今後の重要課題である。

6-1-3. 浮沈装置を用いた新方式の水深管理作業

ホタテガイ垂下式養殖業の海面における実操業の結果から，本浮沈システムには施設の水深を長期間

保持できる基本性能の他にも，作業性の向上と育成物の成長阻害を生じさせない機能があることが確認
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された。以下には，本浮沈システムの導入に際して考慮しておかなければならない点を示しておく。

(1) 操作の習熟性

本浮沈システムによる水深調節は，幹綱水深の目印となる印玉(浮子)の上下動を目視しながら，浮子

が適当な浮力状態となった時点で，空気供給機のレバーを開閉するだけの簡便な操作で行える。機器操

作は極めて簡単であり，従来の水深調整のように，経験が無ければ追加浮子の取り付け間隔や個数が決

められない作業内容ではない。

しかし，係留系の施設の水深調整を完全に行うためには，機器操作に関する習熟が必要であることが

5-3節の実海域試験の結果から分かつた。作業日報と聞き取りにより，新システムを導入した直後の操業

では，上記の機器操作に慣れていないために，送気過多による施設の浮上を引き起こし，これを回復す

るために排出操作などを繰り返して行っていたことが分かつた。一方，このような機器操作は，累積作

業時聞が増える毎に慣熟性が高められており， Table 12に示したように各作業時聞が低下していく傾向

にも伺える。本浮沈システムによる水深調整作業は月に 1回程度で良いため，機器操作の「感」を掴むた

めには，施設設置後の操作練習が不可欠であると思われる。

一方，機器操作と印玉の浮上応答は，懸架物の状態や海象条件によって変化することから，一律的に

幹綱の平衡水深を察知することは難しい。さらに，送気過多によって幹綱が浮上してしまうと，エアバッ

グの取り付け間隔が狭い場合には，隣接したエアバッグも同時に浮上してしまう。この状態では，はじ

めに浮上したエアバッグを沈下できたとしても，他のエアバッグは浮上したままとなる。このため，最

悪の状況では，幹綱に取り付けてある総てのエアバッグを一度沈下させてから，再度適当な深度へ配置

し直す作業が予想される。

今後は，個々のエアバッグの水深を作業者が船上で容易に知ることのできる，水圧計などを空気供給

機の操作盤上に配置して，目印浮子の目視だけでない水深管理に関する情報を表示する工夫が必要とな

る。特に2本ホースであれば，所在水深の情報をエアホース内の圧力として感知することができるが， 1 

本ホースでは不可能であるため，もし，このような水深情報を取得できる機器構成にするには，空気回

路の抜本的な設計変更などが必要となろう。これらは今後の検討課題である。

(2) 投資コスト

本装置を導入する場合，従来設備とのコスト面での比較も重要である。本研究では，コスト比較のた

めのデータは収集していないが，作業改善効果と投資コストの概括的関係から，その利便性の比較を考

えてみた。

水深管理作業に関するコストは，人件費，使用機器の維持費と運転費，設備の初期投資費用に分けて

考える。人件費は作業時間が短縮されることから，日雇用もしくは時間雇用であれば，コストの削減効

果が認められる。さらに，人力に頼って幹綱を引き上げて作業を行っていた漁業経営体では，本システ

ムの導入により引き上げ工程が消失するので，雇用は実質的には必要なくなる。

維持費は，浮沈装置関連では空気ボンベの耐圧検査と未使用期間中の清掃程度であり，機械動作部分

がほとんど無いことから注油や分解調整などの必要はない。運転費は，主に空気ボンベの充填費であり，

5-3節の実用規模実海域試験では5ヶ月間で正味の充填回数が1回だけであった。施設を5基所有する標

準的漁家の場合，年間 10本程度の空気充填費だけが運転費用となる。作業船の運航費などの，水深管理

の主体作業以外のコストは同ーと考えられることから，従来方式の幹綱引き上げに使用していたドラム

ウインチやクレーンの稼働コストと，新方式の圧縮空気使用コストだけが比較対象となり，両者の差は

顕著には認められない。
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現用機はあくまで、プロトタイプとして製作されている。このため，設備の初期投資費用は，量産化し

た製品に関して考慮されていなければ意味を持たない。本機を設計する際には，各構成部品が量産化で

きるような，部材検討と形状検討を行った。このため，量産化により製造コストを下げることが可能で

ある。開発メンバーの試算では浮沈システム 1基当たりの製造コストは 10数万円程度となるとされてい

る。

以上，本装置の導入コストは従来式作業機器の導入コストと同じか，それ以下であると考えられる。ま

た，作業改善がもたらす生産性の向上や，将来的な損出となり得る海難事故の防止効果を考慮すると，設

備投資費よりも生産性の向上がもたらす利益が上回ると期待できるだろう。

6-2. 浮沈装置の応用

本浮沈装置は，船体に懸架物の荷重をかけず、に遠隔操作によって海中の操作対象物を浮上・沈降させ

る機能的特徴を持つ。このため，予めエアバッグなどを敷設しておけば，どのような対象構造物に対し

ても浮上・沈降機能を付与することが可能である(杉山ら， 1997)。任意水深に懸架物を維持する必要が

なければ，この浮沈機能は漁業作業に直ちに応用することができる(松村ら， 1997)。

本節では，ホタテガイ垂下式養殖施設の作業改善だけでなく，このような浮沈機能を各種の漁労作業

に対して応用した場合，実作業にどのような改善効果が現れるかについて，実地調査の事例から検討を

行二った。

6-2-1. 定置網への適用事例

定置網漁業の「網おこし作業jでは，魚捕部の引き揚げを行う「漁獲工程jに先立ち，運動場に陥穿

した魚群を，羽口から順に運動場の型網を引き揚げながら魚捕部へ追い込む円|き揚げ工程」が必須で

ある。ヲ|き揚げ工程では，複数箇所の力綱を順次引き上げては，船体を次の引き揚げ箇所に移動し，常

に身網が海面下に入らないように緊縛状態を保って作業を行う。この場合， 2-1節で述べたホタテガイの

水深管理作業と同様な船体負荷状態が発生して，急潮や荒天下での作業は極めて困難となる。また，網

地の引き揚げが連続的かつ連携して行われないと，囲い込んだ魚群の逸脱が生じて効果的な漁獲は望め

ない。

本浮沈装置は複数の浮上・沈降箇所を一箇所で遠隔制御することができるため，羽口や力綱および魚

捕部の要所にエアバッグを敷設しておけば，引き揚げ工程の簡略化が可能と考えられる。

定置網に対する応用の適否を検討するために，はじめに実規模の定置網がエアバッグによって引き起

こせるかどうかを予備実験から確認し，次いで，定置網の中でも引き揚げ負荷が高い底建網の漁労作業

分析から作業改善効果を抽出した。

(1) サケ定置網揚網実験(北海道知内町)

1992年 10月に，北海道知内町の知内漁業協同組合7号サケ定置網にエアバッグを取り付けて，揚網試

験を実施した(テクノポリス函館技術振興協会， 1992)。本定置網の設置水深は約27mで， Fig.77に示

した「金庫」もしくは「溜まり」といわれる魚捕部の大きさは高さ 10.5m，幅 10.5m，奥行き 24mであっ

た。この魚捕部の入り口左右の各一箇所を定め，はじめは天井網側位置 (A)にエアバッグを固縛して揚

網作業を行った。エアバッグが完全に浮上しても，この敷設状態では，金庫の入り口は閉塞できないた

めに，次に底網側位置 (B)に取り付け直して同様の作業を行った。網成りとエアバッグの浮上・沈降状

況を水中VTRとスチル映像から確かめた。調査は，当日の操業終了後に実施し，魚捕部に魚は入ってい

ない状況であった。
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Fig.77. The bottom neも七rap(SHIRIUCHI) andぬesetting posi七ionof air bag. 

Fig. 78. The surfaιing condition of七heair bag. Fig. 79. The air bag enclosed by the田ilingnet. 

この結果， A部に取り付げた場合のエアバッグの浮上時間は 2分20秒であり，沈下時間は 2分30秒

であった。この時のエアバッグは， Fig.78に示したように，良好な展張状態を保っていた。漁船上から，

この魚捕部の入り口を閉塞するには， ドラムウインチによって力綱を巻き上げ，底網を引き上げる作業

が必要であり，およそ 3~5 分を要していたことが，現地の聞き取りから分かつた。

この状態では金庫の入り口を完全には遮蔽出来ないので， B部にエアバッグを取り付け直して，同様

の試験を行った。この時，潮下側のエアバッグには Fig.79のように魚捕部の側網が覆い被さり，全給気

時の設計容積の半分程度で，底部の開口部からエアプローを生じた。このため，当該側の入り口は深度

10m程度までしか浮上せず，排気・給気操作を繰り返して浮沈させても，同様の傾向となった。他端の

潮上側に設置したエアバッグは良好な展張を示し，入り口の力綱を海面近くまで引き上げることができ

た。

北海道における定置網の中では，試験を行った網は中型であったが，岸深の流れの速い漁場に敷設さ

れているために，各構成網地は力綱によって強い係留力が与えられている。エアバッグは，この網に対

して十分な浮上力を持つことが分かつたので，エアバッグの取り付け位置の工夫は必要となるものの，定
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置網の揚網補助浮体として応用ができるものと判断した。

(2) 雑漁用底建定置網での実験(北海道上ノ国町)

1996年に北海道上ノ国町において，ヒラメを主漁獲対象魚とする現行の底建定置網の漁獲作業と，浮

沈装置を用いた作業の比較調査を行った(漬田ら， 1999)0 Fig. 80とFig.81には，調査対象とした底建

定置網の構造と作業船およびその蟻装を示した。

本底建網は，東北地方から北海道にかけて小型漁船漁業として行われている，移動可能な小型の建網

であり，比較的水深の深い漁場で利用されている。漁法の特殊性から，力量の大きな揚網機や作業船は

利用できず，大水深から網全体を引き上げるために，船体にかかる負荷は大きくなる。このため，設置

水深が大きくて漁獲物が多い場合や，波浪が高くて流れが速い場合には，漁獲作業は行えない。しかし，

定置網の性質上，漫漬時聞が長くなると陥罪した魚群が逸出するため，船体負荷を生ぜずに網おこしが

できるエアバッグの利用が最適な漁法であると考えた。

試験では，可能な限り詳細な作業構成を捉えるために現行の作業状況を VTRに記録した。この映像記

録に基づいて，詳細な工程分析と時間研究を行った。次に作業分析の結果からエアバッグを導入すべき

作業工程を割り出し，仕様変更した浮沈装置を作製して対象網と漁船に取り付け，操業試験を実施した。

この状況も VTRに撮影してから作業分析を行い，従来式作業システムに対して新たなシステムがどの

ような内容の作業改善をもたらしたかについて，比較検討した。

現行作業の流れを Fig.82に示し，その工程分析を Table13に示す。現行作業には，凶作業要素中46

段階のロープワークに関わる作業工程が存在し，手順の複雑なこの作業工程は作業者4人が33分程度で
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終了させていることが判った。同表中の Table13の7工程中，特に作業負荷が高くなる引き上げ工程

(W2)へエアノfッグを導入すれば，省力化効果と時間短縮効果が現れるものと期待されていた。しかし，

計測日の海象が静穏であったことから，その時間支配率は 10.1%と低く，このような状況であれば，当

該工程の改善は必要無いことになる。一方，強潮流発生時においては，この作業工程だけで15分以上を

要し，時間支配率にして 45%ものロスが生じたり，操業水深が深くなるとさらに長時間化することが，

船主と乗組員の報告から判明した。以上の現行作業の分析結果から，本浮沈装置は引き上げ工程 (W2)

と沈下工程 (W7)に適用することが効果的であると考えた。

浮沈装置は養殖施設用に開発されたため，ゴムホース長が30m以内で作動するように設計されてい

る。底建定置網の設置水深は 50m以深となる場合が多い。このため，底建網用の浮沈装置として，ゴム

ホース長に制限の無い給気・排気動作をそれぞれ別のゴムホースで行える， 2本ホースタイプの水深調整

弁(宮嶋ら， 1989)を新規に設計開発した。この弁を作動させるために空気供給機が供給する圧力は588

~748kPa であったことから，空気供給源としての空気ボンベの使用は取りやめ，エンジンルームに設置

可能な舶用電源で作動する最大吐出圧力833kPaのコンプレツサに置き換えた。さらに，空気供給機の

管路構成も，同時に 2つのエアバッグを同調して操作できるように改造した。エアバッグはホタテガイ

養殖施設用の浮力2，600Nタイプを流用した。 Fig.83に，エアバッグの底建定置網への装着箇所とその

方法を示す。エアバッグの取り付け位置は， Fig.82の作業の流れに示すように運動場の上を作業船が行

き来するので，その障害にならないよう型綱部とした。

浮沈装置を使用した底建定置網漁業の操業の分析から，現行操業の 3つの作業要素が， Table 14に示

した新らたな 10の作業要素に置き換わった。しかし，この作業内容は装置スイッチの切り替えやコンプ
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t時間

Fig. 83. Schematic condition of七hefi悦ed七woair bags on七heframe rope. 
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レッサの圧力確認など，極めて単純な動素的内容であり，作業時間や労働負荷を増加させるものでは無

い。また，浮沈装置が稼働する工程以外には，新たな作業要素を発生させなかったため，浮沈装置の導

入は複雑なロープワークを阻害しない調和的な作業改善手段であると考えられる。

操業試験中に，エアバッグの実浮上時聞が現行作業時間より遅いこと，引き上げ時に左右のエアバッ

グの浮上同期がとれていないこと，が観測された。この原因は左右のエアバッグの負荷が垣網側と型綱

側で異なっていた上に，低容量のコンプレツサを利用したことにより送気流量が不均衡となったことに

求められるo このため，現在の浮沈装置の仕様では，現行の作業より劣化した作業となることも予想さ

れる。この問題の具体的な改善方法は今後の課題であるが，エアバッグを取り付ける位置別に対象漁具

の負荷状態を漁具図から把握しておき，適正な浮力のエアバッグを装着するとともに，圧力供給に余裕

のある空気源を用いること，などが具体的な対応策であると考えられる。
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Fig. 84. Schematic di晶gra且 ofthe kelp cul七ivation(OKUSHIRI). 
1: Main line， 2: Anchor line， 3: Anchor， 4: Buoy， 5: Sinker， 6: Gregarious kelp， 7: Suspen-
SlOn rope. 

Fig. 85. The air bag ca七chinga suspension rope. 

6-2-2. 他の養殖施設への適用事例

ホタテガイの垂下式養殖施設と同様の施設を用いて，浅海移植したウニの餌料としてコンブを養殖し

ている奥尻町で， 1998年に海上試験を行った。

コンブの垂下式養殖施設の模式図を Fig.84に示す。コンブは，幹綱に直付けする延縄式養殖で養成さ

れており，収穫には1.5も未満の船外機船が使われる。大量の餌料用コンブをウニの移植地へ移送する場

合には，幹縄に補助フロートを付けて 5七未満の刺し網用漁船で曳航する。 1m当たりのコンブの垂下重

量は 300Nにもなり，養成綱は 45mあるので総重量は 13，500Nにも達する。このため，小型船では引き

上げ作業も行えず，船体に負荷をかけない補助浮力装置の導入が待たれていた。現行の作業では，はじ

めに浮力に余裕のある 5七の船で養成綱を引き上げてこれを船体に係留し，次いで，小型船の作業者が曳

航用フロートを取り付けている。作業工程は煩雑で，作業者と作業船も複数用意しなければならず，両

船聞の作業連絡と人員配置に工夫を要する作業となっている。

エアバッグによって，この養成綱の引き揚げ作業を改善するために， Fig.85に示した懸架ロープに

沿ってエアバッグを移動させるためのガイドと，所定の位置に達するとロックのかかる金具を製作し，エ

アバッグの Fig.60の吊綱端部7に装着した。

新たな作業では，初めに引き綱に金具を取り付けて，エアバッグを懸架ロープに沿って沈下させる。エ

アバッグの沈下を確認しながら，沈下不足であればエアバッグ内の空気の排出操作を行う。次いで，エ

アバッグが養成綱の結節点、まで達したら，引き綱を引いて懸架ロープにバッグの吊綱端部をロックし，

ロック完了後，エアバッグに空気を送って浮上させる。 Fig.85に示すように，養成綱が海面下0.3m程
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度まで上昇した段階で，曳航用のフロートを取り付ける。その後，エアバッグのロックを解除して，こ

れを取り外す。

以上の作業手順で，これまでは実現できなかった船外機船だけによる，養殖コンブの引き揚げができ

るようになった。曳航には5tの作業船を使用しなければならないが，南茅部のコンブ養殖業のように，

コンブを短い養成綱に植え付けておけば必要量だけ船外機船に積載して搬送することも可能である。ま

た，今後，複数の浮沈装置を用いた幹綱の浮上試験と，ウニの繁殖地までの曳航実験を行う予定である。
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7. 結 言

作業性・安全性の面で，これ以上の改善が望めないと考えられていた養殖施設の水深管理作業を合理

化できる浮沈システムの研究開発を行い，新たな当該養殖の水深管理作業を提案した。実操業における

比較試験から本システムの有効性が実証されるとともに，浮力の変化によって対象物の引き上げを実現

できる能力が，他の漁法にも応用可能であることを示した。投資コストを要する舶用機械の導入と船体

規模の拡大による方法だけが，このような漁具の引き上げや海上荷役の省力化手段として考えられてき

たが，本研究では，従来的な発想、では懸架物に対して充分な浮力が取れず機械化が困難な小型船でも利

用可能な低コストの浮沈装置による新たな作業システムを立案し，その有効性を実証した。

しかし，これでホタテガイ垂下養殖に関わる幹綱を引き上げる作業が全て無くなった訳ではない。少

なくとも，養成綱の垂下時と収穫時には，既存施設を使う限り，幹綱を引き上げなければ作業は実際上

不可能である。さらに，これらの作業は乾舷から身を乗り出す中腰の作業姿勢で行われており，水深調

節作業のような作業改善を行うことは困難である。このような作業改善が不可能な工程は，既存施設を

利用する以上現存しており，作業の合理化を押し進めるための装置開発では，どの工程の作業改善が最

も効果的であるかを事前の作業研究などから理解しておく必要がある。

緒論で述べたように，漁業や海洋土木などの海に関わる産業では，重量物を浮上・沈降させる単純な

作業が数多く見受けられる。例えば，海洋土木工事の構造物の海底への設置では，引き上げや移動が主

たる作業内容となり，海洋観測においても測定器の引き下ろしゃ引き上げなどを頻繁に行わなければな

らない。本研究の浮沈装置は第6章の応用事例でも示したように，定置網やコンブ養殖施設の浮上・沈

降装置としての応用が可能であることから，さらには一般の海中構造物の浮沈・移動にも応用可能であ

ると考えられる。

現状の浮沈装置は，手動による遠隔操作で作動するが，複数の浮沈装置の協調制御などを視野に入れ

た場合，その自動化は欠かせない技術的要件となる。自動化のためには，機器の状態量の観測と外的ノf

ラメータの変動を計測するオフゃザーパーが必要となる。このためには，近年急速に進歩しているセンサ

や制御機器を導入することも必要となる。例えば，海洋観測機器などを所定水深に精度良く保持するた

めには，浮沈装置に深度と浮力の関係を自動的に補正するシステムを組み込んでおく必要があり，深度

情報を含めた位置や姿勢に関するセンサシステム技術(松村ら， 1999，2∞0)の構築も，今後の技術的課
題である。

本装置には以上のような大きな課題も残されているが，ホタテガイの垂下式養殖を含め，海中での荷

役作業一般の改善と省力化に役立つ効果が認められたと確信する。

漁労作業を含む海上作業の改善を図るためには，はじめに操作対象に加わる物理的変化の基本的構造

を理解し，生産技術に利用できる性質を抽出して，これを具体的機能，即ち機械装置として実現する必

要がある。また，これらの労働手段の投入による作業編成が生産性や安全性などの合理化指標をどの程

度改善し得るかについて，現状の作業システムの分析から予測しておくことも重要である。本研究で示

したこれらの過程は，今後の水産技術の向上に必要となる機械装置の設計や産業応用への適否判定に関

して，技術開発側に一定の指針を与え得たものと考える。

省力化の出発点はこのような作業分析から始まり，段階的に現状の生産方法から離れ，生産に必要と

なる諸条件を基にした，いわゆる「技術革新Jと呼ばれる技術の構築をする必要がある。この段階では，
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全く新しい装置開発が生まれたり，その装置システムの利用による新たな生産体系が構築される。この

ような循環を通じて産業の技術的発展が成されていくとすれば，その発展のきっかけは，やはり現状の

生産に関わる要因の分析と適用可能技術の理解に求めることができると考えられる。現状の漁業生産に

おいては，このような漁業技術の体系化や適応可能技術の体系化は進展しているとは言い難く，今後の

産業昂進のためには是非必要とされる検討項目である。

技術の高度化は省力化を生み出し，作業者に余暇時間を与える。この時間を何に使うかは個々の作業

者の課題ではあるが，この時間をホタテガイ養殖を含めた創造的漁業活動に当てることで，さらなる漁

業の発展も期待できるだろう。このような他へ使える時間の増加は，省力化装置導入以上の効果を生み

出すことにもつながる。

他の産業でも同様であるが，漁業における作業の省力化や自動化を進めるとき，やはり最初に考慮す

るのは対象とする水産物(生産品)の特性である。なぜなら，この特性にあわせて作業が成り立つからで

ある。そして，作業の主役は漁業従事者(人間)であり，決して漁具や漁業機械などではない。生産効率

だけを追いかけて，人聞をおざなりにした自動化が進めば，やがて人聞が導入した機械に使われるよう

になり，労働強化につながっていく。この二つのことは作業の省力化や自動化を計画するとき， r開発す
る側J・「使用する側」の両者にとって最も重要な事項であり，忘れてはならないことと考える。

164-



2∞oJ 松村: ホタテガイ垂下養殖施設用空気式浮沈装置に関する研究

8.摘要

1965年に殻長3cm以上の種苗が生産できる採苗技術が開発され， 1968年頃からホタテガイ

(Patinopecten yessoensis， JAY)の垂下養殖が始まった。集約的な海面養殖のーっとして 1970年代から東

北と北海道を中心に発展した。

この養殖のホタテガイの成育に影響を与える大きな要因は，水温や飼料生物等を考慮したホタテガイ

を養成する水深である。この水深は垂下養殖施設(以下，施設)に取り付けられた浮子で保持されてい

る。しかし，施設はホタテガイの成長や付着物の増加により沈降するため，養殖期間中の養成水深を維

持するには，ホタテガイを垂下している海中の幹綱に，重量増加に見合った浮子を付加する水深調節作

業を頻繁に行う必要がある。この作業は幹綱を引き上げ作業船の舷側に固定し，船縁から身を乗り出し

て中腰の姿勢で幹綱に浮子の取り付けを行う重労働である。特に，荒天時に作業船が揺れると作業者の

海中転落等の危険を伴う。さらに，作業過程でホタテガイを海面付近に引き上げるため，夏場にはホタ

テガイの成長が阻害される 23
0

C以上まで表層水温が上昇すると，長期間管理作業ができない場合があ

る。

一方，施設は各漁場の生産条件に合わせて種々の様式が実用化され，施設の構造や係留特性等に関す

る研究も行われている。しかし，ホタテガイを最適な養成水深に保持し，上述の問題を解決することを

目的とした研究は現在のところ見受けられない。

本研究は，従来行われていた浮子を追加することによる水深調節方式に替えて，幹綱を舷側まで引き

上げる必要の無い水深調節装置を開発し，当該作業の省力化と安全性の向上を実現しようとするもので

ある。

(1) 従来の水深管理方式の調査と新方式の提案

施設の構造や水深管理作業の内容について，北海道噴火湾森町で調査を行った。調査結果は施設を5基

所有する平均的漁家で示す。 1基当たりの垂下重量は，初期約23，520Nが11ヶ月後の収穫期には約

94，160 Nになる。この間垂下重量の増加に伴い，適宜約260個の浮子(外径390mm)を順次追加取り付

けし，施設の水深を一定に維持をしている。漁港から施設の往復時聞を除く，浮子1個を取り付けに要

する作業時間は約8分である。そのうち幹綱を舷側に固定するのに約6分，浮子の固定に約1分，舷側

から幹綱を解放するのに約 1分である。このことから，水深管理に要する年間作業時間は延べ約 170時

間であることが判った。浮子の個数に比較し作業時聞が長い理由は，作業ごとに幹綱を舷側に固定する

こと，浮力調整箇所が施設内に散在すること等による。以上の調査結果に基づき，浮力を遠隔操作する

ことで幹綱の引き上げを省き，舷側から身を乗り出さない作業方法を考案した。この作業には浮子に変

わる水深調節装置が必要となった。

海中懸架物に浮体を取り付け，その浮力を制御するには，硬式浮体の例として鋼鉄製の箱や簡を浮体

とし浮体内の圧気量を変える方法，軟式浮体の例としてホースを沿わせて中の圧気量を変える方法等が

ある。前者は重量や可搬性の取り扱いに問題があり，後者は幹綱が海象条件によって高低差ができると，

気体の性質上，端部まで圧気を注入したときに行き渡らない等の問題がある。これまでの知見から新方

式の作業に適した水深調節装置は見あたらなかった。そこで，新たに装置を開発することにした。

開発する装置の構成を浮体部とその浮体の浮力制御部に分け検討した。その結果，幹綱に取り付ける

浮体部は，浮力を変えられる可搬性と収納性を考慮した浮体とした。また，浮力制御部は空気供給機を
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船上に設置し，浮体内の圧気を「増加，保持，減少」する機能を，流水抵抗を考慮し 1本のゴムホース

で実現するため，浮体内に圧力作動型弁である水深調整弁を取り付けることにした。

(2) 浮力制御部

浮力制御部は，船上の空気供給機と浮体内に取り付け遠隔制御される水深調整弁，両者を連結する一

本のゴムホースで構成されている。

空気供給機は船上に設置して，低圧または高圧の空気を供給することによって，水深調整弁を遠隔制

御する機能を持つ。水深調整弁は内部にプランジャとスプールの 2つの弁を持つ。プランジャは低圧空

気が供給されると作動し，浮体内の圧気量を増加させ，スプールは高圧空気が供給されると作動し，浮

体内の圧気量を減少させ，空気供給がないときは浮体空気量を保持する機能を持っている。ゴムホース

は制御媒体である圧縮空気を伝える機能を持つ。

浮力制御部の動作確認は，水深相当の外力を水深調整弁に与えながら空気を供給した。設計範囲であ

る水深 0~30m で水深調整弁が所定動作することを確認した。

(3) 浮体部

浮体部は可搬性と収納性を考慮し，軟式材料で底部が解放されているエアバッグを用いることにした。

しかし，エアバッグは水圧で内部空気圧が変化すると同時に空気体積が増減し，浮力が変わる水深依存

性を併せ持っている。このため，従来から用いている浮子とは全く異なる浮力特性を示す。海域や懸架

物等の特性に合わせた制御や設計のために，特に鉛直方向に運動するエアバッグの浮力特性と，運動抵

抗に関わる浮体形状の関係について，相似模型を用いた水槽実験から明らかにし，その係留特性につい

て解析をした。

浮力特性と水中耳到犬 エアバッグの浮力，形状等の特性について相似模型を用いた実験と解析から求め

た。その結果，水深に依らずエアバッグ形状は内部空気量によって一意に決定でき，任意水深における

浮力と形状は，ある時刻のエアバッグ内の空気量によって推定可能なことが判った。また、浮力を可変

できる硬式浮体は形状が不変であるため，空気量の増減に従い浮体内の水量も増減し、無浮力状態での

浮体内の水量は容積比でI∞%，最大浮力状態で0%となる。それに対し，エアバッグは形状および浮体

内の水量は空気容積が最大浮力状態容積の45%近傍を境として変化する特性を示した。

運動特性と係留特性縦型の大型水槽内でエアパックの相似模型を鉛直方向に正弦加振し，このときの

浮力と内水面の変化から，各流体力係数の算出を試みた。この結果，全模型において応答周期は加振周

期より 1/4波長分の位相範囲内で変動したが，基本周期に変化は見られず，浮体が満気状態になるにつ

れて各種流体力係数は球形浮体の値に近づいた。しかし，抵抗係数は全模型にわたって大きなばらつき

を示した。

係留状態に大きな影響を与える幹綱端点まわりの力学的平衡について，等価的球形浮子と比較しなが

ら，鉛直方向に運動するエアバッグの相平面解析を行った。その結果，垂下物重量の増加に伴ってエア

ノてッグの水深が深くなると，浮力の水深依存性が強く現れ，等価浮子と比較し平衡水深が深くなること

を示した。

(4) 浮沈装置の開発結果と実海域試験

浮沈装置の試作 空気式浮沈装置を試作し水槽にて基本特性を把握した。水槽内にエアバッグがほぼ

水深1.5mを保つように設置し，空気供給機でエアバッグの浮力の増減と保持の実験を行った結果，浮力

の増加は約8N/sec，浮力の減少は約5N/secで，各機器の動作を確認できた。

耐久性と機能の試験 北海道噴火湾と青森県陸奥湾で4個のエアバッグを施設の一部に設置し，8ヶ月間
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の耐久性と機能の試験を行った。作業者には浮力調整の度に動作確認をし，作業日報に作業時間等に関

するデータを記帳するよう依頼した。

この結果，期間中の記録から浮沈装置を用いると 1箇所当たりの水深調節時間は約3分となり，作業

時間の短縮は 60%程度であった。作業状態は，立ち姿勢で浮沈装置を片手で操作していた。垂下物の重

量変化に対する充分な水深調節機能を具備することと，長期間にわたる使用上の耐久性の確認もできた。

実用規模の試験 青森県陸奥湾で同規模施設を 2系統準備し， 1基は水深調節を 20個のエアバッグを設

置し(新方式)，他の 1基は従来方式で行う試験を5ヶ月間実施した。それぞれの作業内容を作業者に日

報に記載してもらい，両者間での作業と，ホタテガイの成育効巣の違いについて検討した。

新方式では浮沈装置を操作した延べ回数は 32回で，作業時間は延べ 160分であった。一方，従来方式

の施設では追加浮子総数は 40個で，作業時間は延べ250分であった。この結果，作業時間の短縮は 34%

程度であることが判った。記録から浮沈装置の操作に手間取ったときの作業を除き作業時間を比較する

と，作業時間の短縮は約52%であることが判明した。ホタテガイ成育調査結果から，従来方式と新方式

との有意な差は認められず，エアバッグによる垂下は従来方式に比して問題はなかった。

(5) 実用性と応用展開

浮沈装置は幹綱を引き上げずに，施設の垂下物の重量変化に対し充分な浮力を維持することができ，作

業時聞が大幅に短縮でき省力化効果も認められた。ホタテガイの垂下式養殖の浮力調節装置として十分

実用性があるものと考えられる。また，船体に係留力が作用しないので小型の作業船でも十分利用可能

であると判断された。

浮沈装置はホタテガイの垂下養殖の他に，コンブの垂下式養殖や深度の大きい養殖生け賓の水深保持

と浮沈にも応用可能である。また，浮上沈降機能を利用すれば，底建定置網の網起こしゃ海洋構造物の

移動・設置への応用が考えられる。

簡単に浮力調節ができる浮沈装置ではあるが，今後様々な使用条件で広範囲に利用されるには，浮体

部の波に対する応答特性と設計変数の感度解析を行い，係留安定領域とその条件を明らかにする必要が

ある。また，浮力制御部に関しでも圧縮空気の管路流れを中心とした応答解析が課題である。
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